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プログラム

日  時 :2012年 5月 16日 (水)13時～17時 40分 (終了後、意見交換会)

会  場 :東京理科大学 神楽坂校舎 1号館 17階 記念講堂

住  所 :東京都新宿区神楽坂 1-3

プログラム :

時間割 内容・講師

13:00～ 13:05(5分 ) 開会の辞
技術委員会 委員長

東京理科大学 北村 春幸

13:05～ 13:30(25分 ) 設計小委員会 松 田平田設計 藤森 智

1330～ 13:55(25分 ) 入力地震動小委員会 工学院大学 久田 嘉章

13:55～ 14:10(15分 ) 設計支援ソフ ト小委員会 大建設計 酒井 直己

14110～ 14:50(40分 ) 耐風設計部会 神奈川大学 大熊 武司

14:50～ 15:05(15分 ) 休 憩

15:05～ 1520(15分 ) 施工部会 アルテス 原田 直哉

15:20～ 1545(25分 ) 防耐火部会 東京理科大学 池田 憲一

15:45～ 16:10(25分 ) アイツレータ小委員会 竹中工務店 山本 雅史

16:10～ 16:35(25分 ) ダンパー小委員会 熊谷組 荻野 伸行

16:35～ 16:50(15分 ) 休憩

16:50～ 17:15(25分 )

パッシブ制振評価小委員会、

制振部材品質基準小委員会

東京工業大学 笠井 和彦

日本建築センター   木林 長仁

17:15～ 1740(25分 ) 総合討論

17:45-19:15 意見交換会



技術委員会 委員名簿

◎委員長 O副委員長 □幹事 △主査 ∵協力 。事務局

(2012年 4月 30日 現在)
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技術委員会

◎北村 春幸

免震設計部会

◎公塚 正行

設計小委員会

◎藤森  智

市川 一美

公塚 正行

佐藤 正浩

高原 伸一

竹内 章博

中)II

中島

中村

平間

古橋

丸山

谷地畝和夫

山陪 達司

東京理科大学

東京理科大学

i2S2

東京理科大学

神奈川大学

熊谷組

東京工業大学

日本建築センター

12S2

大建設計

福岡大学

鹿島建設

鹿島建設

東京建築研究所

篠塚研究所

早稲田大学

オイレスエ業

アルテス

エ学院大学

前田建設工業

松田平田設計

日建設計

フ
｀
)チ

｀
ストン

前田建設工業

□長谷川 豊

□藤波 健剛

井川  望

荻野 伸行

神永 敏幸

栗山 利男

境  茂樹

柴田 昭彦

鈴木 光雄

竹中 宏明

中澤 俊幸

仲林  健

人見 泰義

樋渡  健

山崎 久雄

吉井 靖典

耐風設計部会

◎大熊 武司

□竹中 康雄
□吉江 慶祐

北村 春幸

田村 和夫

松井 正宏

安井 人紀

オイレスコE夢鷺

前田建設工業

鴻池組

熊谷組

安藤建設

構造計画研究所

間組

梓設計

山下設計

東急建設

東京建築研究所
ヒ
°―エス三菱

日本設計

東亜建設工業
ユニオンシステム

フン
｀
タ

松田平田設計

東急建設

12S2

東京建築研究所

熊谷組

西松建設

構建設計研究所

大成建設

佐藤総合計画

長谷]ニコーホ
°
レーション

日本大学

鹿島建設

戸田建設

前田建設工業

神奈)|1大学

鹿島建設

日建設計

東京理科大学

千葉工業大学

東京工芸大学

泉創建エンシ
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施二部会

◎原田 直哉

□中澤 俊幸

石田 俊久

海老原和夫

小倉  裕

門  隆司

河井 慶太

小塚 裕一

清水 玄宏

舘野 孝信

谷川 友秀

鶴谷  巌

戸沢 康弘

淵本 正樹

アルテス

東京建築研究所

大成建設

大林組

免制震テ
｀
ィハ

｀
イス

オイレスエ業

三井住友建設

竹中工務店
ニチアス

戸田建設

昭和電線デハ
｀
イステクノロデー

夢群毒モ堂コンナルタント

前田建設工業

清水建設

免震部材 VG

△竹中 康雄

猪口 敏一

上田  栄

大家 貴徳

菊地 隆志

北村 春幸

熊谷 洋一

河内山 修

佐々木頼孝

讃井 洋一

田村 和夫

朴  紀術

安井 人紀

安永  亮

山添 秀敏

吉江 慶祐

吉)II 秀章

渡邊 義仁

鹿島建設

カヤハ` システム マンナリー

日本ヒ
°
ラーエ業

巴コーホ
°
レーション

フ
｀
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東京理科大学

東京ファガリックエ業

オイレスエ業

束洋ゴムエ業

日ミとオートモティア
｀
システムス

ヾ

千葉工業大学

免制震デ/ド イス

泉創建エンンエ`アリンク
｀

住友金属鉱山シホ
°
レックス
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△

風応答評価法 WG

△吉江 慶祐  日建設計

大熊 武司  神奈川大学

竹中 康雄  鹿島建設

松井 正宏  東京工芸大学

安井 人紀  泉創建エンシエ゙アリンク
゛

理

徹

一
光

剛

東

一得

免震部材部会

◎高山 峯夫  福岡大学

設計支援ソフト小委員会

◎酒井 直己  大建設計

□中村 敏治  篠塚研究所

石鍋雄一郎  日本大学

今井  究  構造ソフト

國松 要介  構造計画研究所

佐々木頼孝  東洋ゴムエ業

山崎 久雄  ユニオンシステム

米川 隆志  共立建設

渡退 信也  NTTフ ァンリーティース
ヾ
総合研究所

入力地震動小委員会

◎久田 嘉章  工学院大学

アイソレータ小委員会

◎高山 峯夫  福岡大学

青木  研  鴻池組

浅野多計昌  倉敷化工

稲井 慎介  戸田建設

上田  栄  日本ヒ
°
ラーエ業

金子 修平  オイレスエ業

久次米 薫  日建設計

高坂 隆一  梓設計

佐々木頼孝  東洋コ`ムエ業

清水 秀哲  安藤建設

高岡 栄治  鹿島建設

中村 佳也  フデタ

漬峙 宏典  フ
ヾ
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'ス トン

柳  勝幸  昭和電線デアヽ
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積層ゴム SWG

△菊地 隆志

北村 春幸

河内山 修

佐々木頼孝

朴  紀術

安井 人紀



手ネルギ~吸収性能評価小委員会

③高山 峯夫  福岡大学

高坂 隆一  梓設計

荻野 伸行  熊谷組

嶺脇 重雄  竹中工務店
,可児 長英

・永井  潔

ダンパー小委員会

◎荻野 伸行  熊谷組

猪口 敏―  カヤアヽ
｀
システムマシす)―

稲井 慎介  戸田建設

大家 貴徳  巴コーホ
°
レーシツ

亀)1  俊日月    カヤバ システム マシナリー

北村 佳久  清水建設

関  清茨  大成建設

高岡 栄治  鹿島建設

中村  嶽  大林組

野中 康友  安藤建設

馬  徳民  高環境エンデエアリンク
｀

嶺脇 重雄  竹中工務店

安永  亮  住友金属鉱山ンホ
°
レックス

山本  裕  日建設計

吉川 秀章  新日鉄エンデニアルク
ヾ

∵米田 春美  竹中工務店

「水平二方向加力時の免震部材の特性と

検証法」WG

応答制御部会

◎笠井 和彦  東京工業大学

パッシブ制振評価小委員会

◎笠井 和彦  東京工業大学

□龍神 弘明  前田建設工業

石井 正人  日建設計

大木 洋司  三菱重工鉄構エンシエ`ア)ンク
｀

大原 和之  建築構造研究所

佐藤 篤司  名古屋工業大学大学院

関谷 英一  鴻池組

高橋  治  構造計画研究所

竹内  徹  東京工業大学

田中  智  安井建築設計事務所

中島 秀雄  清水建設

原   博  東亜建設工業

細川 慎也  久米設計

吉江 慶祐  日建設計

「制振設計」WG

△笠井 和彦

石井 正人

伊藤 浩資

関谷 英一

田中  智

原   博

龍神 弘明

東京工業大学

日建設計

東京工業大学

鴻池組

安井建築設計事務所

東亜建設工業

前田建設工業

「市J振構造角子析」VG

△大木 洋司  三菱重工鉄構エンシ̀ニアリンク
｀

大原 和之  建築構造研究所

國松 要介  構造計画研究所

佐藤 大樹  東京理科大学

龍神 弘明  前田建設工業

「オイルダンパー」WG

△亀井 俊明  カヤハヾ システムマンナリー

猪口  敏―    カヤハ` システム マシナリー

小竹 祐治  日立機材

讃井 洋一  日立オートモティデシステムス
ヾ

袖山  博  三和テッキ

「粘性ダンパー」WG

△田中 久也  免制震ディドイス

石橋  恵  オイレスエ業

加藤 秀章  ガリチ
｀
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鷲山 友二  明友エァマチック

大成建設

日建設計

オイレスエ業
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イス

東京建築研究所
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ヾ
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昭和電線デ′ヽ`イステクノロデー

翔T日

'失

エンン
｀
エア)ン ク

゛

住金関西工業株式会社

JFEスチール

WG

オイレスエ業

オイレスエ業

巴コーホ
°
レーション

日本大学

大林組

三菱重工鉄構エンデエアリンク
｀

大同精密工業

日どとオートモティフ
｀
システムス

ヾ

)II笞送コアテック

三菱重工業

早稲田大学

日立機材

カヤハ・ ンステム マンナリー

大成建設

東京理科大学

フ
｀
リチ

ヾ
ストン

倉敷化工

免制震ディノヾイス

カヤ′ヽヾ システム マンナ)―

清水建設

日本ヒ
°
ラーエ業

竹中工務店

熊谷組

日本インシュレーション

昭和電線デハ`イステクノロデー

「高減衰ゴム系積層ギム支承」SWG

△北村 春幸  東京理科大学

△高山

飯場

荻野

菊地

北村

木林

猿田

鈴木

竹中

東野

嶺脇

室田

山本

芳澤

和田
・可児

峯夫

コE糸己

伸行

優

春幸

長仁

正明

重信

康雄

雅彦

重雄

伸夫

雅史

利和

章

長英

正紀

秀章

優

長́仁

英治

木頼孝

正明

重信

貞光

康雄

貴

重雄

伸夫

雅史

利和

春美

航

真志

長英

福岡大学

建築研究所

熊谷組

北海道大学大学院

東京理科大学

日本建築センター

清水建設
フ
ヾ

)チ

ヾ
ストン

鹿島建設

竹中工務店

竹中工務店
フ
｀
リチ
ヾ
ストン

竹中工務店
フ
゛

,チ

｀
ストン

東京工業大学

建築研究所

フ
｀
リチ
｀
ストン

北海道大学大学院

日本建築センター

東洋ゴム化工品販売

東洋ゴムエ業

清水建設

フ
゛
)チ

｀
ストン

フ
｀

)チ

｀
ストン

鹿島建設

東洋ゴム化工品販売

竹中工務店

フ
｀
)チ
｀
ストン

竹中工務店

フ
｀
,チ

ヾ
ストン

竹中工務店

東京理科大学

東京理科大学

「制振実験」WG

△龍神 弘明

大木 洋司

西本 晃治

吉江 慶祐

「基準対応J‖G

△竹内  徹

市川  康

北鳴 圭二

中島 秀雄

「制振普及」WG

△龍ネ申 弘明

大熊  潔

大原 和之

笠井 和彦

北嶋 圭二

関谷 英一

田中  智

馬場 勇輝

原   博

村田 鉄雄

前田建設工業

三菱重工鉄構エンデエアルク
ヾ

茅す「日α失エンシ
｀
エア)ンク

ヾ

日建設計

東京工業大学

弟好日α失エンシニヾアリンク
ヾ

日本大学

清水建設

木村 雄一

/1ヽオ木 不可不日

澤田  毅

田中 久也

封比地健一

所   健

中島 秀雄

西本 晃治

三須 基規

「粘弾性」‖G

△所   健

大熊  潔

加藤 秀章

三須 基規

「金岡ルオ」 VG
△西本 晃治

西川 宏之

廣田  実

「摩擦ダンパーJ

△澤田  毅

石橋  恵

大家 貴徳

北嶋 圭二

佐野 剛志

田阪 良治

長瀬 忠広

中村  健

濱田 由記

平井  潤

◎西谷
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はじめに

前回の 2009年 4月 23日 に開催された第 5回技術報告会から3年間が経過 しまし

たが,そ の間の 20■ 年 3月 11日 には東 日本大震災が起きました。未曾有の津波被害

と原発事故に見舞われ,い まだ復興の途上にあります。今回の大震災の教訓を生かし,

次に想定される東海・東南海・南海地震などの巨大地震に備えなければなりません。

今回の大震災では,免震建物はその効果を発揮 して高い評価を得ました。震災後 ,

耐震建物が免震構造に変更されるなど,その高い耐震性能が社会に再認識 され,支持

されています。制振建物もゆれの継続時間が大幅に減少するなど制振効果が確認され ,

建物の制振化は長周期地震動への対応策 として期待されています。

東北地方太平洋沖地震は大振幅のゆれが 10分間も続く,長時間・長周期地震動を

宮城県から首都圏の広い範囲にもたらしました。その後もマグニチュー ド7級の余震

が続き,本震で損傷を受けた建物が余震で倒壊するなど,損傷の累積に対する検討が

必要なことが明らかになりました。免震構造のダンパーや制振構造の制振部材につい

ても,地震による建物今の入カエネルギーを構造骨組に代わって吸収する部材である

ことから,累積損傷の評価が早急に対応すべき課題 となりました。

免震構造と制振構造は,大地震への対応策の切 り札 として採用される構造形式であ

り,いつ何時起きるかもしれない大地震に対して,そ の性能を発揮できることが必須

条件となっています。そのためには設計性能を損なうことなく維持できるように管理

して点検することが重要になります。また,設計で用いてきた標準波・告示波の何倍

も多いエネルギーが建物に入力し,ダンパーや制振部材には当初想定していた何倍も

の大振幅多数回繰返 し加力が加わることが明らかになりました。当初,信頼を高める

ために想定したダンパーの交換が現実的なものになってきました。大地震後,直ちに

構造骨組やダンパーの累積損傷を評価 して対策を講ずることが必要になつてきました。

免震構造や制振構造により,居住者・利用者の安全・安心を守 り大地震後も使用可

能な建物を社会に提供するためには,今回の大震災の教訓を生かして,信頼を高める

ためのシステムの構築や問題点・課題の解決に向けた努力を続けなければなりません。

安心 。安全な建物を社会に提供する免震 。制振構造に向けて,技術委員会を構成す

る部会,小委員会,WGの 活動が期待されます。

2012年 5月 16口

技術委員会 委員長

北村 春幸
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改訂にあたつて

「免震部材の接合部・取 り付け躯体の設計指針」 (以下、本指針 と称す)は、2009年 7月 に初

版が発行され、約 2年半が経過 しました。その間、読者からの指摘や委員会内での議論を踏まえ

誤記や表現の修正及び、他の免震部材の設計事例の追加などを行つてきました。さらに、本指針

の準拠基準であります「各種合成構造設計指針・同解説 (日 本建築学会)」 (以下各種合成指針 と

称す)カミ2010年秋に大幅に改訂されたことを機に、本指針の改訂版を発行することとなりまし

た。

改訂各種合成指針の中で本指針が準拠 しているのは、第 4編の各種アンカーボル ト設計指針で

あり、その改訂内容は主にアンカーボル トの耐力評価式です。その変更内容と本指針において適

用した事項を、次ページにまとめて示しています。この変更内容に基づき、本指針の本文や接合

部の設計例の修正を行っています。

また接合部の設計事例として、天然ゴム系積層ゴムアイジレータ、履歴ダンパー付き積層ゴム

アイプレータ、及び鉛プラグ入 り積層ゴムアイソレータを加えています。

2012年 5月

一般社団法人 日本免震構造協会

技術委員会免震設計部会設計小委員会
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3.各種アンカーボル ト

3.1各種アンカーボル トの接合方法に関する構造規定

・ 免震部材に引張力が作用する場合は、原則としてアンカーボル トを設ける。

・ 各種アンカーボル トの埋め込み深さは、アンカー頭部が横筋より十分深くなるように設定する。

・ 各種アンカーボル トのコーン状破壊耐力算定時の投影面積は横筋位置 (内 面)と することが望

ましい。また、水平投影面積は、アンカーボル ト間距離や接合部躯体側面のへ りあき寸法を考

慮 した有効面積とする。

・ 突起付き袋ナット,突起付きボル ト先端の突起形状は、引抜耐力確保のため十分な大きさのも

のとする。

・ ベースプレー トは応力伝達上十分な厚さがあるものとする。

・ ベースプレー トとの取 り付け部 (袋ナット、ボル ト、溶接等)がアンカーボル トの許容耐力以

上であることを確認する。

・ アンカーボル トとスタンドボル トを併用した場合、引張力をアンカーボル ト、せん断をスタッ

ドボル トで負担させる設計方法もある。ただし、併用 しない場合は、引張とせん断の組み合わ

せ応力により、各種アンカーボル トの検討を行 う。

【各種合成指針 2010年の改訂に伴 う本指針の改訂概要】

本指針のアンカーボル ト耐力評価式は、(1)ス タットボル ト、(3)突起付き袋ナットおよび突

起付きボル トは、各種合成指針『4.2頭付きアンカーボル トの設計』、(2)ア ンカーボル トは、各

種合成指針『4.4基礎アンカーボル トの設計』に準拠 している。原則 として各種合成指針の改訂

内容を反映している。ただし、各種合成指針の適用範囲は、コンクリー ト強度は RC規準に準じ

Fc48ま で、アンカーボル ト径は 9mm以上 25mm以下と本指針の適用範囲の拡大までは至って

いないため、一部、検討項目の追加や旧評価式の採用を行ない、適用範囲外のボル トを採用する

場合について、軸部、頭部の形状についての規定を追記した。

耐力評価式に使用される係数では、コンクリー ト支圧強度の低減係数 φ2について長期荷重用

0。4か ら 1/3(0.33)短期荷重用 0.6か ら2/3(0,66)と し、許容応力度設計法に対応させている。

コンクリー トの支圧強度 1/ヵ)の上限値は 5Fc(十日合成指針は 10Fc)か ら6Fcと 改訂 した。

引張耐力算定方法では、軸部の鋼材とコーン状破壊の最小値を採用 し、頭部のコンクリー ト支

圧強度は採用値を満足することを条件とする式に改訂された。ただし、突起付き袋ナットおよび

突起付きボル トについては、頭部形状など規定範囲外であることから、従来通 りの支圧強度耐力

も採用することとした。せん断耐力算定方法では、コンクリー ト支圧強度および、コンクリー ト

側面コーン状破壊、鋼材のせん断強度の最小値を採用する。その他、各種合成指針の改訂では、

定着長さが足 りない場合に生ずるコンクリー トの破壊 (プ ライアウト)防止 として、せん断耐力

を保障する有効埋め込み長さの確認が新たに追加されている。本指針では、ベースプレー トが破

壊モー ドを拘束できる十分に剛強な場合であれば、破壊モー ドを防止できることから検討を省略

できることを追記している。
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表 3.1.1(al各 種アンカーボルトの耐力算定の改訂事項概要一覧表

(1)ス タッドボル トの許容耐力 :各種合成指針各種アンカーボル ト設計指針・解説の頭付きアンカーボル トの設計に準拠

N

こ

改定前同様、Иθ算定には、有

効埋め込み長さL?は、頭部か

ら接合部横筋までの長 さを使
用

単独のコーン状破壊耐力で支

圧強度の確認

ベースプ レー トが拘束効果の

ある十分 に剛強な場合であれ

ば省略可能

追力日改訂 及 び補イ した耐力

φl(短期 1.0)

φ2(短期 2/3)

コンク I 6Fc

乃 =“′力 (為1.烏2)
スタ ン ドボル トの降伏 によ り決 まる場合

P,1=φ l× sσP,× s,α

sσP,:同左、♂ :同左

躯体のコーン状破壊により決まる場合
まd=φ 2× 0・ 31W屍×Иじ

col :同左、′「
`,:同

左、Иθ:同左

島/И洋転 コンクリー トの支圧強度の確認
Иο:同左、テ:コ ンクリート支圧強度(N/mm2)

スタ ン ドボル トのせ ん断強度 によ り決 まる場合

多/7!詔
登〆1茉々 卜の大見格降伏点強度Nmれ

コ

洗
籍 秤 浦

牌 需 叩艮な丈ぅ

側玩号ラ埓憩ピ暫労意杉捲岳:筵積(mm奇
有効埋め込み長 さLeの規定

dσ P,× s`,α
≦じσr×

И
c

sσf,α :前出、評 :前出、じσr:前出、И。:前出

低減
係数

本指針 改訂前 【 】:符号変更

同

変更

|

遜更

変更

同

同

変更

盃更

追加

変更

追加

追加

|

φl,φ sI(短期 0.6) 【φl,φ sl→ φ2】

コ ン 5Fc 1

乃 =麗ブη (乃1,現2,あ3)

スタ ン ドボル トの降伏 によ り決 まる場合

わ2=ψ 2× sσフ,× dθα          【乃2→乃1】

dσメ
'α

:ス タンドボル トの規格降伏点強度s/mm2)
,c,:ス タンドボル ト軸断面積(mm2)

躯体の コー ン状破壊 によ り決ま る場合

島I=ψ lXO.31マ房×Иc        【乃1→島2】

cσt:コ ーン状破壊に対するコンクリー トの引張強度

cσ
`=0.31∇

π tthm2)
Fで,:コ ンクリートの設計基準強度(N/mm2)
Иθ:コーン状破壊面の有効水平投影面積(mm2)

頭部のコンクリー トの支圧により決まる場合
P,3=ψ 3×湯×Иο

Иο:ス タンドボル ト頭部の支圧面積(mm2)

コ ン で
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再r当 )ヶ移[三万尾奥義撃準強度熙猛R≡

V堤 ×曳≦9000)

βて,:コ ンクリー トのヤング係数fN/mm2)

02(短 期 1.0) 【φ2  → ol

わ負 (貨豆期 2/3

低減
係数

頂
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表 3.1.1(b)各種アンカーボルトの耐力算定の改訂事項概要一覧表

(2)ア ンカーボル トの許容耐力 : 各種合成指針各種アンカーボル ト設計指針・解説の基礎アンカーボル トの設計に準拠

∞

巳

アンカーボル トの有効長さが

十分確保できている場合の算

定式

長ナット部の軸耐力が、ア

ンカーボル トの軸耐力以

上であることを確認

改定前同様、Ac算定には、

有効埋め込み長さ Leは、

頭部か ら接合部横筋まで

の長さを使用

単独のコーン状破壊耐力

で支圧強度の確認

長ナット部の軸耐力が、ア

ンカーボル トの軸耐力以

上であることを確認

追加改訂及び補合 成 猪針 t 準 拠 した耐力算定式内容

低減係数、コンクリー ト支圧強度は表(a)と 共通

P。 =紹
"

P,2,P,3
`ェ

1,

ア ン の る

PЛ=ψ l× sσフα
×
scα

sσρα:同左、dcと,:同左

P,2=ψ 2× 0・ 31ヾアτ×Иε
c(テt :同左、Fθ :同左、Иθ:同左

で決まる場合定着板 (鋼材)の更F上

為 3=ψ I× 2×ИoXsσ)

2:同左、И。:同左、sσノ:同左

P潔七4。 コ ン リー の

Иο アンカーボル ト頭部の支圧面積(hm2)
コンクリー ト

=躍と
',

ンカー ル

?,7=ψ l× 0,7× s●
×dコ

評 :同左、sσⅢ:同左

コ ン 1 の

?,2=φ 2× 0°

鞠事≧縫強ど漁層扉ff制
限 な し )

Fて,,コ ンク

fα コンクリー トのヤング 前 出

コ

?α3=先 XO°3

虎 :前出、

1 ′7c ×И
`7●

側 面 ン状破壊面の

本指針 改訂前 【 】:符号変更

同

同

同

同

追加

変 更

同

追加

追加

低減係数、コンクリー ト支圧強度は表(a)と 共通

P,=翻滋 ,1,P,2,

ア ン ル トの I る

鳥 2こ

γ守 笏 為 ル トの規格降鯨 強度側 mmぅ
【ら2→乃I】

scα :ア ンカーボル ト

の コー ン イこより
P αl~ ψ ×0 .3 1 て

'

【P,1
→ P●2】

cG:コ ーン状破壊に対するコンクリー トの号

2コン乃三協蓼唇通墨智塁整御加的
張強度

/1θ :コ 一`

の る

Pα3=″ 1× 2×И。×s●
ρ:形状係数、И。:定着板の有効面積(mm2)

アンカーボル トの規格降伏

アンカー ル

ア ン ァレ

?7ガ耳登黎力?とねじ箪坊夏球課Ъ積仙詞
アンカーボル トの規格降伏
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表 3.1.1(c)各種アンカーボルトの耐力算定の改訂事項概要一覧表

(3)突起付き袋ナット,長ナント+突起付きボル トの許容耐力 :各種合成指針各種アンカーボル ト設計指針・解説の頭付きアンカーボル トの設計を準用

く0

本指針 改訂後

追加改訂及び補足

各種合成指針の適用範囲外
の場合は注意

長ナントと突起付きポル ト
の材質が異なる場合は、そ

れぞれの軸部の降伏耐力
乃 を算定 し最小値を採用

改定前同様、Ac算定には、

有効埋め込み長さLeは、頭

部から接合部横筋までの長
さを使用

隅肉溶接の場合を追加

溶接部の許容応力度テ洲罠
溶接の脚長 0.7×布

合成指針に準用 した耐力算定式内容

低減係数、コンクリー ト指圧強度は表(a)と 共通

突起付きボル トの頭部径動 を軸部径 プより十分大きくす
る (Dn≧ 2.5d)

去aの 8倍以 上

亀 =陶デ刀儡 b乃2,ら3,島4,ル 5)

軸部 の降伏で決まる場合
P,1=ψ l× sσフα

×sc'
もσP,:ア ンカーの規格降伏′点強度(N/mm2)

∫εα:軸部の有効断面積(mm2)

躯 体 の コー ン状破 壊 で決 ま る場合

Pαク=ψ 2× 0・31縁 Иじ

cσt :同左、Fて,:同左、Иθ:同左

頭部での支圧で決まる場合

わ 3=″ 1× 2×И。×sσ)

α :同左、И。:同左、sσ.:同左

頭部のコンクリー ト支圧で決まる場合
現4=″ 2×力×Иη

坊 :同左、И打:同左

袋ナ ン ト頭部の溶接強度で決まる場合
P,5=ψ l×チ×И″

Иり:同左、 tw:同左、デ :同左

Иw=π ×仇×ん,仇 :軸都径

== ″ηι″タ

突起付き袋ナ ッ ト,長ナ ッ トのせん断強度で決まる場合
ら ,三 抄1× 0.7×くσl,× ぐ́て〃     t々,:前出、 ,σ,,:前出

で決 ま る場合

嵩堅
(在 ×どCは制限なめ

コン ク リエ トの更圧 強度

T,2=φ 2× 0°5化 ×Ec
兌 :同左、P教 :同左δ♂ :

側面 コ り決 まる場合

?α3=先 ×0・

Fて,:前 出、

31
Иoc 端 蓄と生 ン状破壊面の有効投影面積(mm2)

長 す ッ トの盲 下長 さ hは頭 径 部 出寸

本指針 改訂前 【 】:符号変更

追加

追力日

変更

追加

同

同

同

同

変 更

追 加

変 更

追力日

低減係数、コンクリー ト指圧強度は表(a)と 共通

ボル ト頭部径を軸径より十分な大きさ確保

応 力伝 達 可能 なデ ィテ ール と した場合

乃 =脇力 (ら1,ぁ2,島3,島 4)

躯体のコーン状破壊により決まる場合

も1=φ l× 0.31帝みИc         【鳥1→ら2】

c観 :コ ーン状破壊に対するコンクリー トの引張強度

2コルテ生干鰍 度側m的
Иθ:コ ーン状破壊面の有効水平投影面積(mm2)

頭部での支圧により決まる場合
島4=φ 4×α×Иο×s●  (ψボ短期荷重用1.0) 【島4→為3】

α:形状係数、И。:突起部の有効面積(mm2)

Aσッ:ナ ット及びボル トの規格降伏点強度い′mm2)

頭部の コンク リー ト支圧 によ り決まる場合

島3=ψ 3×元×И〃

折 :コ ンクノート支圧強度僻/mm?)

Иヵ:突出部の有効水平投影面積(mド)

【乃3→Pメ】

袋ナット頭部の溶接強度によりきまる場合
島グ=ψ 2×チ×Иψ (ψ 2:短期荷重用 1.0)  辟ち→島5】

Иv:溶接部の有効面積 (mm2)、  t、、:溶接の脚長(mm)
テ :溶接部の許容引張応力度 m/m評Ⅲ

9♂ :コ ンクリー ト躯体の支圧強度により決まる場合

コンク リー トの更圧強度 によ り決まる場合

術 蛮移歩Ъ塩 望 強度oWttμ拌
≦化 ×鳥≦9Pり

だ。ヽ:コ ンクリー トのヤング係数fN/mm2ぅ 、、かと,:前出

形 状
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目
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3.2各種アンカーボル トの耐力

免震部材の接合部の各種アンカーボル トの許容耐力は、原則 として「各種合成指針」に

より算定する。

(1)ス タンドボル トの許容耐力及び計算例

横筋

スタンドボル ト φ22、 頭部径 35 mm

dc 
α=38011■■

2(軸
部断面積 )

sσ,,=235N/mm2 (400級 )

昆=27N/-2      f

曳=23,577N/1m2

:[!ど≧こ:せ与
'ン

図 3.2.1ス タッドボアレト詳細図            '
1)短期許容引張耐力 も の算定

P,=“励ば ,ん P,7)

もデ:ス タンドボルトの降伏により決まる場合の短期許容引張耐力

ら1=ψ l× dσ′,とェ×髄'=φ
l× 235× 380

S σP,

dσノ

dC 
α

スタッドボル トの引張強度で、sσフ,為σノ(N/mm2)と する。

スタッドボル トの規格降伏点強度(N/mm2)

スタンドボル トの軸断面積(■m2)

短期荷重用 :″1=1・0 → P,′ =89,3kN/本

乃2:コ ンクリート躯体のコーン状破壊により決まる場合の短期許容引張力

ら2=φ 2× r 
σθ×ИC=″2× 0・ 31∇57× 76,387

短期荷重用 :φ2=2/3  → 島フ=82.OkN/本

√ cσ tiコ
~ン状破壊に対するコンクリートの引張強度で

′鳴 =0,3ム厚巧(N/mm2)と する。 取付け躯体端部に近い

ボルHよコーン状破壊面

が躯体倒面で切られる
Иじ=π L?●?十D)一Иθ一ざ=π×149× 175-582-0=76,3

(こ こでは、スタンドボルト間隔、接合部躯体との寸法に余裕

投影面の重なりがない場合として算定)

Иじ:コ ーン状破壊面の有効水平投影面積

L?:ス タッドボル トの有効長 さ(lYlln)

(頭部か ら接合部横筋までの長 さ)

I):頭部直径 (111un)

′:頭付きアンカーボル トの軸都の直径 (nⅡ4)

S:投影面の重なり面積 (1■m2)卜 r,2× (♂
_∫肋夕)

r〃=二じ十D/2  ♂=2じο∫
~1(先

?筋/2/扮
Иο:ス タッドボル トの頭部の支圧面積(1-2)

ИO=π /41D2_プ
2)

ИO=π /4152_222)=582盟 η?2

87mm2
があり

有効水平投影面積

Иじ

桜

Иο

Ｏ
ヨ

dmin

10

図 3.2.2有効水平投影面積 Иc



以上より、最小値 (コ ンクリー ト躯体のコーン状破

壊により決まる場合)を とり、為 =“滋(89.3,82.0)

も=82.OkN/本 を採用する。

スタッドボル トの許容引張力時の頭部支圧応力度に対して、コンクリー トの支圧強度ヵ 以下で

あることを確認する。

P,三盟 ブηΥ ゎ P"*)=W'η (89,3,82.0)三 82.OkN

乃//ッ4。=82.0× 10oo/582=140,9N/mm2<162.0〒 ヵ OK
ИO=クτ///41352_222)=582η 夕η,2

元 :コ ンクリー トの支圧強度で、九 = ′c/物 0× 民 とする。

ただし、 Иc/ИOが 6を超える場合は6と する。

V々/ッ40=11.5>6よ り、血=6× 乃=6× 27± 162(N/mm2)

*「各種合成指針」では、コーン状破壊による耐力ら2を複数本の低減を考慮

した値を用いているが、安全側の検討として低減のない引張耐力により確認

することとした。

2)短期許容せん断耐力 ?,の算定

?戸
“

ガη (?,7,7,2,7,3)

?,′ :ス タツドボル トのせん断降伏強度により決まる場合の短期許容せん断耐力

T,1=ψ l× dσ ?,× sて:と
y=φ

l XO,7×sσノ×∫Cα =φl× 0,7× 235× 380

晩 ,:ス タンドボル トのせん断強度で、恥α=0.7× ∫σッ(N/mm2)と する。

短期荷重用 :ぬ =1.0 → ?冽 〒62.5kN/本

σ,2:コ ンクリー ト躯体の支圧強度により決まる場合の短期許容せん断耐力

?,2=ん×cσ ?α
×

sc 
α=φ2× 0・5V烏 ×どr×。と,=ん ×0 27× 23577× 380

θttα :コ ンクリートの支圧強度で,cσ?,=o.5V見 ×β。(N/mm2)と する。

短期荷重用 :ψ2=2/3 → σ,2=101・ lkN/本

?,ど :コ ンクリー ト躯体の側面コーン状破壊により決まる場合の短期許容せん断耐力

?お =φ2×θσ′XИ′θ=φ2× 0'31∇7房 ×Й?c=先 ×0・ 31∇ 27× 62,800=φ 2× 101,2

じσど:コ ーン状破壊に対するコンクリートの引張強度

じσr=0。 3ム厚弓 (N/m■
2)と

する。

Иσθ:せん断力方向の側面におけるコーン状破壊面?有効投影面積で

И
?θ
=0.5× π×じ2(mm2)と する。〔図3.2.3参照〕

=0.5π ×2002=62,800mm2

じ へ りあき寸法 (lru4)
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へりあき寸法(c)を 200mmと して算定する。配筋およびスタッド等の干渉などを考慮

し、最低へりあき寸法として設定した。

A“

A?c=0.5πて,2

て
'J

短期荷重用 :φ2=2/3

図 3.2.3 側面の有効投影面積 (フ
4Tc)

→ ?,3=67.5kN/本
.

以上 よ り、σ戸
"ガ

刀 (?,ノ ′?,7,7,3)

="力 (62.5,101.1,67.5)

スタッ ドボル トのせ ん断降伏 強度で決まる場合 を とり、

?♂=62.5kN/本 を採用する。

有効埋め込み長さの検討は、埋め込み長さが浅い場合の破壊形式 (プライアウト)の確

認として行 う。破壊形式モー ドとしては、取 り付けプレー ト (ベースプレー ト)の回転変

形と共に発生するため、ベースプレー トが十分に剛強で回転拘束効果がある場合は、他の

破壊形式 (鋼材破壊、コンクリー ト破壊)と なる。よつて、ベースプレ‐ 卜中央部や、せ

ん断負担時に軸力がある場合など十分に押さえ効果が見込まれる場合には、プライアウト

の検討を省略 してもよいこととした。ただし、ベーノ、プレー ト全面に引張が働く場合や、

プレー ト端のスタンドなど、押さえ効果が期待できない場合は本検討を行 う。参考として

算定式を示す。 7,

図 3.2.4 埋込み深 さが浅い場合の破壊形式 (プライアウ ト)

短期許容せん断力を確保するためのスタッ ドの有効埋め込み長 さ Lcの確認 として、

コンク リー ト躯体のコーン状破壊により決まる引張力 (∫ σ
,9× dσ

♂)が スタッドボル

トの許容引張力 (じ σ
r×
Иじ)以上であることを確認す る。

sσ P,× sc 
α≦¢σr×

Иσ

α

粍

スタッドボル トの許容引張力の算定

sσフα×dc 
α==235〉く380==89.3kN

コンクリー ト躯体のコーン状破壊により決まる引張力の算定

c 
σ

r×
Иじ

※=0.31マ 27× 76,387=123kN

、    ※Иじは複数本の影響を考慮する。

よって、∫σフα×sσ 
α=89,3≦ 123=cσィ×Иc OK
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3)ス タンドボル トの許容耐カー覧

スタンドボル トは、コンクリー ト強度の違いにより許容耐力が異なるので注意する。参考に

スタンドボル ト径 22=xll■ の 1本あたりの許容耐力をコンクリー ト強度別 (Fc24～ Fc36)に示す。

表 3.2.1 低減係数

φ2

長期荷重用 1/3

短期荷重用 2/3

①許容引張耐力の算定表

図 3.2.5に スタンドボル ト(φ 22)1本 あたりの許容引張力とコンクリー ト強度の関係図を示

す。縦軸にスタットボル トの許容引張力を横軸にコンクリー ト強度を示す。スタンドボル トの

降伏により定まる場合の許容引張力 (ら 1)お よび、コンクリー ト躯体のコーン状破壊により決

まる場合の許容引張力 (身2)を示す。旧合成指針で算定された島2を参考として図示した。コ

ンクリー ト強度 Fて,30以 下の場合 (複数本の影響がない場合)は、み1>ら2と なり、コーン状破

壊により決まる場合の許容引張力となる。改定前 (旧合成指針)と 比較すると、今回の改訂で

ら2は高い値 となつている。複数本のスタンドボル トを近接して設ける場合は、複数本数の影

響を考慮する必要がある。

許容引張力ら の算定 乃=陶 ,刀 (らん P″ )

もノ:ス タンドボル トの降伏により定まる場合の許容引張力 (んA「/本 )

島2:コ ンクリー ト躯体のコーン状破壊により決まる場合の許容引張力 (ね

"7本
)

鳥μο</η :許容引張力時の頭部支圧応力度とコンクリー トの支圧強度の確認

<算定条件 >ス タンドボル トφ22、 有効長さLc=1401lⅢ ,コ ンクリー ト強度 Fc=24～ 36N/11lm2

スタッドボル トの軸部断面積 scα =38011m2

スタンドボル トの規格降伏点強度 dσ),=235N/mm2
コーン状破壊面の有効水平投影面積 Иじ=76,387mm2

cσ tiコ ーン状破壊に対するコンクリー トの引張強度 (N/mm2)

ヵ :コ ンクリー トの支圧強度 (N/mm2)

表 3.2.2 許容引張耐力算定表 (φ 22)

φ l

2/3

■0

コンクリー ト強度 :鳥側/mm2) 24 27 30 33 36

F折 =ψl× sσクとェ×dて,α 89,3

鳥2=先×じσr× Иじ 77.3 82.0 86.5 90,7 947

れ=0・3wT 1.52 1.61 1.70 1.78 1.86

P,/Иο 133 141 149 153 153

玩=ηテηぎごA。,6)× Fσ 144 162 180 198 216

ptt。 輔 OK OK OK OK OK

改訂前 :島フ=ゅ 3・ 折×ИO※
1 46.6 52.4 58.2 64.0 69.8

※ 1:JSSIの推奨値 秀=脇力ぎごAθ,5)X烏 を採用
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図 3.2.5 許容引張力とコンクリー ト強度の関係図

②許容せん断力の算定表

図 3。2.6にスタッド(φ 22)1本 当たりの許容せん断力とコンクリー ト強度の関係図を示す。

縦軸にスタットボル トの許容せん断力を横軸にコンクリー ト強度を示す。図中の各線は、鋼

材の許容せん断力 (?,7)、 コンクリー トの支圧耐力 (?,ク )、 側面コーン状破壊耐力 (?ぉ)を

示す。改定前 (旧合成指針)で算定されたコンクリー トの支圧耐力 (7,2)を参考として図示

した。スタッドボル トの許容せん断力は、鋼材の許容せん断力 (?,デ)と なつた。旧合成指針

で算定された許容せん断力 (7,2)に 比べ、今回の改訂で許容せん断力は低く評価 される結果

となつた。側面コーン状破壊耐力のパラメータであるへりあき (ス タンドと躯体のへりあき

距離 C)については、配筋 とスタンド等の干渉などを考慮するとベースプレー ト端から

150mm以 上躯体を確保することから、20011mと 設定した。

許容せん断力 ?α の算定 ?√脇肋 (ゅノタ9,ブジ?,9)

?″ :ア ンカーボル トのせん断降伏強度により決まる場合の許容せん断力 (たⅣ/本 )

?,2:コ ンクリー ト躯体の支圧強度により決まる場合の許容せん断力 (ん7V/本 )

¢,9:コ ンクリー ト躯体の側面コーン状破壊で決まる場合の許容せん断力 (たⅣ/本 )

<算定条件 >ス タンドボル トφ22、 コンクリー ト強度 Fc=24～ 36N/1■m2

スタンドボル トの軸部断面積 scα =380■m2

スタッドボル トの規格降伏点強度 dσ),=235N/m■
2

スタンドボル トのせん断強度 sσqa=0.7× dσ),=165N/1‐ 112

へ りあき寸法 σ=200mm ′?じ =0.5× π×ε
2=76,387mm2

どて,=3.35× 104× (グ //24)2× 0セ//60)1海 (N/-2)

(Fじ≦36:ク =24(にN/m3)36<Fじ ≦48:ク =24.5(kN/m3))

表 3.2.3 許容せん断力算定表(φ 22)

コンクリー ト強度 :烏(N/inm2) 24 27 30 33 36

コンクリー トのヤング係数 :E♂ (N/14m2) 22,700 23,600 24,500 26,400 27,100

V鳥 ×βθ
改訂後の採用値 738 798 856 932 988

改訂前採用値 738 798 856 900 900

η″==?IXsσ,α
Xdf' 625 625 625 62.5 625

T,2=ん×cσ ?,× sc 
α=φ2× 0 見 ×Ec×

sc 
α 93.5 101.1 1086 118.2 125.1

Ъ3=φ2相×И年=φ2× 囲

「

×Иγ 63.6 67.5 71.1 74.6 77.9

改訂前 クβ=φ2× 0・5V鳥 ×』じ×∫じα 84.1 91.0 976 102.6 102.6
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図 3.2.6 許容せん断力とコンクリー ト強度の関係図

(2)ア ンカーボル トの許容耐力

アンカーボル トの有効長さが十分確保できている場合の算定式である。有効長さが確保

できない場合は、(3)突起付き袋ナント,長ナント十突起付きボル トの許容耐力により確

認すること。

1)短期許容引張耐力もの算定

現=陶

'η

T♂ん ち2,島3)

ぁ1:ア ンカーボル トの軸部の降伏により決まる場合の短期許容引張耐力

PЛ =ψ l× sσノ×∫θα 取付ボル ト

√
φl :短期荷重用 1.0

sσ), :ア ンカーボル トの規格降伏点強度(N/1■m2)

d¢α:ア ンカーボル ト公称断面積とねじ部有効

断面積の小さい値の軸断面積(mm2)

長ナット部の軸耐力が、アンカーボル トの軸耐力以上

であることを確認する。

P,1<ψ l× σノ×α″

σ,:長ナットの規格降伏点強度(N/11lm2)

長ナ ッ ト

アンカーボルト径dn

径Dn

図 3.2,7 アンカーボル ト

フーチング端部に近いアンカー

ボルHま、コーン状破壊面が
フーチング側面で切られる

―横筋

_  α″:長ナットの有効断面積(1てu42)

島ク:コ ンクリー ト躯体のコーン状破壊により決まる場合

の短期許容引張耐力

P″=ψ 2× 0・31v野巧×Иじ
√

ψ2:短期荷重用 2/3

乃 :コ ンクリー トの設計基準強度 (N/mm2)

Иじ :コ ーン状破壊面の有効水平投影面積 (mm2)

Иじ=π Lc(Lじ 十D″)一S一И。

S i投影面の重な り面積 (mm2)

∂=′〃
2×

(ァ
_∫肋♂)

吼=L?+D〃/2  θ=2cο∫
~1(ら

,筋/2/rη )

L?:ア ンカーボル トの有効長さ (mm)

(定着板から接合部横筋までの長さ)       図 3.2.8 コーン状破壊模式図

_Dη :定着板の径 (mm)ら′肋:ア ンカエボル ト間距離 (mm)

並 有効水平投影面積Ac

dmin
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ら3:定着板での支圧により決まる場合の短期許容引張耐力

Pぉ=φ l× 7×Иο×σノ

φl:短期荷重用 1.0

2 : ―tr/[(2Dn/dn+1)× (Dn~dn)2/4]

Иo i 定着板の有効面積 (側阻2) A。 =(Dn2_囁
2)π /4

ヶ :定着板の厚さ (1111■ )

ち : アンカーボル ト径 (mm)

σノ:定着版の規格降伏点強度 (N/皿■
2)

・アンカーボル トの許容引張力時の頭部支圧応力度に対して、コンクリー トの支圧強度ヵ

以下であることを確認する。

乃=翻肋(PЛ ,島2*,あ3)

為/И。</刀

生。=(Dれ
2_ギ

)π /4

元 :コ ンクリートの支圧強度で、先=VИc//40× 民 (N/m■
2)と する。

ただし、VИc//40が 6を超える場合は6とする。
*「各種合成指針」では、コーン状破壊による耐力 ら2を複数本の低減を考慮

した値を用いているが、安全側の検討として低減のない引張耐力により確認

することとした。

2)短期許容せん断耐力 らの算定

σ戸
“

肋 (?,ル 9,クジ σ,3)

?♂′:ア ンカーボル トのせん断降伏強度で決まる場合の短期許容せん断耐力

?,ノ =ψ l× d σ9,× ざ。,

√

ψl :短期荷重用 1.0

dcα  :ア ンカーボル ト公称断面積 とねじ部有効断面積の小さい値(141■
2)

sσ ?,:ア ンカーボル トのせん断強度で、助,(l.7× sσ),と する。

sσノ :ア ンカーボル トの規格降伏点強度(N/m42)

。長ナット部の軸耐力が、アンカーボル トの軸耐力以上であることを確認する。

?,1<ψ l× dσ ?,Xα〃

dσ ?,:長ナットのせん断強度で、恥,=0.7× dσノとする。

Sσノ:長ナットの規格降伏点強度(N/mm2)

αヵ:長ナントの有効断面積(mm2)

σρ2:コ ンクリー ト躯体の支圧強度で決まる場合の短期許容せん断耐力

T,2=″2×じσηα×。ど'=″2× 0・ 5平民×】じ×sじ
α

允 :短期荷重用 2/3

dθα :ア ンカーボル ト公称断面積とねじ部有効断面積の小さい値(-2)

cσク,:コ ンクリートの支圧強度でぅ。σ?,=0.5V鳥 ×βc(N/mm2)と する。
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?,3:コ ンクリー ト躯体の側面コーン状破壊で決まる場合の短期許容せん断耐力

?お =ψ2×じσr×И?じ
=先 XO,31覇房×И

?θ

碗
じ

σ
r

:短期荷重用 2/3

:コ ーン状破壊に対するコンクリー トの引張強度

θ σr=0.3ム厚巧(N/min2)と する。

:せん断力方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積で

И
?θ
=0.5× π×じ2(FIJl12)と する。〔図 3.2.3参照〕

:へ りあき寸法 (mm)

′
?σ

て

'

(3)突起付き袋ナット,長ナット+突起付きボル トの許容耐力

「各種合成指針」では頭付きアンカーボル トの呼び径を 911111以 上 2511ょll以下としているが、

突起付き袋ナットの軸径がこれを上回るものがほとんどである。また、 突起付き袋ナッ

トの許容耐力は研究等資料が少なく明らかでない事が多い。これらのことより、突起付き

袋ナットのみの耐力に期待して接合部を設計することは好ましくなく、原則スタッドボル

ト等と併用することを推奨する。

ここでは、突起付き袋ナット,突起付きボル トの頭部の径(Dη)を軸部径 (と′lよ り十分な

大きさを確保 (Dη≧2.5の することや、長ナット+突起付きボル トの場合の軸部の形状を

シアキーとしてのコンクリー トのせん断伝達機構
*1)*め

考慮し、図 3.2.9に 示す長ナット

と首下長さ (力 )は、頭径部の出寸法 (α)の 8倍以上とすることなど、応力伝達可能な

ディテールとした場合の許容耐力をスタンドボル トと同様の考え方で計算 した例を示す。

突起部形状としては、突起付き袋ナット、突起付きボル トを想定しているが、ナットや

定着板を用いる場合は、ねじ部の軸部 (有効断面積)の引張耐力や突起部の支圧耐力につ

いて確認する。

/長 ナ ッ ト

′
軸部形状

力≧8α

突起部形状 Dn≧ 2.5d

θ

図 3.2.9突起部先端および、軸部の形状

Dη
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1)短期許容引張耐力 も の算定

乃=η ?ブη(P,bら2,ら3,P,4,も 5)

P,1:軸部の降伏により決まる場合の短期許容引張耐力

PЛ =″ 1× sσノ×dCθ

″1 :短期荷重用 1.0

dσノ :突起付き袋ナットおよび、突起付きボル トの規格降伏点強度(N/ml■
2)

∫σα :軸部の有効断面積(rm2)

突起付き袋ナットの場合    :dθθ=冗 (先
2_九2)/4

長ナット+突起付きボル トの場合 :scα =“ガη[π (ら
2_ら2)/4,π

九
2/4]※

※長ナットと突起付きボル トの材質が異なる場合は、それぞれの軸部の降伏耐力 Paを算定し最小値を採用する。

抗 :袋ナット、長ナットの軸部径 (mm)為 :袋ナット、長ナットの内径  (lxJn)

ら2:コ ンクリー ト躯体のコーン状破壊により決まる場合の短期許容引張力

P,2=ψ 2× 0・31wπ瓦×Иσ

√ φ2:短期荷重用 2/3

コンクリー トの設計基準強度 (N/mm2)

コーン状石皮壊面の有効水平投影面積 (lFlln2)

Иθ=π L9(L¢ +D〃)一 S

i突起付き袋ナットまたは

長ナット+突起付きボル トの有効長さ (lIⅡ4)

(頭部から接合部横筋までの長さ)

投影面の重なり面積 (lm■
2) 卜 み

2×
(汐

_sin♂
)

為?=L9+うη/2  ♂=2cο∫
~19″

筋/2/′η)

頭部の径 (mm)

突起付き袋ナット、突起付きボル ト間距離 (lJi11■ )

dn
ち

ち

db

烏 :

Иθ :

L?

S

Dヵ

、ち滋

土
Dn卓

図 3.210 矢起付き袋ナ ッ ト 図 3.2.H 長ナット十突起付きボル ト

Иο

取付け躯体端部に近い

ボル日まコーン状破壊面

が躯体側面で切られる

図 3.2.12 コーン状破壊模式図
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ら3:袋ナ ッ ト頭部または突起付きボル ト頭部での支圧により決まる短期許容引張耐力

Pぉ=ψ l× α×И。×sσノ

石あ : 短期荷重用 1.0

α  :突起付き袋ナットの場合 α=デ/[(2D4/ち+1)(D′1-ち)2/4]

突起付きボルトの場合  ,=デ /[(2ヱ)ヵ/九+1)(D〃―てデぅ)2/4]
Иο :突 起部の面積(lmm2)突起付き袋ナットの場合 ′ο=(DИ

2_ち2)π/4
突起付きボル トの場合  Иο=ωヵ

2_売 2)π/4

ケ

D′ ?

ら

先

ぜ
σノ

突起部の板厚 (∬m)

頭部の径 管m)

袋ナット軸部径 (mm)

ボル ト軸部径 (mm)

ボル ト頭部の規格降伏点強度(N/1‐■
2)

ら4:袋ナット頭都または突起付きボル ト頭部のコンクリー ト支圧により決まる

場合の短期許容引張耐力

ら4=φ 2×力×И″

:短期荷重用 2/3

:コ ンクリー トの支圧強度(N/14112)勇 Fι・×V(ノ4じ/И″),(ただしЙ≦6′7ι')

:頭部の有効水平投影面積(1■m2)袋ナットの場合 Иη=(Dη
2_ち2)π/4

突起付きボル トの場合И″=(Dn2_先
2)π/4

ら5:袋ナット頭部の溶接強度により決まる場合の短期許容引張耐力

P,5=ψ l×ア×Иψ

ψ l :短期荷重用 1,0

チ:溶接部の許容引張応力度 (N/1■m2)

(隅肉溶接の場合は、許容せん断応力度を用いるア/√3)

Иψ :溶接部の有効面積 ′Fπ ×先×桁 (mm2)

為 :溶接の脚長 (mm)

(隅肉溶接の場合は、のど厚 (0,7× tw)を用いる。)

ん

Й

為
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2)短期許容せん断耐力 ?,の算定

?,三ァ,タデη (?αヵ ?とェクジ ?α3)

?,ノ :突起付き袋ナット、突起付きボル ト及び長ナット部のせん断降伏強度で決まる場合

の短期許容せん断耐力

σ,1=仇 ×dσ ?α
×

dσ 
α

q :短 期荷重用 1.0

∫駒, :突起付き袋ナット, 長ナットのせん断強度で、

s動,=0。 7× sσ),(N/mm2)と する。

sσ,′

:突起付き袋ナット,長ナットの規格降伏点強度 (N/mm2)

sθα :軸部の有効断面積 (1■■
2)

袋ナットの場合 scα =冗 (ち
2_′

″
2)/4

長ナット十突起付きボル トの場合 dθα=min(π (功
2_為2)/4,π

売
2/4)※

※長ナットと突起付きボル トの材質が異なる場合はそれぞれの軸部の降伏

耐力 ?,1を算定し最小値を採用する。

ち :袋ナット、長ナットの軸都径 (mm)

、  発 :袋ナット、長ナットの内径 (1lm)

σ,2:コ ンクリー トの支圧強度で決まる場合の短期許容せん断耐力

T,2=ψ2× c σ9,× sc 
θ=″2XO・ 烏

短期荷重用 2/3

突起付き袋ナット,長ナットの最小外径による断面積(min2)

dθ β=W'η [πら
2/4,πがぅ

2/4]

袋ナット軸都径 (IIm)

袋ナット内径  (Ixll■ )

て,σ?`7

コンクリー トの支圧強度で,cσ
?♂
= 烏 ×Ec (N/mm2)と する。

?,3:コ ンクリート躯体の側面コーン状破壊で決まる場合の短期許容せん断耐力

σ,3=φ2× cσ′×′?¢
=ψ2× 0'31∇7ぞ ×И

Tc

σ
r

:短期荷重用 2/3

:コ ーン状石皮壊に対するコンクリー トの引張強度

cG=0.31柄死 (N/mm2)と する。

:せん断力方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積で

И?c=0.5×π×じ2(1.m?)と する。〔図 3.2.3参 照〕

:へ りあき寸法 (mm)

参考文献

*1)「プレカス トコンクリー ト構造接合部耐力に関する研究」黒正清治 日本建築学会論文報告集第 89号・昭和 38年 9月

*2)「プレキャス ト都材接合面におけるせん断伝達に関する実験研究 (そ の8)‐シアキーの直接せん断実験J

奥本、松崎他 日本建築学会学術講演梗概集 1996年 9月

×Eじ  dじ て〃

允

♂

　

先

禿

ん

И
?`'
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4.接合部の設計

4.1ア イゾレータ

(3)天然ゴム系積層ゴムアイツレータ接合部の設計 (抜粋 )

引張軸力が作用 しない「天然ゴム系積層ゴムアイツレータ」について接合部の設計例を示す。

接合部は、ア、タンドボル ト+突起付きボル ト併用とする。本指針に準じ、せん断力をスタンド

ボル トで負担、曲げモーメントを突起付きボル トで負担させるものとする。免震層のクリアラ

ンス600mmの変形に対して、免震部材の接合部が短期許容応力度以下であることを確認する。

各種ボル トの設計応力は、接合部の軸力 Nd=0と して、付カロ曲げによる各ボル トの引張力を

算定する。算定方法は、フランジプレー トの剛性が大きい場合 (平面保持の仮定)と 、参考値

として剛性が小さい場合 (高 山らの研究による予測式)を示し、検討を行 う。

取 り付け躯体幅 B=2150mm
B=21 5011lm

h

スタッド
突起付きボル ト

図 4.1.1 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ概要図  (断面図、ボル ト配置図)

3
小

―

）

Π
Ｈ

旧

1)諸 元

① 免震部材 (天然ゴム系積層ゴムアイソレータ)

ゴム外径  :職=1300mm(ゴ ム総厚 252.3mm)

装置高さ :h=455.5■m(フ ランジプレー ト間)

② 各種ボル ト

取付けボル ト  :12-M36(強度区分 6.8)

長ナント+突起付きボル ト (材質 :SS400)

ボル ト軸径  :db=36mm
頭吉Бの径    :D五=90mm(≧ 2.5× db=90mm)

横筋

ベース PL下面

突起付きボ

16mm)

-36)/2翌7mm

ナット

ル ト

突起付きボル ト:23011ml (>8×a=216mm)      図 4.1.2 突起付きボル ト軸部形状

スタンドボル ト :32本  φ22(L=200mm)(材質 :400級 )

③取 り付け躯体

コンクリー ト強度  :Fc30

躯体幅     :B=2150mm

D=1700mm
5501xⅡ4
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2)設計クライテ リア

水平変位

免震層のクリアランス 6001:ュ1剛 (γ =238%<250%)

3)免震部材に生じる応力

①設計せん断力 (2)の算定

i)設計変位では、ハー ドニングは発生 しない。

五)性能変動を考慮し、水平剛性を割増 しする。

剛となる場合 25.60/Oを見込む。

②曲げモーメント (場=2プ×力)イこよる設計引張力 (脆かの算定

設計曲げモーメント (効)は、設計せん断力優り

による付カロモーメントとし、P‐/効果による付カロ曲

げモーメントは考慮しない。

表 4.1,1 設計に対する変動範囲

Nd

Qd

Qd

Nd Md=Qdxh/2

コ

図 4.1,3水平変形時外力
1)平面保持の仮定の場合

平面保持の方法により取付け部を鉄筋コンクリー ト円柱として算出、フランジプレ

ー トの厚さ、ボル ト本数から過小評価とならないようにヤング係数比 nを 1と する。

五)高山らの研究の予沢1式による最大ボル ト軸力の算定 (参考値)

予測式の軸力は平面保持の方法による軸力 (仇つ より2.0～3.0倍大きな値となる

4)取付けボル トの検討

① せん断力に対する検討 (全ボル トに均等に作用するものとする)

② 51張力に対する検討

③ ラ1張力とせん断力の合成応力に対する検討

5)各種アンカーボル ト (ス タッド、突起付きボル ト)の検討

① せん断力に対する検討

全スタンドで均等に負担するものとする。 (2ブ/n=?ブ ヵ:ス タッドボルト本数)

短期許容せん断力 (?,)の 算定

?,lnin(7,1,?,2,?,3)=?,1:ス タンドボル トの鋼材のせん断降伏の値> σが

② BI張力に対する検討

突起付きボル トのみで負担するものとする。

短期許容引張力 (Pα)の算定

島=胸肋T,1,あ2,ら3,ら4,島5)=ら3:突起付きボル トの頭部の支圧の値> η

6)フ ランジプレー トの検討

① 取付けボル トに作用する引張力により生じる曲げに対する検討

② 端抜けに対するせん断応力度の検討

7)圧縮応力に対する検討

①フランジプレー トに作用する最大圧縮応力度の算定

②取付け躯体コンクリー トの短期許容支圧応力度の算定

要 因
変動範囲

軟 岡町

製造ばらつき ‐10% +10%

経年変化
竣工 60年後

0% +10%

環境温度
30度下 0度下
‐2,7% +5,6%

合計 -12.7% +25.6%
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4.3各種免震部材の接合部の設計例

(1)履歴ダンパー付き積層ゴムアイツレータ接合部の設計 (抜粋)

引張軸力が作用 しない「履歴ダンパー付き積層ゴムアイソレータ」について取付け躯体にス

タッドボル ト、長ナント+突起付きボル トを併用とした場合の検討を行 う。設計指針に準じ、

せん断力をスタンドボル トで負担、曲げモーメン トを長ナット+突起付きボル トで負担させる

ものとする。また、本設計では免震部材がゴム総厚×2500/0の 変形に対 して、免震部材の接合部

が短期許容応力度以下であることを確認する。

スタッドボルト 長ナット十突起付ボルト

々/′ 長ナット

取付けボル ト

(>8× a=208inm)

図 4.3.1

スタンドボル ト、長ナント十突起付きボル ト併用

1)諸 元                  図 4.3.2

① 免震部材 (履歴ダンパー付き積層ゴムアイツレータ)

ゴム外径  :Rr=700mm

② 各種ボル ト

取付けボル ト  :8-M33(強度区分 6.8)

長ナット十突起付きボル ト (材質 :SS400)

ボル ト軸径  :db=33mm
頭吉Бの径   :Dn=85mm

(>2.5× db=82.5mm)

突起付きボル ト:23011111■

(>8× a=208mm)

スタンドボル ト :16本 (材質 :400級 )

突起付きボル トの頭部の径を軸径より十分

な大きさとすることでコーン状破壊面の有効

水平投影面積を確保 している。また、突起付

きボル トの首下長さは、軸部がシアキーとし

てコンクリー トのせん断伝達機構となるよう

十分な長さを確保 している。

2)設計クライテリア

水平変位

部材の性能ばらつき

―>キー a=(85‐ 33)/2=26mm

長ナット十突起付きボル ト軸部形状

〉

、` ン

250°/O

アイ ソレータ部

履歴ダンパー部

+300/O

+160/O

図 4.3.3

履歴ダンパー付き積層ゴムアイソレータ
一一・
〓γ

iα

dα

合計

合計

ノ_閂 Ⅲ ヽ
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3)免震部材に生じる応力

履歴ダンパー付き積層ゴムアイソレータに生じるせん断力は、積層ゴムアイプレータ部と

履歴ダンパー部に分けて算出し、その合計を部材のせん断力とする。

① 積層ゴムアイソレータ部に生じるせん断力

② 履歴ダンパー部に生じるせん断力

部材の性能ばらつき dα (履歴ダンパー部+160/。 )

のほかに、右図のグラフからもわかるようにバイ

リニアモデルの計算値とメーカー試験結果に対す

るばらつきを考慮し、さらに 1,15の割り増しを行

うものとする。

モデルと実験値の
ばらつき

―

// IT
|

００

００

００

００

０

００

００

００

∽

４

３

２

１

　

引

一２

・３

・４

（巨
）刺
輝

Xl 15

-80   -00   -40   -20    0    20

水平変位(cm)

40    00    80

4)取付けボル トの検討                      図 4.3.4

① せん断力に対する検討             履歴ダンパー (【アD45x4)の復元力特性

② 弓1張力に対する検討

取付けボアレトに作用する引張力を、平面保持の方法により取付け部を鉄筋コンクリー ト円

柱として算出する。ボル トとフランジプレー ト、ベースプレー トが鋼材同士であり、検定値

に十分な余裕を持たせるためヤング係数比をn=1と する。

③ 号1張力とせん断力の合成応力に対する検討

5)長ナット+突起付きボル トの検討

① せん断力に対する検討

せん断力に対 しては、/、 タンドボル トにて負担するものとし検討は省略する。

② ラ1張力に対する検討

1)軸部の降伏に対する検討

五)コーン状破壊に対する検討

五)突起付きボル トの頭部での支圧に対する検討

市)突起付きボル トの頭部に接するコンクリー トの支圧に対する検討

v)突起付きボル トの頭部の溶接強度に対する検討

横筋
6)ス タンドボル トの検討

① せん断力に対する検討

1)ス タツドボル トのせん断降伏に対する検討

五)コ ンクリー トの支圧に封する検討

五)側面コーン状破壊に対する検討

市)有効埋め込み長さの確認

図 4.3.5 スタッドボル ト詳細図
7)フ ランジプ レー トの検討

① 取付けボル トに作用する引張力により生じる曲げに対する検討

② 端抜けに対するせん断応力度の検討

０
寸
▼
＝
０
コ
　

〇
▼

/
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4.3 各種免震部材の接合部の設計例

(2)鉛プラグ入 り積層ゴムアイツレータ接合部の設計 (抜粋)

鉛プラグ入 り積層ゴムアイノレータについて、ゴム総厚×250%の変形時に 1,ON/111■
2の

引張

力が作用するものとして接合部の検討を行 う。引張力の働く設計であるため定着部はアンカー

ボル ト+定着板 とし接合部に生じる引張軸力、曲げモーメントによる引張力及びせん断力はア

ンカーボル ト+定着板で負担し、躯体に伝達するものとする。

〇
〇
代

アンカーボルト径dn

´
w

アンカーボルト

定着板
崎

a=(100‐ 39)/2=31mm

定 の径Dn

Dn=100mm
1)諸元

アンカーボル ト+定着板
① 免震部材 (鉛プラグ入 り積層ゴム)

ゴム外径 :Rr=1400111m,鉛径 280■ ll■ ,ゴム総厚 200111■

②取付けボル ト:12-M39(強度区分 6.8)

③アンカーボル ト

1)長 ナット:軸径 dn=60■lm 強度区分 5.8 材質 SM490A

五)定 着板付きボル ト:軸径 dn=3911m,定着板径 Dn=2.5dn=98→ 1001Yll■ 材質 SS400

2)設計クライテ リア

・水平変位 :δ =500■lm(γ =250%)
。特性変動 (ば らつき)の設定    (ノ
鉛プラグ入 り積層ゴムは鉛に依存する明確な降伏′点のあるディバイスであるため、切片荷

重 Qyと 2次剛性 Kdそれぞれについて特性変動値を設定し設計せん断力 QDを求める。

切片荷重、 2次剛性それぞれについて製品ばらつき、経年変化、環境温度変化を考慮し、

切片荷重Qyに関して+43%
2次剛性Kdに関して+36%
の特性変動とする。

3)免震部材に生 じる応力

① せん断力

切片荷重Qyに関して+43%, 2次 剛性Kdに関して+36%のぼらつきを見込む

② 軸力

積層ゴムに作用する引張り応力度 1.ON/■lm2よ り算出

4)定着部 (取付けボル ト及びアンカーボル ト)に作用する応力

dn=39 S
∞

∧

Ｇ
ｏ
じ
日
震
ｏ
∞
い
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① せん断力

免震部材に生じるせん断力をボル ト本数で均等に負担するものとする

② 軸力 (引 張力)

i)免震部材に作用する曲げモーメントによる引張力

曲げモーメントを求める際、軸力は引張側であるため、免震部材のせん断力により

生じるモーメントとは逆方向のキャンセル側に働くことになるが、安全側の評価とし

て曲げを求める際の引張軸力は無視し、軸力 0に よるモーメントとする。

円形断面柱として、軸力とモーメントのつりあい式から算定する。

五)引張軸力により生じる引張力

免震装置に生じる引張軸力をボル ト本数で除した値とする。

i)+五 )を単純和し、定着部の設計引張力を求める。

5)珂文付けボル トの検討

① せん断力に対する検討

② BI張力に対する検討

③ 号1張力とせん断力の複合応力に対する検討

6)ア ンカーボル ト+定着板の検討

① BI張力に対する検討

引張耐力 :Pa=min(Pal,Pa2,Pa3)>TbD(引 張力)

1)ア ンカーボル トの降伏に対する検討 Pal

五)コ ンクリー ト躯体のコーン状破壊に対する検討 Pa2

h)定着板に接するコンクリー トの支圧破壊に対する検討 Pa3

抒)コ ンクリー トの支圧強度の確認

アンカーボル トの許容引張力時の頭部支圧応力度に対して、コンクリー トの支圧強

度 fn以下であることを確認する。

② せん断力に対する検討

せん断耐力 :qa=min(q al, q a2, q a3)>QD(せん断力)

1)ア ンカーボル トの降伏に対する検討 q al

五)コ ンクリー トの支圧に対する検討 q a2

五)側面コーン状破壊に対する検討 q a3

抒)有効埋め込み長さの確認

引張の生じる接合部であるため、本検討を行う。

7)フ ランジプレー トの検討

① 取付けボル トに作用する引張力により生じる曲げに対する検討

③ 端抜けに対するせん断応力度の設計
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2.免震設計部会 入力地震動小委員会

第 1章  は じめに

入力地震動小委員会は、技術委員会設計小委員会のWGと して1998年 に発足 し、最新の

強震動研究の成果や社会の動向を踏まえつつ、免震建築に関する合理的な入力地震動につ

いて合意形成 を目的 として活動を行っている。その成果は、2005年 11月 に刊行 した 「免震

建築物のための設計用入力地震動作成ガイ ドライ ン」
1)と して結実 している。それ以降の

主な動向としては、震源断層を特定 した地震の強震動予測手法 (「 レシピ」)が ほぼ実用の

域に達 し2)、
国や 自治体によるハザー ド評価や地震被害想定で標準手法 として使用 され、

建築物の設計用地震動 としても使用 されてきている3)。 また長周期地震動に関 して、国土

交通省が超高層建築物等に対する対策試案 を公表 し、検討用の地震動 を提示 している4)。

さらに、様々な機関で活断層や地盤構造、強震波形に関 して有用な多数の情報が公表 され

てお り、設計用地震動の策定の際、有用な情報 として利用可能になつている。一方、20■

年には東北地方太平洋沖地震が発生 し、巨大津波な どで2万人近い尊い命が失われた。事

前にM9と い う超巨大地震は想定 されてお らず、広大な震源断層で長周期 と短周期の地震動

の発生域が異なると指摘 されてお り、震源の想定やモデル化に大きな課題 を投げかけた。

また地震規模の割には地震動の破壊力はあま り強 くはなく、巨大地震は振幅 よりも長い継

続時間に大きく寄与す ることも確認 された。広い地域で貴重な強震記録が得 られてお り、

様々な知見が得 られている。例えば、首都圏では地震規模の割に長周期地震動が大きくな

く、明H京 な卓越周期 も見 られなかった。一方、湾岸地域では厚い表層地盤 により長同期地

震動が著 しく増幅 され、さらに仙台市や大阪では明瞭な地盤の卓越周期が現れたサイ トが

あ り、共振 した建築物の被害例が報告 されている。本委員会 としても今後、得 られた知見

をまとめ、別な機会で報告 したいと考えている。

当委員会では、今年度末を目標に 「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイ ドラ

イン」の改訂版の発行 を予定 してお り、本報告は、その中間報告である。前回に比べて、

サイ ト特性を考慮 した地震動の作成法 と、その計算事例の紹介を充実 させている。 ここで

「サイ ト特性」 とは、サイ ト波の策定に必要な敷地周辺の震源や地盤特性をも含む特性を

意味する。免震構造は優れた耐震特性を持ち、殆 どの場合、告示波な どの一般的な入力地

震動で対応可能であるが、震源 (特 に活断層)の近傍や長周期地震動が卓越する地盤サイ

トなどは、告示波を凌駕する可能性があ り、要注意である。 これ らの場合、サイ ト特性を

考慮 した地震動による検討が望まれる。新 しいガイ ドラインでは、複雑な震源パラメータ

や強震動計算法などを、できるだけ分か りやす く記述す るよう心がけているが、今回の報

告などで、不明な点や気がついた点などがあれば、遠慮なく意見を頂 きたい と考えている。

参考文献

1)日本免震時造協会 :免震建築物のための設言十用入力地震動伯或ガ ドライン2005

2)地震調       :震 源断層を特定した地震の強震動予測手法(「レシ噛 )、 2008

3)日本建築学会 :最新の地艦震動研究を活かした強震波形の作成法、2009

41国土交通省 :「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」に関するご意見募集につ

いて、 2010、 11■∬獅叩剛趙 t80jμ叩甑ゆ報ぬ 0囃ω5血 (X10218h耐
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第 2章 設計用入力地震

21 設計用入力地震動作成の概要

設計用入力地震動の策定フローの見直 しを行つてお り、特に上下動の取 り扱いに関して

検討を進めている。

地震名称、発生年月、マグニチ
ュー ド、震源距離、被害情報、
断層規模、再現期間、etc

公開された地震波データの活用

観測記録 (K― NET、 mK―net等)

想定地震の予測波形

建設地周辺の地震活動度の検討

地震基盤位置までのS波速度構造、etc
公開された地震波データの調査

K―NET等の地震観測網、中央防災会議、」―SHIS、

自治体被害想定など

索

索

層地盤表 のオ也盤)の非線形特性

サイト特性を考慮する方法

想定地震の選定

断層モデルの設定

告示に基づく方法

工学的)

ル
※
の算

地震 Or
スペクト

基盤における

出
位相の設定
(乱数、記録地震動)

位相の設定 (乱数、記録地震動 )

・経験的グリーン関数法
・統計的グリーン関数法
・3次元差分法
・波数積分法
・ハイブリッド法 など正弦波合成法による

時刻歴放形の算出

正弦波合成法による時亥1歴波形の算出

要素地震とし

ての活用等

翌学的基盤における
土也震動波形 地震 (orェ学的)基盤における地震動波形

表層地盤の地震応答角徘斤

建物の入力位置における地震動の設定

地震動強さや周期特性を検討

地震動強さや

期特性を検討

線形、等価線形、非線形
f,2fの別

地震動特性の検討

スペクトル (た,θ 吹 エネルギーなど)、

最大加速度、同速度、同変位
※ 工学的基盤以深は線形として、増幅計

算によリエ学的基盤位置でのスペク
トルを求めることもできる。〔 〕

図 2.1.1 入力地震動の策定フロー (案 )
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地震動作成手法の概要 と特徴等を表 2.1.1に 示す。以下サイ ト特性を考慮 した地震動

の作成を中心に、各作成手法の概要を示す。

表 2.1.1 地震動作成手法の概要

手   法 概   要 長所・短所 必要情報

告示に基づく方法

建設省告示第千四百六十一号の第四号に規定
される解放工学的基盤における加速度応答ス
ペクトルを目標スペク トル として作成する方
法

・サイ ト特性が反映できない ・既往波の位相特性

サ
イ
ト
特
性
を
考
慮
す

る
方
法

経験的手法
強震記録の統計解析から得 られた距離減衰式
1こ 基づく応答スペク トルを目標スペク トルと
して作成する手法

・地震動の平均的特性を反映
・単純な震源特性に限定される

・回帰式 と周期に

応 じた回帰係数

半

経

験

的

手

法

経験的グリー
ン関数法

小地震の観測波形を震源・伝播経路・サイ ト
の特性が反映された一種のグリーン関数と考
え、これを重ね合わせて大地震の地震動を推
定する手法

・震源の破壊過程やサイ ト特性
を反映できる
・観測記録がないと使えない

・想定世斤層を対象

とした観測記録
・震源パラメータ

統計的グリー

ン関数法

S波 の遠方近似解と震源のω
2モ

デルに適合
する小地震の地震波形を人工的に作成 し、こ
れを経験的グリーン関数法と同様に重ね合わ
せて大地震の地震動を推定する手法

・観測記録がなくても使える
・震源の破壊過程やサイ ト特性

を反映できる
。長周期成分が含まれない
。不整形地盤の特性が反映でき
ない

。震源パラメータ
・地盤構造モデル

理論的手法

地震波の発生・伝播を理論的に数式を用いて
表現し、数値モデル化した震源断層 と地盤構
造に基づいて地震動を計算する手法

。震源のT皮壊過程や広域な地下
構造を反映したやや長周期の

地震動を評価できる
。短周期領域での評価は困難
・詳細な深部地盤構造モデルが

必要
・計算負荷が大きい

震源パラメータ

伝達経路、地盤
構造モデル

ハイブ リッ ド法
上記の理論的手法と半経験的手法を組み合わ
せて用いる手法

・短周期から長周期までの地震
動評価ができる

。広帯域の評価が出来る
。マッチングフィルター、接続
周期により結果が異なる

・震源パラメータ
・伝達経路、地盤

構造モデル
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2.2 サイ ト特性を考慮 した地震動の作成

2.2.1 経験的手法による地震動の作成

経験的手法は、地震観測記録の応答スペ ク トルを統計解析 し、マグニチュ~ド、震源

距離、地盤種別な どの少数のパラメータを使 って評価 した応答スペ ク トルの距離減衰式

を用いて評価す る方法である。距離減衰式による応答スペク トルの評価は簡便であり、

パラメータが少ないことなどから結果が安定 している。一方、観測記録の統計解析によ

ってパ ラメータを決定す ることか ら、用い られたデータに大きく依存することにな り、

距離減衰式の適用範囲を調べた上でその範囲内で適用することが重要である。

従来か ら、地震基盤では翠川・小林のスペ ク トル、工学的基盤 (Vs≧ 700m/s)で は大

崎スペク トルが良く用い られてきた。最近では、震源が深い地震 に対 して震源深 さの影

響を考慮 した内山・翠川の提案や、応答スペク トルのやや長周期帯域の地域性 を取 り入

れた、佐藤 ら、片岡 らの提案式も見 られ る。

代表的なスペク トル評価式によつて水平擬似速度応答スポク トルを計算 した結果を図

2.2.1に 、上下方向擬似速度応答スペク トルを図 2.2.2に 示す。 ここでは、各式で用いら

れるマグニチュー ドの定義によらず、M=6.5、 7.0の値を用いた 2ケースを計算 した。

距離 Xに 関 しては、 10km、 50kmの 2ケ ースを計算 した。なお震源深 さがパラメータの

場合には 15kmを 用いた。

いずれに しても、こ珈 ら応答スペク トルの距離減衰式は、震源 とサイ トとの位置関係

を考慮 した平均的なスペク トルを表現 したものであ り、断層の破壊効果やアスペ リティ

の位置などは考慮 されないことに注意が必要である。 (翠川・小林の手法は断層の破壊

効果は考慮できる。)ま た、個々の距離減衰式によつて定義 された周期範囲が異なるた

め、定義周期を外挿 して用いる場合には、短周期側では加速度応答一定に、長周期側で

は速度応答一定になるように外挿するなど、適宜設定が必要である。

また、距離減衰式で与えられるのは応答スペク トル形状であ り、時刻歴波形を作成す

る際には、作成 した後形が応答スペク トルに適合 していること、波形の継続時間や振幅

の経時変化が適切 に評価 されていることを確認する必要がある。応答スペク トルに適合

する時刻歴波形の作成は一般的に正弦波の重ね合わせで振幅 と位相を調整する方法が用

いられることが多い。波形の継続時間や振幅の経時変化を与えるには、①観沢J波 の位相

を与える方法、②時刻歴変化に対応 した位相情報を振動数毎に与える方法、③位相を乱

数で与え、時刻歴に包絡関数を掛けるものが行われる。
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図 2.2.1 各種距離減衰式による水平擬似速度応答スペク トル (減衰 5%)
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図 2.2.2 各種 距離減衰式 による上下擬似速度応答 スペ ク トル (減衰 5%)1)
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好

2.2.2 半経験的手法による地震動の作成

半経験的な手法 として、経験的

グリーン関数法 と、統計的グリー

ン関数法に大別 される。

経験的グ リーン関数法は、大地

震の地震モーメン トと同 じモーメ

ン トになるよ うに、中小地震の観

測記録 (グ リーン関数)を断層破

壊の伝播に基づ く時間遅れに従っ

て重ね合わせ る方法である。小 さ

な地震観測記録 をグ リーン関数 と

して用いることか ら、既に震源特

性、伝播経路お よびサイ ト特性の

情報が含まれているとい う利点が

あ り、長周期成分を含 めた予測が

可能である。計算を行 うに際 して

深部地盤モデルが不要になるなど

の利点が大きい反面、想定する断

層近傍で発生 した地震の予測地点
図 2.2.3 半経験的手法の模式図

3)

での地震観沢1記録が必要であるな

ど、観測記録の選択 と評価 を適切に行 う必要がある。

統計的グリーン関数法は、人工的に作成 した地震波をグリーン関数 として用いる方法

である。予測地点での適当な中小地震の観測記録がない場合には有効な手法であ り、近

年強震動予測に多 く使われている。釜江・入倉 らによる統計的グ リーン関数法
4)は

、断

層面を小断層 に分割 し、小断層 ごと震源特性 に従 うスペ ク トルモデル 5)を
分布 させ、

Irikuraの 方法
6)で モデルに従 うように重ね合わせ る方法に準拠す るが、断層の非一様す

べ りを破壊モデル として規定する量の うち、低振動数の地震波の放出量に対応する非一

様すべ り量 と高震動数の地震波の放出量に対応す る非一様すべ り量 とを考慮 した合成方

法である。本手法で予沢Jさ れる地震動は実体波のみであ り、盆地構造などの 3次元的な

効果の少ない短周期地震動の予測に適 した方法である。 このため、長周期成分の予測を

別の理論的方法で行い、これ らを重ね合わせ るハイブ リッド法 として利用 されることが

多い。

参考文献

1)日 本建築学会 :地盤震動―現象 と理論 一、2005,1

2)日 本建築学会 :最新の地盤震動研究を生か した地震波形の作成法、2009.3

3)山 中浩明・武村雅之・岩 田知孝・香川敬生 。佐藤俊明 :地震の揺れ を科学す る

きた強震動の姿、東京大学出版、2006

地震動

基 盤

破壊開始点

震源 :震源特性

破壊伝播  要素断層

伝播経路 :伝播特性

大地震の断層面    小地震

小地震の記録

性

▼ 小地震の震源特性と大地震の要素断層の震源特性との相連の補正

大地震の要素断層からの地震波

峠
▽を要素断層からの地震波

大地震の地震動

時 間

表層地盤 :地盤特性
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2,2.3 理論的方法

理論的手法は、波動伝播の理論式を 3次元有限差分法、 FEM、 波数積分法等によっ

て数値的に解 くことで、地震動波形を求める手法である。差分法や FEMで は、地盤を

3次元にモデル化する必要があ り、その格子分割サイズによって計算周波数が制限され

る。震源域での破壊過程および盆地構造などサイ ト特性を反映 したやや長周期地震動の

予測を精度良く行 うことが可能である。

3次元差分法は、震源か ら地表までの地盤構造を 3次元のセル (直方体)でモデル化

し、震源か ら発生 した応力 と粒子速度の伝播 を理論的に計算するものである。有限差分

法は有限要素法 とならんで解析領域全体を離散化 して解 く方法 (領域法)の代表的なも

のであ り、具体的には、対象領域内に配置 された離散化 された節点(格子点)に おいて、

波動場を記述す る波動方程式の変数にテイラー展開を適用 し微係数を差分近似すること

で格子点での値に関す る連立一次方程式 (差分方程式)を 作成 し、これを逐次解いてい

く方法である。つま り、3変数関数 u(xjy,z)イこついて、微分方程式を差分方程式に

置き換えて解 く方法である。格子点毎に独立に物理定数が付与できるので不均質性が強

い場の問題を解 くのに適するほか、非線形の問題にも適用でき、応用範囲が広い特長が

あげられる。また、取 り扱 う上でいくつかの難点もあるが、有限要素法 と比べて衛便で

計算時間が速いため、最近では大規模な領域を対象 とした地震波の波動伝播問題によく

用い られている。

波数積分法は、3次元地下構造モデルを      o         X(Nordl)
構築するための情報が十分でない場合や、

地下構造が水平成層構造に近 く、主要動が

平行成層地盤モデルで近似できる場合に用

い られる例えば1)。

本方法の内容は文献
2)に

詳説 されているので参照 されたい。

波数積分法では 3次元地下構造モデルを

N層 の水平成層構造 とし、震源は点震源 と

す る。震源位置は地表面上に設定された座

標原点の直下 (Z方 向)で、観沢1点 の位置

は任意 とできる
2屹

境界条件を満たす波動方程式は、 kヽ,Zぅ 。) 図 2.2.4 波数積分法で用い られる成層

の積分形式 (kは波数)と な り、地盤の層    地盤の震源 と観沢1点 および座標系
2)

構造は Haskellヤ トリックス法やそれの数値

的不安定性を改良 した反射/透過 (R/T)マ トリックス法で表 される。波数積分の方法で

は通常の数値積分法
3)の

ほか、フー ジエ変換 と類似な方法を用いた方法
4)(離

散化波数

法)が ある
5)。

また、文献
3)で

は R/Tマ トリックス法を用いた正規モー ド解か ら表面波

の特性方程式が導かれている。

参考文献

1)日 本建築学会 :最新の地盤震動研究を生か した地震波形の作成法、2009.3

y

(0,0,L) Qx

2ad layer

S・ th layむ r

Sキth layer

Nth layer

N+1(haif・ Bpa9め″(1〕 own)

i)oint U
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2)日 本建築学会 :地盤震動―現象 と理論一、2005.1

3)久 田嘉章 :成層地盤における正規モー ド解及びグリーン関数の効率的な計算法、 日

本建築学会構造系論文集 第 501号、1997.H

4)野津厚 :水平成層構造の地震波動場を計算するプログラムの開発―周波数に虚部を

含む離散化波数法の計算精度一、港湾空港技術研究所資料 No.1087、 2002.12

5)久 田嘉章,永野正行,野津厚,宮腰研 :強震動予測手法に関するベンチマークテス

ト:理論的手法の場合 (そ の 1)、 日本建築学会技術報告集 No。 35、 20H.2
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2.24ハ イブリウ ド法

ハイブ リン ド法は、短周期領域は半経験的

手法、長周期帯域は理論的手法で求め、これ

らの結果を合成す る手法である。それぞれの

寄与はマ ッチングフィルターの形状および接   1
続周期の取 り方で異なるため、その設定が重

要である。

地震動の特性は、低周波数帯域では弾性波   0
←―一一→   周期

動論に基づ く理論的手法の妥当性がある程度       接続周期帯域

明らかになっているが、高周波数帯域では震  図 2.2.5 ハイブ ジッ ド手法で用いる

源や地下構造のモデル化において理論的予測      フイルターの例
3)

に必要な情報量が不足 しているため統計的手

法の導入が必要である
1)。

また強震動評価 として重要な 0.lHz～ 10Hzに は上述 した低周

波数帯域、高周波数帯域およびその中間の遷移周波数帯域が含まれる
1屯

この広帯域強震動を評価する場合に,長周期域 (コ ヒー レン トな特性が卓越)に は差

分法や有限要素法などの理論的手法を用い、短周期域 (ラ ンダムな特性が卓越)に は半

経験的手法を用い、接続周期を介 して両手法の結果を重ね合わせ るハイブ リッ ド法
2)が

有効である
3屯 ハィブ リッ ド法を用いるときの注意事項は文献

3)に
示 されてお り、両手

法で得 られる結果を接続する周期はそれぞれの手法の精度限界を考慮 して適切に設定す

ることや、接続周期帯域では両手法で得 られた振幅や波形性状に大きな差異が生 じない

ようにする必要がある
3)。

これ らサイ ト特性 を考慮 した地震波作成手法は、震源過程など多 くのパラメータを設

定する必要があ り、仮定 した条件によっては結果が大きく変動す る場合がある。設計に

採用す る地震動を決定す る際には、距離減衰式や過去の観測記録、公開 された予測波形

との比較を行い、作成 した地震動の強 さや周期特性を把握 し、妥当性を検証す る事が必

要である。

参考文献

1)藤原広行 :全 国を概観 した地震動予測地図について、第 33回地盤震動シンポジウム、

日本建築学会、2005.H

2)入倉孝次郎,釜江克宏 :1948年福井地震の強震動一ハイブ リッ ド法による広周期帯

域強震動の再現―、地震 第 2輯 第 52巻 、1999

3)日 本建築学会 :最新の地盤震動研究を生か した地震波形の作成法、2009,3

乳 (接続周期 ,マ ッチング周期 )

| ローパス・

ハイカ ッ ト
フィル ター

ハイノくス・

ローカ ッ ト
フィル ター
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第 3章 現状での注意事項

第 3章 では、現状、問題 となっている 6項 目について整理 し、注意事項 として考え方を

まとめる。

3.1 長周期地震動

長周期地震動について、第 4回、第 5回 の技術報告会で報告を行つた内容 をもとに、その後

の新たな事例等を追加 している。まず、20H年東北地方太平洋沖地震 (図 3.1,1参照 )、 2003年

十勝沖地震や 2004年 の紀伊半島沖地震な どの観測記録 に基づ く検討事例を紹介 している。次

に、地震調査研究推進本部の長周期地震動予測地図(図 3.1.2参 照)や 日本建築学会の特別調査

委員会で検討に用い られた共通波などを紹介 している。最後に、課題 と今後に向けての議論が

まとめられている。
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図 3.1.2 想定東海地震の速度応答
1)

スペク トル(周 期 5秒 )の 分布

図 3.1,1は 2011年東北地方太平洋沖地震における検討事例の一例 (大 阪での観測記録の擬

似速度応答スペ ク トル)で ある。大阪湾岸部の OSKH02(大 阪市此花区)で は 5ん 7秒 、内陸部

の OSK005(大 阪市東淀川区柴島)では 2～4秒付近にピークを持つ。TKY007(新 宿)も 示すが、

5～ 7秒付近では、OSKH02(NS方 向)が 上回つている。

図 3.1,2は 地震調査研究推進本部の長周期地震動予測地図に示 されているものの一例で、想

定東海地震の速度応答スペ ク トル(周 期 5秒 )の 分布である。

参考文献

1)地震調査研究推進本部地震調査委員会 :「長周期地震動予測地図」2009年試作版、

http://www.」 lshin.go.Jp/main/chousa/09_choshuki/index.htm 、 2009,9

図 3.1,1 東北地方太平洋沖地震の

擬似速度応答スペ ク トル (大 阪)

′
‐
す上゛ゞ

―
OSKH02 NS(S)

――中中―OSKH02 EW(Si
――――OSK005 NS

―
OSK005 EW

‐‐‐‐‐・ TKY007 NS
‐――‐TKY007 EW
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32 断層近傍の地震動

エルセン トロ波に代表 される位相差分が分散 している地震動は、ある程度の減衰 を有す

る建物に対 しては大きな変形を生 じさせ ることは少ない。一方、1995年兵庫県南部地震

で観測 された地震動は、位相差分の標準偏差が小 さい断層近傍の地震動が、神戸市に破壊

的な被害を与えたことは記憶に新 しい。また、20H年 4月 11日 の束 日本大震災の余震で

は湯の岳断層面が地表に露出 した直上に建つ構造物に大きな被害が生 じた。

このように、活断層などの近傍では、建物をなぎ倒す ような破壊力ある強震動 (指 向性

パルス)が発生 した り、地表断層の出現による大きな振幅の永久変位 (フ リングステ ッ

プ)が 生 じるなど、非常に特徴ある観沢1さ れる場合がある。

321 指向性パルス

断層面の近 くの観測点では、破壊の伝播速度 と S波の伝播速度がほぼ等 しい場合、断層

の各点か ら発生す るパルス状の地震動が短時間で建設的に重ね合わさり、大振幅の破壊力

ある地震動 となる。 この地震動は断層破壊の進行方向において、断層面に近い直交成分の

観測点に現れるとい う指向性を持つために指向性パルス、その現象は NFRD(Near Fault

Rupture Directivity)効果などと呼ばれている。

このほかにも、パルスの発生要因 としては、浅い高角逆断層の近傍で発生する指向性パ

ルスや、小 さなアスペ ヅティーか ら発生する強震動パルスなどがある。

この様なパルスを有す る地震動に対 しては、免震層の粘性減衰を大きくしても、応答変

位 を小 さくすることは難 しく、免震層の降伏後 も、ある程度免震層の剛性が必要 となる。

また、パルス状の地震動においては、片振幅のみ変形が増大する場合が多 く、免震部材

のモデル化が難 しく、また、残留変形が蓄積 され多 くなるとい う問題 もある。

322 フリングステ ップ

ー方、震源が浅 く、断層の規模が大きい場合、地表断層が出現するため、そのごく近傍

ではフリングステ ップ と呼ばれる、ステ ップ関数状の大きな永久変位を伴 う地震動が観沢1

される。一般にフリングステ ップは長周期で卓越 し、特に逆断層の場合、上盤側では地盤

が破壊 され、大きな地盤傾斜 を伴 う場合がある。

免震建物の場合、水平剛性が鉛直剛性に比べて 1/1ooo程度 と低いため、わずかな建物

の傾斜が生 じても水平変位が増大 し、P一 δ効果などにより倒壊に至る危険性が増大する。

そのため、危険度の高い と評価 されている活断層が、建設サイ トのごく近傍に位置する

場合、倒壊に至 らないようにフェールセーフを設けるなどの対策が必要であ り、場合によ

つては、免震建築ではなく、耐震建築 として大変位や地盤傾斜に備 えるとい う選択肢 も考

えなくてはならない。
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3.3 位相特性

新ガイ ドラインでは、旧ガイ ドラインの (1)フ ー ジエ変換の概念、 (2)フ ー ジエ位相スペ

ク トルの意義、 (3)地 震波形の位相 と位相差分分布、 (4)地 震動の位相特性 と建築物の地震

応答、 (5)位相情報に注 目した模擬地震動作成の動向、に加 えて新たに (6)群 遅延時間を用

いた長周期地震動作成方法 を新設 した。

ここでは、平成 22年 12月 に国土交通省か ら発表 された群遅延時間を用いた長同期地震

動作成方法の具体例 として、K一NET西新宿の観測地点における想定東海地震時の長周期地

震動の作成方法ついて簡単に紹介 している。

本手法では解放工学的基盤 における加速度応

答スペ ク トル と群遅延時間の平均及び分散が、

回帰式によ り与 え られ てい る。群遅延時間の平

均値 μ tgrと 分散 σ tgr2は以下の式で与えられ る。

μ tgr(f)=Al(F)× Mo1/3+Bl(f)× X+CI(つ

σ tgr2(f)=A2(f)× Mo1/3+B2(f)× X+C22(f)

図 3.3.1に群遅延時間・分散と周期の関係を示

す。 この図より以下のような傾向があることが

分かる。

。長周期帯域の群遅延時間μ tgrが 短周期帯域

よりも大きい (ピークの発生が遅れる)。

・長周期帯域の分散 σの方が短周期帯域 より

も大きい。
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図 3.3.1 群遅延時間・分散 と周期の関係
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3,4 位相差入力

旧ガイ ドライ ンでは、SH波 の斜 め入射 に よ り生 じる位相差入力 を紹介 した。検討方法

は、 SH波 斜 め入力 を受 ける半無限均質地盤上の無質量矩形基礎 の伝達関数 の近似式に基づ

いて、位相差入力の影響 を、建物基礎 に入力 され る並進動 とね じれ動 によ り評価するもので

ある。入射角、地盤 のせん断波速度、基礎形状の各パ ラメータの変動による伝達関数、および

時刻歴波形の作成を例示 し、その結果、基礎長辺長 さが 100mを超 えると、入力のね じれ成分

を考慮 した多点入力解析によ り建物への影響を把握す る必要性があることが言及 されている。

これを受け、新ガイ ドライ ンでは、詳細 な振動解析の方法 として、基礎が十分岡J強 で基礎

全体が一体 と見なされ る場合、および、基礎が柔弱で部分部分が独立に挙動す るものと見なさ

れ る場合について、検討方法の概要を示す。

rィノ

Иチ∫庁/7を

図 3.4.1 基礎全体が一体 と見なされ る場合 図 3.4.2 基礎が独立に挙動するもの と

見なされ る場合

また、SH波の斜め入射により生 じる位相差入力の他に、地盤構造の不均一性による空間

変動、表面波、地盤構成の影響で入力位相差が生 じる可能性のあることを指摘する。

表面波により生 じる位相差
(時間=c/vsの 遅れ)

地盤構成の影響で生じる位相差
(2つの地盤にまたがる場合)

図 3.4.3 地盤構造の不均―性による

位相差入力

建
表面波

淋

図 3.4.4 表面波の位相差入力および地盤構成の

影響によ り生 じる位相差入力

建

位相差
(時間の遅れ)

地盤の不均―による
到達時間の遅れ

表層地盤
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,

3.5地盤の増幅

旧版の 「4.4表 層地盤の増幅特性Jか ら名称変更 している。 旧版は、深部地盤構造につ

いての記述が中心であったが、範囲を広げて記述 している。 (1)深 部地盤構造、(2)深 部地

下構造の減衰、(3)地 形による増幅、(4)地盤の傾斜、(5)液 状化が予想 され る地盤の増幅、

(6)建築物への入力 に分けて記述 している。

内容は、 日新 しいものはないが、(3)地 形による増幅に東北地方太平洋沖地震で観測 さ

れた、東京湾沿岸部が内陸部に比べて地震動の増幅が大きかったことについて記述 してい

る。 これは、「長周期地震動対策に関する公開研究集会」*1で発表 された内容である。や

や長周期領域は、表層地盤の影響を受け難い と考えらてきたが、観測記録を見ると 2秒以

降でも、速度応答スペク トルが、内陸部の応答に比べて倍以上の値を示 している。 この観

測記録のどのような影響で現れたかは、観測記録の蓄積・分析が待たれ るが、免震構造に

直接かかわる周期帯の増幅なので、沿岸部に建設する場合、注意が必要である。

*1日 本建築学会 「長周期地震動対策に関する公開研究集会」2012年 3月 16日
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地形の影響を含めた解析は、大規模な 3次元モデルが必要であり、解析は簡単にはできない

が、文献や建設地近傍の地震観測記録等から特異な波形を示すかを調査する必要はある。
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3.6 上下動と多次元地震動

上下動については、2章 で設定方法が示 されているので、それ らの方法について、追加

説明が書かれている。 さらに、上下動についての以下のような話題 を紹介 している。

①最大加速度の上下/水平比は古くから 1/2程度 と言われているが、比率は距離に依存 し、震

源近傍では上下と水平は同程度か上下が水平を上回る傾向が指摘されている
1)。

水平成分の

振幅が表層地盤の非線形性の影響で小さくなったためと解釈されている。

②2008年岩手 。宮城内陸地震において岩手県で上下方向最大加速度 3866cn1/s2(南 北、東西方

向は H43、 1433 cm/s2)の 記録が観測された。詳細な解析が行なわれ、大加速度時に上下動

成分の地震動が、下向きに比べて上向きに大きく揺れる非封称性 (片 揺れ)が 起こることが

発見された。 さらに、この現象は表層地盤が トランポリンの様に振る舞 うことで説明可能で

あるとするモデルが提唱されたり。

③岩盤上記録の上下動と水平動の最大値の出現時間差について、P波 と S波の走時差で表現で

き、震央距離に依存するタイプと、 0～ 1秒程度のタイプに分けられ、タイプの発生要因は

発生場所や地震規模ではなく、震源のラディエーションパターンによる影響が大きい 3)。

高減衰ゴム系積層ゴム支承における水平 2方向加力実験で、従来の 1方向加力よりも小さな

せん断歪で破断することが確認 され、設計においても、水平 2方向を考慮 した動的解析が必要

であると考えられる。今回のガイ ドラインで多次元地震動について新 しく加えられた。

参考文献

1)日 本建築学会 :地盤震動―現象と理論一、2005,1

2)Shin Aoi,Takashi Kunugi,Hiroyuki F苅 iwara:Trampoline Effcct in Extreme Ground Motion,

Scicnce 322,2008

3)佐藤浩章、芝良昭 :岩盤上記録における上下動と水平動最大値の出現時間差に関する基

礎的検討、日本建築学会大会、pp.211-212、 1989,10
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第 4章 設計用入力地震動 (サ イ ト波)の作成例

4.1 は じめに

旧ガイ ドラインでは、設計用入力地震動の作成例 として 「告示波の作成例およびバラツ

キの度合いに関す る検討」 と「関東地震を対象 としたサイ ト波の作成例」を示 した。前者

では位相特性の与え方をパラメータとして作成 した告示波を用いた 1質点系免震構造モデ

ルの応答値を比較 して、地震動の位相特性が応答結果に与える影響について検討 した。後

者では関東地震を想定地震 としてサイ トおよび地盤モデルを共通条件 として、翠川・小林

の方法5ケ ース、統計的グ リーン関数法 1ケ ースの合計6ケ ースについて計算 を行い、それ

ぞれの結果を比較 した。 これ らの詳細については旧ガイ ドラインを参照 された し。

今回のガイ ドライン改訂にあたつては、前回掲載 した告示波については既に一般的に作

成 。使用 されていることか ら割愛す ることにした。サイ ト波の作成例については、その作

成手法が今 日では、翠川・小林の方法に代表 され る経験的手法 (ス ペク トル適合法)か ら、

最新の地震学における知見を取 り入れた波形合成法による評価方法が主流にな りつつある

ことか ら、今回の改訂作業では、波形合成法を用いた作成例を紹介することにした。また

作成例の検討にあたつては、本ガイ ドラインが免震構造物を対象 としていることか ら、免

震構造物にとつて重要な長周期成分 を評価可能なハイブ リッ ド合成法を採用 した。具体的

には長周期側は久田による平行成層地盤 を仮定 した波数積分法による理論的手法により計

算を行ない、短周期側は統計的グリーン関数法により計算を行つて両者の結果を重ね合わ

せたハイブ リッ ド合成法を用いた。計算対象 としたサイ トは東京都新宿区 (工学院大学 )

とし、想定地震は首都圏に大きな被害をもた らす と想定 されている 「東京湾北部の地震」、

および 「南関東地震」について検討 を行った。また、長周期地震動の検討例 として南関東

地震を対象 として3次 元差分法による計算例を示 した。

なお、本資料に示 した作成事例はいずれ も速報結果であ り、今後の検討・議論によつて

は変更されることがある。
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42 東京湾北部の地震を対象としたサイ ト波の作成例

中央防災会議 (以 下 「中防」 と称す)では、平成16年 に都心に最 も影響を与えるプ レー

ト境界地震 として、東京湾北部地震 (図 4.2.1)を 設定 し被害想定を行 っている
1)。

また、

文部科学省 「首都直下地震防災・減災特別プロジェク ト」 (平成24年 3月 )で は、フィリピ

ン海プ レー ト上面の深 さが、中防のプ レー ト構造モデル よりも約 10km浅 い とい う研究成

果 を踏まえた震度分布図を公表 している
2)。

こ ぅした状況か ら、本章の設計用入力地震動

の作成例 として、東京湾北部地震による設計用入力地震動の作成を試みた。

強震動予測手法は、久田手法
3),4)用 い、長周期側は平行成層地盤 を仮定 した波数積分法

による理論的手法、短周期側は統計的グリーン関数法で算出 し、両者の結果を重ね合わせ

るハイブ リンド手法 とした。

断層パラメータは中防の結果
1)を

基本 とするが、文部科学省の研究成果他
2),5)を

参考に し

て、中防よりもプ レー ト上面が10km浅 い断層モデルを設定 し、震源 (破壊開始点)オど変

えた 4ケースのモデルで地震動を試算 した (表 4.2.2、 図4.2.4)。 また、中防のモデルでは、

小断層 を12× 6=72と しているが、ここでは 18× 9=162個 として断層破壊 を滑 らかなモデ

ル とし、かつ小断層の破壊に揺 らぎを与えた。設定 したすべ り量および応力降下量の分布

を図4.2.5、 図4.2.6に 小す。

||ユ 4上0 13,30

図4.2,1平成16年に発表された中防による東京湾北部地震と予想震度マップ (文献1)に加筆)

凡 側

ミ嘘簿 F二始点

■ ミアスペリラ苛l断層面内翻占ヽ娼
れを巽生する部介〕
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長周期地震動の計算に用いるすべ り速度関数は図4.2,7に 示すように、3個 の三角形の重

ね合わせで与え、すべ り速度関数の面積比を4:2:1と した。また、波数積分法による長周

期成分 と統計的グリーン関数法による短周期成分の重ね合わせの際に、図412.8に 示すフィ

ルター関数を用いた。

地震動の計算地点は、工学院大学に設定 し、敷地の地盤構造モデルは地盤調査結果 と文

献4)を 参考 とし、表4.2.3の ように設定 した。工学的基盤は東京礫層上面 とし、それ以深の

地震基盤までを線形地盤モデル として工学的基盤 レベルの地震波を作成 し、工学的基盤で

作成 した地震動を地盤の非線形性
6)(表

4,2.4、 図4.2.9)を 考慮 して立ち上げ、地表面地

震動を算出 した。表層地盤の線形時の伝達関数 (地表/基盤 (2E))を 図4.2.10に 示す。

各ケースによる工学的基盤面における地震動作成結果を図4.2.H～ 図4.2.14に示す。

Caselの 速度波形は、CaseOに 比べて震源深 さが10km浅いことにより、工学的基盤面で

100cm/s近 くとな りCaseoの 1.6倍 の速度振幅 となった。また、いずれのケースも、断層直

行方向成分に近いX方 向 (NS)の速度波形がY方 向 (EW)よ りも大きくなった。

また、同 じ震源深 さのモデルであるCasel～ Case3を 比較すると、Case2の長周期成分の

速度波形が大きく、これは震源位置が観測点およびアスペ リティの東側にあ り、断層の破

壊の進行方向側に観測点があるためと考えられる。一方、Case3は 、震源が観測点に近い

ものの、断層の破壊が観淑1点 か ら遠 ざかる方向とな り、振幅の継続時間がCase2に 比べて

長 くな り、長周期成分の速度波形はCase2に 比べやや小 さくなつた。Caseに よる違いは、

加速度波形 も速度波形 と同様の傾向であるが、X方向、Y方向による振幅の差は小 さく、

Casel～ Case3の いずれのケースも加速度振幅は800～ 1000cm/s2程 度の大きな地震動 となっ

た。

これ ら各ケースの工学的基盤の擬似速度応答スペク トル (減衰5%)を告示スペク トル と

合わせて図4。 2.15に 示す。ケース毎にばらつきはあるものの、全体的に告示スペク トル よ

り大きく、特に周期 1秒以下の短周期側 とX方 向の周期2秒以上の長周期成分の応答が大き

い。

設計用地震動をどのように設定す るかについては、様々な検討 と議論が必要であるが、

断層モデルによる地震動の計算は、震源位置の設定やすべ り速度関数の与え方など、各種

パラメータの設定によつて無数の計算結果が得 られ、それ らをどのように評価すべきかを

明確にす ることは難 しい。また、計算結果の地震動スペク トルには、ピークの山谷がある

ため、計算結果の一部 をそのまま設計で用いることは適切ではない と考えられる。

そこで、ここではケーススタディの結果から、独 自に設計スペク トルを設定 し、それに

適合する模擬地震波を作成 した。設計スペ ク トルを図4.2.15に合わせて示す。

図4.2.16に は設計スペ ク トルに適合 させた基盤面の模擬地震波 と地表面応答波の加速度

波形を示 し、図4.2.17に は地表面応答波の擬似速度応答スペク トルを示す。その結果、地

表面応答波の応答スペ ク トルは、関東地域で従来から設定されている地震動 レベルに比べ

て非常に大きい結果 となった。

最終的に、実設計で用いる場合には、地盤一構造物の相互作用の影響や、対象 とする建

物の固有周期や減衰特性などを考慮 した評価が必要になると考えられ る。
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表4.2.1 東京湾北部地震の断層パラメータジス ト1)

*文献 1)の 資料を参考にして作成

剤

lヨげE         14げ l電

図4.2.2 東京湾 北部地震のアスペ リテ ィ位 置 と破壊 開始 点 (★ )(文 献 5)

ゴ H

パラメータ 数値 備考
」

断層基準点
3557
14025
33507

断層形状

63640
幅 Im 31820

296

23

震源位置
35614
139876
28914

観測点位置 (埼玉県所沢市 )

35797
139463

す べ り角 サ「 138
地 雷 モ ー ) 113E+20 Mo=Sμ D
モ ー マ 73

2025
iVsI市 /s 3500
Fr)「 t/m 28

[N/m2] 340E+10 11=X,Vs2

的 力 σ Mpa
| 3 Zσこ7フど

15/16X Mo/S15

162 ′

Vr ,50〔 V「=0 72Vs
28125

の 碁t(1 16⊇ 18X,9

要素断層の数
アスペ七 イ 18

54
Fmax「 H7 6

fc[Hz] fc=MoX(49X105vs(∠ 4σ /M。)1/3x2ア r)

、べ :Jテイ

アスペ 1)‐ とィ1の | 橋 Sal km2 3375 Sal=S/72X12
E均 す べ |

′

Moal Nm 402E+19 Moal=Sal× 1文 X Dal

アスペリティ1の総応力降下 : σal[Mpa] 167 ∠lσ al=7π
15/16×

Moa1/Sal15

アスペリ」ィ2の :Sal レmR 16875 Sa2=S/72× 6

アスペリティ2内 ( :均す べ 1 224 内閣府パラメータリストより
2での oa2 Nm 960E+18 Moa2ESa2× μ×Da2

アスペリティ2の総応力降下量Иσa2[Mpa] 167 ∠lσ a2こ7π
15/16×

MOa2/Sa215

Sblkm3 151375 SbiS/72× 6

Db 115 内閣府パラメータリストより
Mob 621E+19 Moa2ESb× μ XDb

σ b 24 ∠lσ a=7π
15/16×

Mob/Sb15
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7

ケース¬ 浅いブレート境界を反D央した東京湾北部地震の麗度分布。
(★は中央防災会議が設定する断層中央深部の破壊開始点。)

36・  30

36:

35°  30r

35°

34°  30'
138°  30'     139°   139°  30'     140°   140°  30'     141°

震底

3以下 4 6弱 5強 6綺 6強 7

図 4.2.3 文部科学省のプロジェク トによる想定震度分布
2)

表 4.2.2 地震動作成の解析モデルケース

‐  

―
            |‐ |

解析ケース 解析モデル・パ ラメータの条件

Casc0
断層パラメータは中防のモデル を参考、

震源位置は文科省のケース 1を 参考

Casel
CaseOの 震源深 さを 10km浅 く設定、

震源位置は文科省のケース 1を 参考

Case2
CascOの 震源深 さを 10km浅 く設定、

震源位置は文科省のケース 2を参考

Case3
CascOの 震源深 さを 10km浅 く設定、

震源位置は文科省 のケース 3を参考
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X(NS,

KGU

(a)Cade o (左 :断層真上からの図、右 :断層短辺の真横からの図)

(b)CaSC l (左 :断層真上からの図、右 :断層短辺の真横からの図)

(C) CaSe 2 (d) CaSC 3

図 4.2.4 解析モデルのケース (☆ :破壊開始点、▲ :観測点位置 )

X(NSl

XINS〕 X(NSl
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図4.2.5 河ヽ断層の分割 (18× 9)と すべ り量の分布 (cm)(丼☆の震源位置はCaseO,1)
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図4.2.6 河ヽ断層の分割 (18× 9)と 応力降下量の分布 (MPa)(*☆ の震源位置はCaseO,1)

―――山低振動数 (長周期 )

………山高振動数 (短周期 )
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Time 0.811z     1 211z
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（Ｏ
Ｅ
一Ｖ
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５
⊇
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図4.2.7 すべ り速度関数
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そ
1正

三E VD Vs
層

t/m3 im/s) (m/s)
Qp Qs

期
1 1.40 380 140 100 50 7 7
2 1.40 560 140 100 50 5 5
3 1.65 850 310 100 50 9 9

4 1.90 1390 520 100 50 10 10
5 1.70 2040 400 100 50 9 9
6 1.80 2040 520 100 50 20 20
7 1.75 1630 490 100 50 7 7
8 1.80 1630 550 100 50 19 19
9 1.85 1840 640 200 100 145 145
10 1.90 2060 840 200 100 1200 1200
11 2.00 2300 1200 300 150 400 400
12 2.10 2700 1300 300 150 800 800
13 2.30 3300 1400 300 150 400 400
14 2.50 4700 2720 600 300 800 800
15 2.80 5700 3330 1000 500 9000 ∞

16 2.80 6600 3710 1000 500 8000
17 2.80 6700 3740 1000 500 4800
18 3.00 7000 3930 1000 500 ∞

表 4.2.3 敷地地盤 (工 学院大学)の 地盤構造モデル

一非
線
形
解
析

一

線
形
解
析

}

*地震基盤 か ら工学的

基盤 の Q値 は振動数

依存型のモデル とし

Q=Q。・ fOS

とす る表層は地盤 までの深 い地盤 モ ル |ま 文 を参考

表 4.2,4 地盤の非線形モデルのパラメータ 6)

地
点 地層 土質

拘束圧

画 n 間隙比
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43 関東地震を対象としたサイ ト波の作成例

ここでは関東地方で発生する地震 としては最大規模の地震に属す る南関東地震を想定 し、

設計用入力地震の作成事例を紹介す る。

南関東地震は、相模 トラフを震源域 とす るマグニチュー ド7.9の 地震で、1923年大正関

東地震の再来を想定 している。 この地震の震源断層モデルはい くつか設定 されているが作

成事例では Wald and Somerville(1995)1)が 推定 した関東地震の震源断層の不均質すべ リモデ

ルか ら、Somcrville et al(1999)2)の 手順により強い地震動を生成す るアスペ リティを抽出 し

た特性化震源モデル及び地震調査研究推進本部(2009a)3)を 参考に設定 されたモデルを用い

る。図 4.3.1に 震源モデルを示す。

強震動予測手法は、東京湾北部地震 と同様に長周期側は平行成層地盤 を仮定 した波数積

分法による理論的手法、短周期側は統計的グリーン関数法を改良 した統計的震源モデル法

で算出 し、両者の結果を重ね合わせ るハイブ リッド手法 とした。重合わせの接続周波数は、

図 4.3.2に 示す 為、Lを 文献 0を参考に 1=0,33Hz、 島=0,35Hzと した。 ここで、統計的震源

モデル法は、久田の提案す る方法
5)～ 8)で

、統計的震源モデル(Boore,1983)を 要素地震 とし

て断層面に重ね合わせ、平行成層地盤の理論的グリーン関数 を用い、広帯域で強震動を生

成する手法である。

断層パ ラメーター覧を表 4.3.1に 示す。計算地点は工学院大学 とし、敷地の地盤構造モ

デルは文献 3)を 参照 し表 4,3.2の よ うに設定 した。表 4.3.2よ り工学的基盤を Vs=500mの

地盤 とした。地震動の計算に用いるすべ り速度関数は、久田らの行 っている「設計用入力

地震動作成のための強震動予測手法の適用 と検証」
9)に

示 されている実施内容・概要資料

を参考に設定 している。そのすべ り速度関数は、rakel、 rake2の 方向別に継続時間 15秒

で 10個 に分割 (1分割 1.5秒 )さ れた長方形の重合わせで与えている
1の
。ここでは、そ

れ らのすべ り速度関数を単純にベク トル和をとり、アスペ リテ ィ 1、 アスペ リティ 2及び

背景領域のすべ り量に対応する関数 として設定 した。図 4.3.3に アスペ リティ 1、 アスペ

ジテ ィ 2及び背景領域のすべ り速度関数分布を示す。また各小断層の破壊開始時間が破壊

開始点か らの距離に完全に比例す るように設定すると、破壊の伝播過程は単調にな り現実

的でない卓越周期が発生 した り、実際の地震動の複雑 さが再現できいない場合があるため、

各小断層の破壊開始時間にランダムな時間遅れ dtrを 設定す る。本計算では断層面全体で

の dtrの 平均値 を 0.85secと した。

図4.3.4に 波数積分法による計算結果 (加速度波形、速度波形、変位波形)を 、図4.3.5に

統計的震源モデル法による計算結果 (加速度波形、速度波形、変位波形)を 、図4.3.6に 両

者の結果 を重合わせたハイブ ジッ ド波形 (加速度波形、速度波形、変位波形)を示す。ま

た、図4.3.7に 波数積分法による加速度波の擬似速度応答スペ ク トル、図4.3.81こ 統計的震源

モデル法による加速度波の擬似速度応答スペク トル、図4.3.9に ハイブ リッド法による加速

度波の擬似速度応答スペク トルを示す。

59



野
イ

I    I・

:i趾 F

一i皇臣 1▲
'三
B山  ____

,図 中隠劉 の部分はアスペ リティ領域を示す。
・F点及び★印は断層の破壊開始点を示す。
・B,Cゥ D,Eの 各点は断層隅を示 し,B点 は座標原点を

示す
。A点 は観測点 (工 学院大学)を 示す。

図 4.3.1 南関東地震の震源モデル
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ス
断層パラメータ 設定方法 単 位

34 /4/8

蜀晰品1388710
地表 トレース Wald and Somerville(1995)を 参考に設定

35 1406

断層基準点 Wald and Somerville(1995)を 参考に設定
34 /υ /3

走 向 Wald and Somerville(1995)を 参考に設定 290
Wald and ttmerville(1995)を 宅夕考 に設 足 25

すべり角
Wald and Somerville(1995)の すべリインバージョンで

仮定されたすべ り角 (90～ 180° )の 中間地を採用
135

Wald and ttmerville(199も ,を 2房 考に日文足 km 130

km 70

断層面積 (S) SttLW kmZ 9100

ス ト 1 86

km 130

km2 9100

Wald and Somerville(1995)を 参考に設定 km 2

sin(dip)+d―up km 」1 6

破壊開始点位直 Wald and Somerville 1995)で 採 用 され た 震 源 位 置 に 設 定

い い
工
]1ジミ

モ ー Wald and Somerville 1995)の 結果を参考に設定 Nm / もυL+ZU
モーメン トマクニチュー ド 7 86

Mi=(logM。-17 72)/1 17(Takemura et al ,1990) 8 69
気象庁マグニチュー ド

8 36

秋 山 ・ 他 (上 木 学 会 地 工学論文集,2005)を 参考に設定 km/s 3 70

密 度 秋山・他 (土 木学会地震工学論文集,2005)を 参考に設定 g/● m」 2 80

0 佐藤・他 (日 本建築学会構造系論文,1994)を 参考に設定

剛性率 μ=ρ Vざ ,Vく :S波速度, ρ:密度 N/mZ
Vr=0 72β km/s 2 66

μ Cm 223 6
σ = σ MPa 22

フr)t km 53 8

短周期 レベル 46 Xl Nm/(、 ∠ 4 Uじ L+19

地震モー メン ト Moa=μ DaSa Nm 4 Ul LttZU

面積 sa=π r2=π [(7フ〔/4)(MO/(A R)〕 β
2]2

kmZ 2340 00

平均すべ り量 Da=2 0D Cm 447 2

応力降下量 ∠lσ a=(S/Sa)∠ lσ MPa 85

短周期 レベル AB=2 46X10∪ X MO「
/j(増

自・他, 2001) N m/sZ 3 91E+19

全

ア
ス
ペ
リ
テ

イ 等価半径 Ra=Sqrt(Sa/フ r) km 27 29

地 屠 モ ー メ ン ト Nm 1 く,3L+Zυ Z υ6L+Zυ

面 積 Wald and Somerville(1995)を 参考に,Saを 1:2に比に分割 kmZ 80 0 1560 0

平均すべ り量 Cm 350 4 495 6

応 力降下量 σ σ MPa 85

短 周 ヌ蒻レベル A貪 =2 46X10「
υ
 X WnЯ

ilノ

0(増
自.1と , 2001) N m/s∠ 2 50E+19 3 53E■ 19

寺 l山 半 径 r km lb /6 22 28

γ i 0 82

Σ γ
°

0 74
Wni 28 98

各

ア
ス
ペ
リ
テ

イ

豆 ち 上 が り時 間 τ 3 85 5 44

地震モー メン ド ‖Ob=MO―MOa Nm 3 /υと+ZU

面 積 Sb=S―Sa kmZ 6/60 0

平均すべ り量 μ Cm 146 2
Wh /0

栗効胚カ σh=(Dh/吐 )(π
/∠
/Da)・ rΣ γi°・σ分 MPa 14

背
景
領
域

ヱ ろ上 が ワ崎 岡 τ S 13 1

局 周 双 遮 啓片T寺 1■ †m殖 推 本 レン ビに基 づ い て 定 Hz 135

表 4.3.1 南関東地震の断層パラメーター覧

rv e し の モ ルから,

Somer前 He et al(1995)の 手順によリアスペリティを抽出した結果
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図 4.3.5(c)統 計的震源モデル法による変位波形 (短周期 )
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図 4。 3.6(b)ハ イブ ジン ド法による速度波形
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図 4。 3.6(c)ハイブ リン ド法による変位波形

200

200

200

250

250

250

（Ｅ
Φ
）
中
∝
Φ
Ｅ
Φ
Φ
ω
一α
∽
一〇

0

０

　

　

　

０

２

　

　

　

４

一　

　

　

　

一

（Ｅ
Ｏ
）
Ｐ
Ｃ
Φ
Ｅ
Φ
Φ
∞
一α
∽
一〇

71



擬似速度応答スペクトル

(工学院大学基盤面、長周期、h=005)
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擬似速度応答スペクトル
(工学院大学基盤面、短周期、h=005)
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図 4.3,8 統計的震源モデル法によ り作成 した加速度波による擬似速度応答スペク トル
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十

擬似速度応答スペクトル

(工学院大学基盤面、ハイブリッド、h=005)
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図 4.3.9 ハイブ リッド法により作成 した加速度波による擬似速度応答スペク トル (h=5%)
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4.4 関東地震を対象とした長周期地震動の作成例

前節では長周期成分は平行成層地盤 を仮定 した波数積分法による理論的手法により計算

を行つたが、ここでは3次元地盤モデル を設定 して3次元差分法により長周期地震動を計算

した事例を紹介する。

震源断層は、4.3節 と同様にWald and Somcrville(1995)が 推定 した 1923年 関東地震の震源

断層の不均質すべ リモデルか ら、Somerville ct al.(1999)の 手順により強い強震動を生成す

るアスペ リティを抽出した特性化震源モデルおよび地震調査研究推進本部 (2009)を 参考

に設定 した。図4.4.11こ 断層モデル位置を表4.4.1に 断層パラメータを示す。震源時間関数は

図4.4.2に 示すハーマン型の関数を用いた。地下構造モデルは、長周期地震動予測地図2009

年試作版の3次 元地下構造モデル (東 南海地域)を用いた (表 4.4.2、 表4,4.3)。 計算領域は、

NS方 向に 153.6km、 EW方 向に204.8km、 深 さ方向に51.2kmと し、差分格子間隔を0.05km

(メ ッシュ数 に して約 130億 メ ンシユ)と した。計算対象周波数 (安 定計算周波数)を

lHzと して計算オど行つた。

計算 した工学的基盤での時刻歴波形を図4.4.3に 、擬似速度応答スペ ク トルを図4.4.4に 示

す。計算結果にはローパスフィル ター処理 (lHz)を行った。 なお、3次 元差分法による

計算は独立行政法人海洋研究開発機構のスーパーコンピュータ 「地球シミュレータ」を用

いて行った。

138.75・ 1395・ 140.25'

36・

=SS'
3S.S・

35・

1395・

図4.4.1 断層モデル

評価地点

新宿キャンパス

破壊開始点

138.75・
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断層パ ラメー タ 設 定方法 単 位
設定値

アスペリティ西 アスペリティ東

地表 トレー ス Wald and Somervi Hc(1995)を 参考 に設定

束端14022‖

34 7478

西端1388710

35 1406

断層基準点 Wald and Somer前 He(1995)を 参考に設定
東端 1402429

34 7973

走 向 Wald and Somer百 Hc(1995)を 参考に設定 290

傾斜角 (dip) Wっ ld and Sonerv Hc(1995)を 参考に設定 25

すべり角
Wa d and Somervi ne(1995)の すべリインパージョンで仮定
されたすべり角 (90コ 80° )の 中間値を採用 (結 果とも整合的)

135

断層長 さ (L) Wa dっ nd Somervi Hc(1995)を 参考に設定 km 130

断層幅 (W) Wald and Someryille(1995)を 参考 に設定 km 70

断層面積 (S) S=LW km2 9100

アスペクト比 アスペクト比 =L/W 1 857

全断層長 さ 130

全 断層面積 9100

断層上端深 さ (d― up) Wald and Somervi He(1995)を 参考に設定 km 2

断層下端深 さ sn(dip)十 d― up km 31 6

破壌開始 点位置 Wa d and SomerH Ho(1995)で 採用された震′派位置に雹費定 35 4. 139 2

破壌伝播形式 慣用的に用いられている形式に設定 同心円状

地震 モー メン ト Wald and Somervi Ho(1995)の 結果を参考に設定 Nm 7 80E+20

モーメントマグニチュード ‖v=(10gM。 -161)/15 7 86

気象庁 マグニチ ュー ド
MJ=(l ogtt。 -1772)/117(Takemura et al,1990) 8 69

Mj=(logL+29)/06(松 田,1975) 836

S波速度 (β ) 秋山・他 (土 木学会地震工学論文集.2005)を参考に設定 km/s 3 70

密度 秋山・他 (土 木学会地震工学論文集,2005)を参考に設定 g/cm3 2 80

O ,大 山・他 (土 木学会地震工学論文集,2005)を参考に設定 1000

剛性率 μ=ρ vs2,vsis波 速度, p:密 度 N/m? 3 83E+10

破壊伝 播速度 Vr=072β km/s 2 66

平均すべり量 D = MO/(′ S)  μ : RI性 率 223 6

平均応 力降下量 辺 σ=(7/16)Mo/R3 MPa 22

等価半径 R=sqrt(S/π ) km 53 8

短周期レベル A=246X10m xば /3(壇 ・ 他 .2001) Nm/s2 4 88E+19

全

ア

ス

ペ

リ

テ
イ

地震 モー メン ト Moa=μ  DaSa Nm 4 01Eキ 20

面 積 Sa = πr? = π[(7π /4) 〔Mo/(A R)〕  β
2]2

km2 2340 00

平均すべ り量 Da=2 0XD 447 2

応力降下量 △σB=(S/Sa)2σ MPa 85

短同期レベル Aa=246X1010X‖。F/3(壇・他.2061) N m/s2 391E+19

等価半径 Ra=sqrt(Sa/π ) km 27 29

各

ア

ス

ペ

リ

テ
イ

地震 モー メン ト 面積の 16乗で振 り分 け Nm 1 05E+2C 2 96E+20

面 積 Wald and Somervi He(1995)を 参考に、Saを

'2の
比に分割 km2 780 0 1560 0

平均すべ り量 Dai=‖ oai(μ  Sai) 350 4 496 6

応 力降下量 △σB=(S/Sa)И σ MPa 35

短周期レベル Aa =246X10iO X MOaツ 3(1蔓 。他 .2001) Nm/s2 2 50E+19 3 53E+19

等価半径r km 15 76 22 28

0 58 0 32

Σγド 0 74

Wal Wai=sqrt(Sai/ア スペクト比) 20 49 28 98

立ち上がり時間 τ=Wai/Vr 3 85 5 44

背

景

領

域

地震 モー メン ト MOb=MO― MOa Nm 3 79E+20

面 積 Sb=S― Sa km2 6760 0

平均すべ り量 D。 =MOb/(μ  Sb) 146 2

Wb Wb=W 70

実効応力 σb= (D。 /Wb) (π
1/2/D3) r Σ γi3 σa ‖Pa 14

立 ち上が り時間 zi b一 Wb/Vr 13 1

高周波遮断特性fmax 推本 レシ ピに基 づ いて設定 Hz 135

表4.4.1 設 定 した断層パ ラメー タ

注1)Wald and somer苗 Hc(1995)が 推定 した1923年関東地震の震源モデルから
Somerv He et al(1999)の 手順によリアスペリティを抽出 した結果
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02

十(R)

図4.4.2 長周期計算に用いた震源時間関数

(各立ち上が り時間を持つハーマン型の関数 )

表4.4.2 長周期地震動予測地図2009年 試作版の地下構造モデル (物 性値 )

層番号
P波速度
V。(km/s)

S波速度
Vs(km/s)

密度
てg/cm3)

Q十直 備考

1 17 035 18 70

2 18 O_5 195 100

3 2 06 2 120

4 21 07 205 140

5 22 0.8 207 160

6 23 09 21 180

7 24 1 215 200 付加体

8 27 13 22 260
9 3 15 225 300

10 32 17 23 340

11 35 2 235 400

12 42 24 245 400
13 5 29 2.6 400
14 5_5 32 265 400 地壽基盤

上部地殻
15 6 353 27 400
16 67 394 28 400

17 78 46 32 500 マントル

18 5 29 24 200 海 洋性 ナ!殻第 2層

19 68 4 29 300
20 8 47 32 500 ントル

表4.4.3 評価地点直下での地下構造 (3次 元モデルか ら抽出)

06
・α
Ｅ

ｃ

|

一 背景領域
―― アスペリティ1

-ア スペリティ2

層番号
層厚
(km)

上面深度
(km)

P波速度
V。(km/sⅢ

S波速度
Vs(km/sⅢ

密度
(g/cm3う

Q値 備考

1 042 000 18 05 195 100

2 142 042 23 00 21 180

4 142 183 3 1_5 225 300
5 465 325 55 3_2 265 400 土れ壽 基 4津

上部地殻
6 1184 790 6 353 27 400
7 1047 19_74 67 394 28 400 下 部

9 290 30_21 5 29 24 200 海 洋性封

10 449 33_11 68 4 29 300 海 洋性 J

11 37_60 8 47 32 500 マ ン ル
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第 5章  各種 デー タベースの紹介

51 地震観測

独立行政法人防災科学技術研究所 (以 下、防災科研)は、平成 7年度 に強震観沢1網 (K―NET)

を全国約 1000箇 所に設置 し、続いて地表 と基盤 との強震動同時観測を 目的 とした KiK― net、

同じく高感度地震観測網 Hi‐ net、 広帯域地震観測網 F―netを 補強 して観測情報を即時公開 して

いる。また、気象庁 。消防庁・地方 自治体なども強震観測を強化 してお り、例えば横浜市は独

自イこ150点 か らなる強震観測ネ ッ トワークシステムを配置 して リアル タイムの地震防災対策に

不可用 している。

K―NET(防 災科研 ) J―SHIS(防 災科研 )

高密度強震計ネ ッ トワーク (横 浜市 ) 関西地震観測研究協議会 HP

図 5,1.1 各種地震動情報 (防 災科研、横浜市、関震協 )

5.2 活断層調査

活断層調査は、国の交付金によつて各地域 (都道府県 レベルであることが多い)の活断層を

調査 し、その確実度 と活動度を評価 した上で、将来の地震発生確率の割 り出しを行つている。

活断層の情報は、防災科研、産業技術総合研究所、地震調査研究推進本部などで公開 されて

お り、各断層の震源情報などを入手す ることができる。

強■,'よい門
:啜腕

Ⅷ 欝|

Φ∞
露
國
露
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騨

活断層データベース (産総研 ) 」SHIS(防災科研 )

図 5.1.2 活断層情報 (産総研、防災科研 )

53 地下構造調査

深部地下構造調査は、活断層調査 と同様 に全国の主要な堆積平野・盆地における深部地下構

造の 3次元モデル を構築 し、広帯域の強震動予測に役立てようとしている。また、浅部地盤構

造は、原則 として国および地域の公共団体等が個々に保有す る公共事業等で得 られたボー ジン

グデータ等が蓄積 されてお り、その一部は Wcb等により公開 されている。また、民間の情報

としては、民間の建設工事で蓄積 されたデータが膨大に存在す るものの、個人情報等の関係か

ら公開され るものは極めて少ない。

民間のものを除 く地下構造の情報は、深部か ら浅部に至る地下構造情報を集約 し、「統合化

地下構造データベースの構築」 として、防災科研 を中心 としたグループによつて取 りまとめが

進め られ、「Gco― Station」 として公開 され始 めている。

呻

Geo‐ Station(防 災科研他 ) 地質環境インフォメーションハ
゛
ンク (千葉県 )

図 5。 1,3 地盤情報 (防災科研他、千葉県 )
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3.免震設計部会 設計支援ソフト小委員会

はじめに

設計支援ソフ ト小委員会は、2009年 4月 開催の第 5回技術報告会以後の活動として、リリーフ機構

付き免震用オイルダンパーや速度に対 して非線形な減衰特性を有する粘性ダンパー (以降、「非線形粘

性ダンパー」と記す)が付加された免震建物の地震応答予沢Jを簡便に行える計算法および応答曲線の構

築を目標 として研究および種々の検討を行ってきた。

研究の途中結果を日本建築学会大会で発表 つ～0し てきたが、このたび最終のまとめを行いその結果を

本報告会で発表する。

本計算法 (応答曲線)は、弾性系および弾塑性系免震装置による地震応答計算結果が得られている状

況で、さらに非線形粘性ダンパーを付力日することで応答を抑制 しようとする場合に、どの程度の「ダン

パー量」を付加すれば、どの程度の変形低減やせん断力の変化が生じるかを簡便に予測することを主目

的としている。

研究の成果は、代表的な応答曲線の図表および計算ソフトを提供する形にまとめた。

また、計算ソフ トは、計算に必要な諸元を入力することで本計算法による応答曲線が得られる計算シ

ー ト (MicrOsOft Excel)を 2012年 4月 よりJSSIホ ームページに公開している。

本報告では、第 1章で計算内容、第 2章で計算シー トの使用方法、第 3章で免震告示計算との比較を

解説する。

記号の説明

努  :免震周期

αp  :履歴系ダンパーの降伏せん断力係数

αv  :粘性系ダンパーの減衰力係数 (150cm/sで の減衰力の建物重量比)

h  :構 造物への入カエネルギーの総量の速度換算値 つ

χ  :累 積塑性変形量と最大変形量の比率 の

等価繰 り返し回数履歴ループの繰 り返 し回数 n eq°の4倍に相当。
エネルギー法告示 のにおける『 ダンパー部分の塑性変形の累積の程度を表す数値 ni』 の 2倍
に本目当。

β(dP,釣):吸収エネルギー比=路/(7p十

'佑

)

路 ,路 は履歴系および粘性系ダンパーの吸収エネルギー

挑iax :免震層の最大変位

αmax :免震層の最大せん断力係数

『
「 :重力加速度
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第 1章 ヲF線形粘性ダンパーを付加した免震層の簡便な地震応答予測法

1.l αvの適用範囲および対象とした非線形粘性ダンパー

1)既存免震建物の非線形粘性ダンパー設置量の調査結果

2000年 1月 ～2011年 12月 の間に日本建築センター発行のビルデイングレターに掲載された性能

価シー トから、非線形粘性ダンパーが設置された 143棟の免震建物についてダンパーの設置量の調査

を行い (ダ ンパーの性能又は設置台数が判読不明の物件は割愛した)、 αv(速度 150cm/sの減衰抵抗

力/建物総重量)の結果をグラフ化 したものを図 1に示す。

なお、性能評価シー トの数値を基に、減衰抵抗力はダンパーの性能と、X方向又は Y方向の多い方

の設置台数から算出した。また、建物総重量は延べ床面積 (中 間階免震は免震層上部の延べ床面積 )

にRC造、SRC造等は 15kN/m2、  S造は 12kN/m2、 本造は 10kN/m2を 乗じて略算した。

α vの 分 布
14.0

12.0

10.0

じ8,0

逼6.0

4,0

2.0

0.0

0   10   20   30   40   50 60   70   80   90  100  110  120  130  140  150

物 件 番 号

図 1.1,1 既存免震建物の調査結果によるαvの分布範囲

図 1.1.1か ら、αvは一部の特殊な物件 (例 えば免震レトロフィント等)を除くと、ほば 0～ 10%の

範囲にあることが分かる。よつて、以下ではαv=0～ 0.10と した。

2)対象とした非線形粘性ダンパーについて

本予測法では、オイルダンパーや速度べき乗型ダンパーを減衰カー速度関係の非線形性を考慮 した

非線形ダッシュポットとして耳文り扱 うものとしている。

・オイルダンパーのパラメータ [」SSI免震部材標準 リス ト2005よ り]10

メーカー
型式 限界変形

(m)

限界速度

(m/S)

刊次減衰係数

(kN,s/m)

リリーフ速度

(m/S)

2次減衰係数

(kN・ s/m)

2次/1次

K社 BDS澪★★★★_B_刊 0.5～ 0.7 1.5 1250～
2500

0.32 84.75～

169.5

0.0678

S社 SD500kN‐ 1000 0.5 1.2 1500 026 80 0.0533

H社 BM★
★上★★

0.198～

0698
12～ 1.5 18～

2500
025～

1.2

5～ 500

◆
◆

◆

◆

< 〉

ヽ い

◆

▲ < ♭

◆

◆

◆

◆
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<

"

聟
,

〉⇔
れ r ◆ <

"

◆ 与

σ
t♭ ｒ

や 1 ♭▲▲
◆

◆
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伊 1 ◆全
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０

▼

℃
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◆

響 宅ポ齢 ♂ ♭T 神 い
◆

ここでは、K社のパラメータを使用 した。
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・速度べき乗型粘性ダンパーのパラメータ [同 資料より]10

減衰力が速度の 0.3乗に比例する減衰カー速度関係 としてモデル化 したと

なお、下図にM社製の増幅機構付減衰装置 (RDT2および RDT4)の減衰カー速度関係 (厳密に

は速度べき乗型ではない)と の比較を示す。

２
む
Ｏ
ｅ
ｅ
３
α
日

∩゙

0

00 10 15
Vebcly(111/S)

・検討の結果、リリーフ機構を持つオイルダンパー (バイリニア粘性型)の特性を、平易な連続関数

(速度の指数乗)で表せる非線形粘性型ダンパーに一元化 して扱 うものとした。

1.2 解析モデルについて

本検討に用いた解析モデルは,免震層の復元力特性を有する 1質点系モデルとした。すなわち上部構

造は重量のみを考慮 した剛体としている。免震層の復元力特性は,図 1.2.1に示すように,積層ゴムは

線形バネに,履歴系ダンパーは完全弾塑性 (2次剛性が 0の ノーマルバイリニア)バネに,お よび非線

形粘性系ダンパーは減衰力‐速度関係をバイ リニア型とするダッシュポットまたは減衰力が速度のべき

乗に比例するダッシュポットにそれぞれモデル化 し,3つのモデルの並列系とした。

上部構造の全質量を単位 とすると,積層ゴムの線形バネ定数 fFは /r=ω F2で ぁる。ここに,pF=
2冗/TFで,TFは免震周期である。完全弾塑性バネの降伏荷重は α″

『
である。ここに,『 は重力加速

度,α Pは降伏せん断力係数であリパラメータとして与える。また完全弾塑性バネの 1次剛性は降伏変

位が lcmと なるように与えた。バイリニア型ダッシュポットは,折れ点 (リ リーフ)速度を 32cm/sと

し,2次減衰係数比 の/σlを 0.0678と し,速度べき乗型ダッシュポットは減衰力が速度の 0.3乗 に比

例するものとした。いずれのダッシュポットモデルも,速度が 150cm/sでの減衰力の全重量比 α 7を

与える (すなわち 7=150cm/sでの減衰力 F,150は ,コ府0=α 7す となる。αァはパラメータである)

ことでモデル係数は一意的に決定できるbこ こで非線形粘性ダンパーの導入量を 150cm/s時 での値を目

安にしたのは, リリーフ機構を有する免震用オイルダンパーや免震用増幅機構付減衰装置の多 くが

150cm/sでの減衰力を最大減衰力としてカタログ値 (JSSI免震部材標準リス ト2005)10に示されてお

り設計者が直感的に把握しやすいことと,レベル 2相当の地震動においては 150cm/sで定義された両ダ

ッシュポットはほとんど等価に扱える。ためである。

97/豚 97/π

α ′

αα

0.0678σ

σl

32 150
7(cm/s)

(b)バイリニア型
ダッシュポット

図 1.2.1 解析モデル

150
7(cm/s)

(c)速度べき乗型
ダンシユポツト

703あ9

積層ゴム

履歴ダンパー
非線形

粘性ダンパー

(RDT4)
(RDT2)

― ― …RDT4
-― ―RDT2
‐‐い,F{*VAO.3
‐… Ⅲ ,F=C*Vハ0.3

総質量物に 1

(a)1質点系モデル
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1.3 エネルギーの釣合式による非線形粘性ダンパーを付加した免震層の最大変形予測

本節では,エネルギーの釣合に基づく手法により非線形粘性ダンパーを有する免震層の最大変形予測

の手法について述べる。

免震層のエネルギーの釣合は,式 1.3.1の 基本式で表現することができる。

晦 +町 +晦 =E                    (1.3.1)

唯  :弾性振動エネルギー

〃ν :減衰により吸収されるエネルギー

晦  :累積塑性ひずみエネルギー

ど :総入カエネルギー

本問題において,晦は非線形粘性ダンパーにより吸収されるエネルギー,〃pは履歴系ダンパーによ

る塑性ひずみエネルギーが対応する。

総入カエネルギーどは,主に振動系の総質量,および 1次固有周期に依存する極めて安定した量とさ

れている。総入カエネルギーの量は式 1.3.2の 形式で一般表現することができる。

E=7         碗
lT :振動系の総質量

yと,は ,地震動による総入カエネルギーを系の運動エネルギーにおきかえたときの速度換算値であり,

[Cm/S]と いつた単位をもつ値である。ある 1つの地震動に対して,1自 由度系の固有周期とyど の関係を

グラフに描けば,速度応答スペクトルと類似の表現を得ることができる。これをエネルギースペクトル

という。

図 1.3.1に ,エネルギースペクトルの一例を示す。いくつかの減衰定数の値について曲線を描いてい

るが,注 目されるのは速度応答スペクトルでは減衰定数が大きいほど値が小さくなるが,エネルギース

ペクトルでは,減衰定数が大きくなると,減衰定数が小さいときのスペクトルの山谷の平均的な値を示

すようになるのが特徴である。これが,総エネルギー入力が安定した量と評価される所以である。

なお,粘性減衰が無くとも系の塑性化 (履歴減衰)に よつても,こ の平均化が生じる。大地震による

応答である程度の塑性化を生じる場合には,減衰定数 10%に対するエネルギースペクトルが設計用の値

として妥当であることが明らかにされている 1つ。

地震動の終了時において弾性振動エネルギー晦は,総入カエネルギーEに対して非常に小さな値であ

るので, ″νと〃pの分担割合を評価することが命題となる。

ち[σ
m/S]

T[S]
012345

図 1.3.1 エネルギースペク トルの一例 (エルセン トロNS原波)細実線 :ん =0.02太実線 :ん =0.lo

0

90



参考までに,加藤 。秋山によって提案されている減衰力と速度の関係が線形となる (単一の減衰定数hで

表すことができる)減衰におけるエネルギー負担率の評価式 1の を示 しておく。

晦 十晦 1
(1.3.3)

'比

+ンち十〃p  l+3ん +1.2続

〃クと〃pの負担割合が明らかとなつていれば,履歴型ダンパーに関するエネルギーの釣合を次のよう

に表現することができる。

M・ g・α〆射 卜洗 =7・洗    臨→
g i重力力日速度

η :履歴型ダンパーの累積塑性変形倍率

したがつて,履歴型ダンパーの累積塑性変形倍率ηは,式 (1.3.4)を 変形 した式 (1.3.5)の 通 りとな

る。

呼    晦
η =

2・ g・ αp・ δノ 〃ク+〃p
(1,3.5)

履歴型ダンパーの累積塑性変形倍率ηは,式 1.3.6の 形で最大変形 と結びつけることができる。

η=χ・μη                                       (1.3.6)

μれ :履歴型ダンパーの塑性変形倍率

塑性変形倍率μれとは,塑性率から 1減 じた値である。

χを地震応答角罪析により求めた結果を図 1.3.2に 示す。ケースにごとにバラつきの大きい値ではあるが ,

設計値 として,χ =8程度の値が妥当であると考えられる。

χが設定 されれば,式 1.3.5,1.3.6に より最大変形は次のように評価することができる。

δηて打χ=δノ 
・

(μ″+1)=δノ 
・

(子
+1)

(1.3,7)

呼
=δノ

〃p
+1

2・ x・ g・ αp・ δノ 晦 +晦

次節では地震応答解析により,αpお よびαクをパラメータとした〃p/(〃υ十〃p)の同定を行 う。

( )
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図 1.3.2 地震応答解析結果によるχの値

(図 中には 10本の折れ線があり,それぞれαp=0'01,0,02… 0.10の結果であるが

αpと χの間には有意な関係性はみられなかつたので特に色分けなどはしていない)

1.4 非線形粘性ダンパーの負担する消費エネルギー分担率の同定

1)時刻歴地震応答解析による履歴系ダンパーの吸収エネルギー

1.2節 の解析モデルを用いて時刻歴地震応答解析を行い、履歴系ダンパーによる吸収エネルギーWp

と非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギーWvを計算 した。

解析パラメータは、履歴系ダンパーの降伏せん断力係数αpと 非線形粘性ダンパーの 150kine時抵抗

力を総重量で除した値 αvの 2つで、それぞれ 0.01～ 0。 10(0.01刻 みに 10ケースずつ)と した。

入力地震波は、エルセン トロ(NS)、 タフ ト(EW)、 人戸(NS)、 Jヽい 神戸(NS)の 4波を用いた。J出に

神戸(NS)は原波を、その他は最大速度を 50kineに基準化して用いた。

なお、粘性ダンパーについて実際の解析では、速度 10kine以 下の領域は線形とした。これは 1.2節

で示 した解析モデルのように、粘性ダンパーの減衰力を速度の 0。 3乗に比例するとした場合、速度が小

さい領域では減衰係数が非常に大きくなり応答性状が安定しないためである。

時刻歴地震応答解析から得られた Wp/(Wv+Wp)と αvの 関係を、αpご とに図示 し図 1.4.1に 示す。

図中の実線は入力地震動 4波による結果の平均値を、破線は 4波の最大値を示 している。

図中に示 した縦軸の値は、分母を Wvtt Wpと した履歴系ダンパーの分担率であり、分母に弾性振動エ

ネルギーWeは考慮されていない。これは全入カエネルギーに対し Weは非常に小さいので、Wvと Wp

で近似可能であると判断したためである。従つて、非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギーの割合は

1.0か らグラフの値を引いたものであり、図中では曲線の下側が履歴系ダンパーによる割合を、上側が

非線形粘性ダンパーによる割合を示 している。
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本節では、Wp/(Wv+Wp)(平均値)を αp,α Vを変数とする近似式で求め、非線形粘性ダンパーが

負担する吸収エネルギー分担率を同定するのが目的である。

町 /(町 +И′p) 町 /(町 +晦 )

立 +

ゝ ｀

!ミ f、
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(実線は4波の平均値,破線は4波の最大値を示している)
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2)非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギー分担率の同定

図 1.4.1に示したWp/(Wv+Wp)の 近似を行い、1.0-Wp/(wv+Wp)と して非線形粘性ダンパーに

よる吸収エネルギー分担率の同定を行つた。

図 1.4.1の αp=0・ 01～ 0。 10、 αv=0.01～0.10における全データをプロットしたものを図 1.4.2に 示す。

同図より、αvが大きくなるほどWp/(Wv+Wp)は 小さくなり、逆にαpが大きくなるほどWp/(Wv十

Wp)は大きくなることがわかる。そこで、主要変数としてαv/α pを考え、横軸をαv/α pと したWp/(Wv

+Wp)のプロットを図 1.4.3に 示す。これによると、多少のばらつきはあるものの、双曲線で近似可能

であると判断できる。従って、αv/α pを主要変数としてWp/(Wv+Wp)の双曲線近似を試みた。

近似はαv=0で Wp/(Wv+Wp)=1.0と なることを必要条件とし、分子・分母の定数項 Cを推定変

数として最小二乗法により行つた。得られた近似式を式 1.4.1に示す。また、得られた近似式のフィッ

ティング状況を、図 1.4.4と 図 1.4.5に 示す。

〃p _

晦 +〃ν

て

'
生 +ビ

て,=1,140
(1.4.1)

(1.4,2)

(1.4.3)

横軸をαv/α pと した図 1.4.4を 見ると、αv/α pが大きくなると計算結果を過小評価するものの、2.0

以下ではほぼ中央値を示している。 しかし、αv,α pを別々に表示した図 1.4.5で は、全体的にフィッ

ティング状況があまり良くない。これは近似式の定数項を全αpに対し同一とした影響と考えられる。

そこで、近似式の構成は同じとしてαpご とに近似式を求め、この時に得られた定数項 Cと αpの関係

を調べた。図 1.4.6に両者の関係を示す。同図によると、これらはほぼ線形関係にあることがわかる。

定数項 Cと αpの関係式を式 1.4.2に示す。

C=-8.359 αp+生635

式 1.4.1と 式 1.4.2を組合わせた近似式と時刻歴地震応答解析結果のフィンテイング状況を、図 1.4.7

に示す。これより、求めた近似式は非常に精度良い近似を与えることが確認できる。

以上のことから、非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギー分担率を式 1.4.3の ように同定した。

覇メ鈴下
=側 ―

覇鍔鈴下

-8.359 αp十 ■635
0-1.

モ与ター8.359 αp+1.635

考
-8.359 αp+1.635

些

αｐ
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1.5 〕卜線形粘性ダンパーを付加した免震層の最大せん断力 (係数)予測動

免震構造に用いられる代表的なオイァレダンパー (リ ジーフ速度 32cm/s,2次減衰係数比 0.0678)は
,

150cm/s時 の減衰力が等しくかつ減衰力が速度の 0。 3乗に比例する非線形粘性ダンパーと等価に評価で

きる0た め,当該検討に用いる粘性系ダンパーのモデルは,減衰力が F_― σ7κの形で表される非線形ダ

ッシュポットとする (ただし定式化はて=0,3と 固定せず 0≦ て≦1で一般化する)。

積層ゴム,履歴系ダンパーおよび粘性系ダンパーで構成される免震層に生じるせん断力 Fは次式である。

最 み 摯 身                  (1.5.1)

ここに,ゑ 島 ,身 はそれぞれ積層 ゴム,履歴系ダンパー,粘性系ダンパーに生 じる力である。

乃 お よび Fフ は次式である。

rン =FFとガ
(1.5。 2a,b)

ケ 9p

ここに,と/は免震層の変位,/r,は積層ゴムの剛性,9Pは履歴系ダンパーの降伏荷重であるc

また非線形ダッシュポットが定常変位 bL眺ュ盛sin(ωうで変形するときの任意の [/における身は次式とな

る。

F岳よω乙亀aO(1‐ ([ノ7bЪiax)分
(/2                       (1.5。

2c)

式(1.5。 1)の Fは ,0く て≦1では 0<[/<眺laxに おいて正側に極値を持つので,dコdレも となる [ガ(=の

を式(1.5.1)(1.5.2)に 代入することで最大せん断力を得ることができる。すなわち 協は最大せん断力発生

時の変位である。そこでまず d"W升0を変形して次式を導く。

野駅 脇
洵   的

式(1.5。 3a)よ り(bり眺laOはスお よび免に依存することがわかる。また式(1.5,3b)は か随 と表せ,/1ァ は非

線形ダッシュポットの [/maxに おける損失剛性 10である。ただし式(1.5,3a)の 税は代数的に求まらないの

で,0≦κ≦1および 0≦九≦5と 変化させながら(税/[オmaOを収束計算で求め,お よび免1こ 関する次の回帰

式を得た (図 1.5。 1)。

Dり う砿ax=1+乱滑れて2+島が                (1.5.4)

ここに

乱 =‐ 0.4445免 ‐0.0027免 2

∂2=0.5345允‐0.5032免 2+o。 2562兄3‐ o,o458免 4+o.oo29免 5

島 =‐ 0.1746免 +0。 1135允 2‐ o.o288免 3‐o.o019λ 4+0.0006免 5

00 02 04 06 08 10    K

(1.5.5a,b,c)

00 10 2.0 30 40 50 λ

(b)式 (155)

したがって,粘性系ダンパーが付力日された

免震層の最大変位 :‰axが既知であれば,て

および免を介 して式(4)よ り 協 を求め,式

(1.5,1)(1.5.2)に 代入 して得られる Fを免震

層の最大せん断力の予測値とする。

図 1.5.2と 図 1.5。eは,BCJL2 1つ にお

ける(協 /眺lax)お よび最大せん断力係数の検

証として,免震周期 T戸3,5,7sに ついて応答

解析結果との比較を示したものである。
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第 2章 計算シー トの使用方法

2.1 本計算ソフ トの概要

本計算ソフ ト (2012JSSI設 計支援ソフ ト小委員会応答予測法。xls)は 、計算に必要な緒元を入力する

ことで本計算方法による応答曲線を計算するソフ トである。本計算ソフ トは、MicrOsoft Exce1 2003で

作成されており、本計算機能を使用するには、Microsoft Excel(2003以 降のバージョン)が必要とな

る。また、本 Excelフ ァイルではユーザ定義関数を使用しているため、マクロを有効にする必要がある。

なお、本 Excelフ ァイルのシー トには保護をかけているがパスワー ドの設定は行つていないため、後述

するグラフの書式属性などの変更はシー トの保護を解除することで可能である。

2.2 操作方法

本計算ソフ トを立ち上げて、「入力・グラフシー ト」画面を表示する (図 2.1)。 「入力・グラフシー ト」

の黄色いセルに「VE」 および「χ」を入力する (初期値では、VE=1.5[m/s]、 χ=8が入力されている)。

各値を入力すると本計算法による応答曲線が自動で計算される。

霊 つ・O
ホーム 挿入  ページ

VEと χに値を入力
校閉  表示 ◎ 嗣  X

A】 4

χ 8

通常 (1.〔l-2.0程 度)
!通

常 (2.Cl-18千 三度)

恥

え

手ネルギ∵の総量の速度換事値||

χ:黒犠望性変形量と最大変形量の

'4率

l)   |    
―

等佃繰ψ速し回数履歴ルィプの専曇り返し回数4,。
2)の 4営に帽当。

8
| エネルギユ法告示けにおける『ダンテ(学部分の塑性変形の累積の程度を表す散

1値 nl』 の2倍に相当。
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図 2.1 「入力・グラフシー ト」画面
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2.3 計算結果の見方

本計算ソフ トの 「入力・グラフシー ト」の VEおよびχに適当な値を入力すると、入力部分の下部に

応答曲線が表示される。

「入力・グラフシー ト」では、αpを 固定した状態において、非線形粘性ダンパーを付力日した場合の

応答曲線を表示する。図 2.2に VE=1.5[m/s]、 χ=8と 入力し、αp=0.03と した時の応答曲線を示す。グ

ラフは縦軸がα max、 横軸が Umaxと なり、本計算法により算出した応答曲線はαvと Tfで構成 され、青

点 (○ )で示 している。図 2.2に αpを 0.03と し、αvを 0.00か ら 0。 10までを 0.01刻みで非線形粘性

ダンパーを付力日した場合およびTfを 3.Osecか ら7.Osecま でを0.5sec刻みで変化させた場合の計算結果

を示す。なお、αv=0,00は非線形粘性ダンパーを付加 していない状態である。グラフの青点から本計算

法によるα maxお よび Umaxを算出することができる。例えば、VE=1.5[m/s]、 χ=8と 入力し、αp=0.03、

TF4.0[s]、 αv=0.04と した場合のα maxは約 0.105、 Umaxは約 0.225tm]と なる (図 2.2の矢印で示す青

点)。

また、グラフには非線形粘性ダンパーを付加 しない場合と比較するために、非線形粘性ダンパーを付

加 しない場合の応答曲線 (α v=0,00と し、αpを 0.01か ら 0.07ま で変化させた計算結果)を併せて表

示している (実線および破線 )。 図 2.2の 矢印で示す青点 (α p=0.03、 TF4,0[s]、 αv=0.04)は 、非線形

粘性ダンパーを付力日しない場合のαp=0,06、 T上
~4.5[s](、 αv=0.00)と ほぼ同様のα max、 Uhaxと なる

ことがわかる。

本計算ソフ トの「入力・グラフシー ト」では、αpを 0.01か ら0.07ま で 0.01刻みとした場合の 7つ

の応答曲線が表示されるため、αpを変化させた場合の比較を 1つのシー ト上で行 うことができる。 (図

2.3に αp=0・ 01、 図 2.4に αp=0,05の場合の計算結果例を示す)。

0 40

斎
Ｅ

δ

0.35

0 30

0 25

0.20

0, 15

O:本計算法

/
/

αp=003、  Tf=0.4
αv=0,04、 VE=1.5[m/s]、

=8と した場合

|

Tf=3.0

αp=0.りr
/

ITf=3.0身 孝
ヽ

＼ ノ

αp=〈 殖
ヽ
|′́

、
ヽ /

斉 乳0転 ″́́
´

/

ω

離 僻 a 靴 )s'“

/=αЮ
瑠鞘

Tf=7rヽ Q   ′
撃 下三二三二:と

,一

Tf=7.Os

Tf=7.Os

0 10

0.05

0 00

0,0 0.2 0,4 0.6 0.8 1.0 1.2

I aヽx    (m)

図 2.2 αp=0,03の場合の応答曲線 (VE=1.5[m/s]、 χ=8、 αv=0.00～ 0.07)

100



巡
自

心

0,40

0.35

0.30

0.25

0.20

0。 15

0.10

0.05

0.00

0.35

0,30

0.25

0,20

0.15

αV

O.10

0.05

0,00

0.0

0,0

0.8

08

1.0

1,0

1.2

1.2

0.2 0.4 0.6

I(ax    (m)

図 2.3 αp=0・ 01の場合の応答曲線 (VE=1.5[m/s]、 χ=8、 αv=0.00～ 0.07)

0.40

通
日

づ

○ :本計算法

/
/

αp二咬
/

孝
＼

＼ ノ

TJ

αp(l.(

剰

S

ヽ

ヽ中● l

__ヽ ………

ヽ
ヽ́″
、

ヽ

0転 ´́
´

垂 )s''‐
''

RBl

αv=0.00

子τ二三三二l… …

Tf=7.Os

Tf=7.Os

Tf=7.Os

0.2 0.4 0.6

〕
ヽ ax   (m)

図 2.4 αp=0・ 05の場合の応答曲線 (VE=1.5〔 m/s]、 χ=8、 αv=0.00～ 0.07)

○ :本計算法

/
/

Tf=3

αp(l.甥r
/

/
ヽ

＼ ノ

αp=(蛸
｀
し′″6´

/6'＼ / 抵 ∴0弘 ,

/
0

0絆 白 靴 lr,‐
‐'''

(XV==0,10E鞠 羽 下:零三l_=

一 αv=0.00
Tf=7.Os

11=/.t'S

101



第 3章 告示計算との比較

平成 21年建設省告示第 2009号第 6の計算方法(以 下、告示計算と呼ぶ)と 本計算法との比較を試みる。

3.1検討方法

本計算法は、χ=8,VE=150c14/Sで 計算する。

告示計算は Gs(地盤増幅係数)、 hv(流体系の減衰材による免震層の等価粘性減衰定数)、 を下記の様

に設定し、繰 り返し計算を行いαinaxと と名axを算出する。

・Gs(地盤増幅係数) 文献 15)な どを参考にVE≒ 1・5Svと し、1.23と する。

欺=とs,鴇粋,踊 =走БA=に・与|:      o→
2TE      2T[ 1      21[ 1

Gs=了
互砺

SV=丁
ラπ VE=両巨テ

1・ 5専 生23

減衰力

α voM・
CV° Ve

(3.2)

veq S v

・hv(流体系の減衰材による免震層の等価粘性減衰定数)

応答速度 詭qに対して減衰力が非線形粘性ダンパーと等しくなるように設定する。

峙 =絲 =為 ・
瑠 角 伊 =粋・

器 ギ
痢  e動

ただ吹 駒 =単 鴫Ψ げ 併h(03■
),c=lと

ま半毛卓  60

3.2検討結果

αp=0,0卜 0,07,α v=0.0～ 0。 1の検討結果を図 3.1に示す。

告示計算では、αP,αvが大きくなると、加速度の低減率 Fhが 下限値の 0.4と なり、Ttt αpが同じで

あれば(Qe+Qh)/(M・ ωeq2)で計算されるし峰axは、一定値 となる。一方、αmaxは下式で計算されるため、

Ttt αpが同じであれば、 αvが大きくなるほど、大きくなる。

αmax=Qis。 /M・ g= (Qe+Qh)2+28(Qe+Qh)Qv+Qv2/M.g
(3.5)

ε=0.5

Qv=Cv・ Vr                                     (3;6)
図 3.2は、Fhが下限値を 0.0と した場合の検討結果を示す。この場合、告示計算の方がαm嵌 と略 ax

ともに小さく計算され、非線形粘性ダンパーの効果が大きく評価される傾向がある。この際の Fhの

最終値を表 3.1に示す。Fhが 0.4未満の場合は水色で塗 りつぶしている。今回の検討ケースでは、告

示計算では下限値 0.4に 達することが多いことが分かる。
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T,3s  Tf 4s  T卜 5s   Tf 6s   T,7s

1266
1100
0950
0815
0696
0591
0502

Fh Fh

α

α V

7

1117
0868
0665
0507

1045
0765
0553
0403

0975
0672

1 191

0980
0798
0645
0518

1045
0896
0765
0651
0553
0,471

0403

α

T'7s
Fh Fh Fh Fhα V

T「6sT,3s    Tf 4s    Tf 5s

0672     05790908
0732
0590
0477

0,782

0596
0460

α v Fh Fh

0450

006

T'6sT侍3s    T「 4s    T卜5s

0843
0717
0609
0519
0445

0672
0543
0446

0540
0428

0

0.01

0,02

0.03

0.04

表 3.1 告示計算 (Fh≧ 0.0)における Fhの最終値

※水色は 0.4未満の結果をしめす。
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まとめ

免震建物に非線形粘性ダンパーを設置した場合の簡易な応答予測法として、エネルギーの釣合に基

づく応答評価手法を開発し、応答予測曲線から簡便に免震層の最大変形と最大せん断力係数を求める

ことを可能にした。

なお、本予測法は非線形粘性ダンパーの設置量による大凡の応答値及びその値の変化の傾向をつか

むためのものであり、応答値の正解値を算出するものではないこと、及び適用範囲に注意して使用す

ることを御願いする。

参考文献

1)酒井直己、山崎久雄、高山峯夫、渡邊信也 :非線形粘性ダンパーの増設量に伴 う免震層の応答の変化

その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (東北)、 pp.905‐ 906、 2009.8

2)浪田裕之、山崎久雄、高山峯夫、石鍋雄一郎 :非線形粘性ダンパーの増設量に伴 う免震層の応答の変

化 その 2、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (東北)、 pp.907‐ 908、 2009.8

3)渡退信也、山崎久雄、高山峯夫、笠井和彦 :免震層の応答予測に用いる非線形粘性ダンパーのエネル

ギー評価法 その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (北陸)、 pp.235‐ 236、 2010。 9

4)酒井直己、山崎久雄、高山峯夫、笠井和彦 :免震層の応答予測に用いる非線形粘性ダンパーのエネル

ギー評価法 その 2、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (北陸)、 pp.237‐ 238、 2010。 9

5)山崎久雄、渡遇信也、高山峯夫、笠井和彦 :非線形粘性ダンパーを含む免震層の簡便な応答予測法

その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (関東 )、 pp.555‐ 556、 2011.8

6)渡邊信也(山崎久雄、石鍋雄一郎、高山峯夫、笠井和彦 :非線形粘性ダンパーを含む免震層の簡便な

応答予測法 その 1、 日本建築学会大会学術講演梗概集 (関東 )、 pp.557‐ 558、 2011.8

7)日 本建築学会 :免震構造設計指針 2001

8)秋山宏 :エネルギーの釣合に基づく建築物の耐震設計 技報堂出版 1999年 ■ 月

9)日 本建築センター :エネルギーの釣合いに基づく耐震計算法の技術的基準解説および計算例 とその解

説 平成 17年 10月  p15等
10)日 本免震構造協会 :免震部材標準 ジス ト ‐2005‐ 、pp.492‐ 524

11)秋山宏 :建築物の耐震極限設計 第 2版、東京大学出版会、1987.9

12)加藤勉、秋山宏 :強震による構造物へのエネルギー入力と構造物の損傷、日本建築学会論文報告集

pp9‐ 18, 1975.9

13)井和彦笠、鈴木陽、大原和之 :減衰力が速度の指数乗に比例する粘性ダンパーをもつ制振構造の等

価線形化法、日本建築学会構造系論文集 第 574号、2003,12

14)建設省建築研究所ほか :設計用入力地震動作成手法技術指針 (案 )、 1992.3

15)秋 山宏、北村春幸 :エネルギースペク トルと速度応答スペク トルの対応、日本建築学会構造系論文

集 第 608号 pp.37‐ 43,2006年 10月

※検討の地震波には、日本建築センター、気象庁、防災科学技術研究所の公開波形を利用させていただ

きました。
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4.耐風設計部会

1.は じめに

耐風設計部会は 2007年 9月 に発足 し,「免震建築物の耐風設計指針の作成」を主たる目的と

して活動を進め,本年 9月 に 「免震建築物の耐風設計指針」の刊行を予定している。

これまでに,2009年 5月 技術報告会にて指針の骨格と免震建物の風応答性状の検討などの活

動成果を報告 した。さらに,20H年に本会会誌 MENSHIN(2011年 2月 号)で ,「免震建築物

の耐風設計指針 (案 )」 として指針の本文 と本文を理解するために必要 と思われる解説を公開し

た。この時点では,ま だ設計に必要となる全てが解明されていた り,情報が整った りしている

わけではないが,指針木安の整備を通 して,設計として許容できること,あ るいは現在は見過ご

されてしまっているが安全性に影響 しそ うな事象などが明らかとなり,免震建築物の耐風設計

に早い段階で適用されることが望ましい事項も含まれていると考え,「免震建築物の耐風設計指

針 (案 )」 として紹介 したものである。 しかし,2011年 3月 11日 ,東北地方太平洋沖地震によ

り「東 日本大震災」がもたらされた。本協会は早速,応答制御建築物調査委員会を設置 し,こ
の地震に対する免震・制振建築物の挙動について,調査・解析・評価 し,効果の確認 と課題の

抽出を行なった。本部会では,これ らの調査結果や報告に中で,指針に盛 り込むべき事項がな

いかの検討を加えている。

本報告では,「免震建築物の耐風設計指針」の本文 (案 )を紹介するとともに,指針に盛 り込

む予定の付録から,

「暴風の継続時間」,「 暴風の累積作用時間の街易評価方法」,「免震層の簡易風応答評価方法」,

「免震層の風応答評価例」

の 4題を紹介する。
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2.免震建築物の耐風設計指針 (案 )

2.1指針 H目 次

1,一般

1,1適用範囲

1.2指針策定の基本方針

1.3免震建築物の耐風設計上の留意事項

2.風荷重の設定

3.免震層の設計

3.1評価項目

3.2耐風安全性の検証

4.免震部材の設計

4.1評価項目

4.2耐風安全性の検証

付録

付 1免震部材の性能試験法

付 2免震部材の風応答特性

付 3暴風の継続時間

付 4暴風の累積作用時間の簡易評価方法

付 5免震層の簡易風応答評価方法

付 6免震層の風応答評価例

2.2 指針 B本文 (案 )

1,一般

1.1適用範囲

(1)本指針は免震建築物 (中 間層免震構造,戸建て免震構造を除く)の免震層の耐風設計に適

用する。

(2)本指針は,対象とする免震建築物の免震部材の速度依存性,振幅依存性及び風力の平均成

分のような静的な外力によリクリープを生 じる部材 (以下,ク リープ性部材 とする)の影

響による,地震時の応答特性 とは異なる免震建築物特有の風応答性状を実用的に評価する

方法を提示する。

1.2指針策定の基本方針

(1)極めて稀な暴風時の安全性の確保を目的とする。

(2)風荷重に対する最大応答量だけでなく,長時間の繰 り返しに対する設計・検証方法を提示

する。

(3)風荷重は建築基準法告示に準拠して設定することを原則とする。

(4)免震層の挙動に注目し,は じめに免震層全体の挙動を予測し,次に予測された免震層の応
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答挙動に対 して各免震部材の安全性の検証を行 うことを基本 とする。

(5)風荷重に対する免震層の応答 レベル (静的な力の釣 り合いによる)を 3段階に分け,それ

ぞれのレベルについて検証すべき事項を示す。

表 1.1 風荷重による免震層の応答状態 とランク

ランク A
免震層の風荷重に対 して,免震層が弾性挙動する範囲

に留まるケース

ランク B
免震層の風荷重に対 して,免震層は弾性限を越えるが ,

風荷重の変動成分に対 しては弾性挙動をするケース

ランク C
免震層の風荷重に対 して,免震層は弾性限を越え,風

荷重の変動成分に対 しても弾塑性挙動をするケース

1.3免震建築物の耐風設計上の留意事項

(1)免震建築物では同規模の一般建物に比べ,風直交方向・ね じれ振動の影響を受けやす くな

るので,慎重に風荷重の評価を行わなくてはならない。また,ア スペク ト比 (〃 /V】・D,

〃 :建物高さ,】 i建物の見付け幅,D:建物の奥行き長 さ)が 3以上となる場合は,風荷

重の組合せ (風方向・風直交方向・ねじれ)を考慮する。

(2)免震部材の安全性評価は,免震部材の適切な繰返 し加振実験,も しくはそれに基づ く評価

方法によつて行 う。

(3)長期荷重を支持する積層ゴムや滑 り支承などの免震支承は交換が不要となるように,極め

て稀な暴風の事象後も免震支承の性能の変化・劣化を小 さく留めることを原則 とする。

(4)風 トリガーやス トッパー (鋼製のシアキーやロック機能付きオイルダンパなどで,強風時

に免震層の変形を抑制 し,免震部材の過大な水平変形や残留変形,損傷を防止するための

機構)を採用する場合には,i風 トリガー等が所定の性能を有 しているかの検証が必要であ

る。また,風 トリガーがないときの強風に対する最低限の安全性が確保 されなければなら

ない。

(5)その他の留意事項

免震建築物は,同規模の一般構造建築物と比べ,風荷重の影響を受けやすいので,た とえ

ば下記の項目など慎重に設計する必要がある。

1)居住性レベルの応答

2)空力不安定振動

2.風荷重の設定

(1)風荷重は,構造物の形状,構造特性,建設地域および周辺の状況等を考慮 して算定する。

この場合,水平面内の風向と直交する方向およびねじれ方向の振動並びに風荷重の影響が

顕著な部位の振動を適切に考慮する。

(ア )上記の評価に際 して用いる風力係数は,告示や荷重指針に規定された値または風洞実

験等よく吟味された方法によつて求める。

(2)風荷重算定の基準となる地上 10mにおける平均風速 (基準風速)は下記とする。
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(ア )稀に生じる暴風時の基準風速は建築基準法施行令第 87条第 2項の規定に従って地表

面粗度区分を考慮 して求めた数値以上とする。

(イ )極めて稀に生 じる暴風時の基準風速は,稀に生 じる暴風時の基準風速の 1.25倍 とす

る。

(3)風荷重の継続時間については,建設地点における気象条件や供用期間中の保守点検条件等

を吟味し適切に設定する。

(4)風荷重の算定は,建築基準法などに準拠することを原則 とするが,周波数応答解析や時刻

歴応答解析などに基づ くことができる。

3.免震層の設計

3.1評価項目

(1)免震建築物では同規模の一般建物に比べ,風直交方向・ねじれ振動の影響を受けやす く

なるので,風荷重の組合せをふくめ,それらの影響を十分に考慮する必要がある。

3.2耐風安全性の検証

(1)極めて稀な暴風時の免震層の応答状態として以下の 3段階を許容する。

i)ラ ンク A:

免震層の風荷重に対 して,免震層が弾性挙動する範囲に留まるケース (すべての免震部材

が降伏応力を超えない場合。免震部材にクリープ性部材やすべ り支承を含む場合は,ク リ

ープ性部材 。すべ り支承を除いた免震層の復元力特性が風荷重に対 して弾性限以内に留ま

る場合やすべ りの摩擦力のみで風荷重を上回る場合を含む )

。免震層の各部を弾性範囲に留める設計であり,上記状態を確認することで,風荷重に対

する免震建築物の健全性が確認 されるものとする。

・全ての免震部材が降伏応力を超えない場合は,風荷重に対する特段の検討は必要ない。

・クリープ性部材。すべ り支承を除いた免震層の復元力特性により風荷重に対する検討を行

う場合は,別途,こ の復元力特性から求まる免震層の変形に対 して,ク リープ性部材・

すべ り支承の変形追従性を確認 し,ク リープ性部材 。すべ り支承の継続使用に支障のな

いことを確認する。

il)ラ ンク B:

免震層の風荷重に対 して,免震層は弾性限を越えるが,風荷重の変動成分に対 しては弾性

挙動をするケース

・風荷重を平均成分 と変動成分に分離 し,それぞれに対応する免震層の復元力特性を用い

て,静的な力の釣合から求めた最大変形や塑性変形により構造安全性を検証することが

できる。その際,平均成分に対 しては静的な荷重 と見なしてクリープ性部材・剛すべり

支承を除いた免震層の復元力特性を,変動成分に対 しては地震時の復元力特性を用いる

ことができる。

・風荷重による最大変形時に免震層の主要部分が弾性範囲であることを確認するほか,降

伏応力を超える免震部材の変形追従性,損傷度を評価 し,構造安全性を検証する。

・風荷重の長時間繰 り返 しを考慮 し,風荷重が 2～3時間連続相当の繰 り返 しに対して,使
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用する免震部材が健全であることを確認する。

・クリ●プ性部材・剛すべ り支承を含む場合は平均成分により生じる変形が残留変形 とし

て残るが,そ の変形に対 して各部が長期荷重に対 して安全であることを確認するか,原

位置に戻すなどの適切な対応を行 う。

前)ラ ンク C:

免震層の風荷重に対 して,免震層は弾性限を超え,風荷重の変動成分に対 しても弾塑性挙

動をするケース

・原則 として,時刻歴応答解析による検証を行い,免震部材などの最大変形,疲労損傷の

評価を行い,構造安全性を確認する。

・免震部材の疲労損傷評価やエネルギー吸収量に対する評価などが必要となるため,風荷

重の大きさだけでなく,継続時間を含めた風荷重の詳細な設定が必要となる。

・風応答により生じた変形が残留変形として残る場合,その変形に対して各部が長期荷重

に対 して安全であることを確認するか,原位置に戻すなどの適切な対応を行 う。

i極めて稀に生じる暴風時だけでなく,建物供用期間中の累積疲労損傷評価を行い,供用

期間中の健全性を確保する必要がある。

免震層の
層せん断力Q

平均風力に対する平均査位の推移
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4章 免震部材の設計

4.1.評価項目

(1)免震部材の設計において,極めて稀な暴風時およびその事象後も免震部材がその機能を保

持できることを耐風安全性評価により確認 しなければばらない。

(2)耐風安全性の評価においては,風荷重変動成分による長時間繰返 し変形に対する疲労損

傷,剛性低下,耐力低下および温度上昇の影響,さ らに風荷重平均成分によるクリープ変

形特性や長時間変形の影響,小振幅特性など風荷重時に特徴的な評価項目が適切に考慮 さ

れなければならない。

(3)温度上昇の影響や繰返 し変形による免震部材力学特性の変化は過大であってはならない。

また,そ の特性変化が応答値に影響する場合には,風応答値の評価においてこれを考慮す

る必要がある。

(4)鋼材の疲労など,供用期間中の地震や頻度の高い強風により損傷が累積する免震部材にお

いてはこれを考慮 して健全性の評価を行なうものとする。

(5)暴風の後に残留する水平変位を評価 し,安全性の評価を行わなければならない。

表 4.1 免震部材耐風設計上の評価項 目

免震部材 想定される安全性評価項 目および留意すべき応答特性

積層 ゴム支承

鉛プラグ入 り積層ゴム
温度上昇の影響,ク リープ性状,残留変形,微小 (居住性)～

小振幅特性

錫プラグ入 り積層ゴム 同 上

高減衰積層 ゴム
温度上昇の影響,ク リープ性状,繰 り返 しによる岡1性低下,残

留変形,微小 (居住性)～小振幅特性

滑 り 。転が り積

層 ゴム支承

滑 り支承
温度上昇の影響 (特 に高摩擦),コ ーティング表面損傷,摩擦

材磨耗

直動転が り支承 転がり疲労,フ レッチング

弾 塑 性 ダ ンパ
鋼材ダンパー 疲労石皮断,他外乱を含む疲労蓄積

鉛ダンパー
温度上昇の影響,ク リープ性状,疲労によるひび割れ・破断

微小 (居住性)～小振幅特性

流 体 系 ダ ンパ
オイルダンパー

温度上昇の影響,シールパ ッキングの損傷,微小 (居住性)～

小振幅特性

粘性体ダンパー
温度上昇の影響,シールパ ッキングの損傷,微小 (居住性)～

小振幅特性
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4,2.耐風安全性の検証

(1)免震部材の耐風安全性の検証は,それぞれの部材の特性 と応答 レベルに応 じて,免震都材

実験結果やそれに基づ く安全性評価法および安全限界に関する知見に基づいて行 うもの

とする。

(2)免震部材の耐風安全性の評価は,それぞれの免震部材の応答状態を表す以下のランク a～

cの 3段階に応 じて行 うものとする。

1)ラ ンク a:

風荷重に対 して免震部材の降伏応力を超えない応答状態であり,安全性検証は簡略的に行

ってよい。地震応答解析用復元力特性における降伏応力より小さな振幅レベルであつても,

小振幅特性 として弾塑性挙動を示す部材においては,ラ ンク bと して扱 うことが望ましい。

■)ラ ンク b:

風荷重に対 して降伏応力を超えるが変動成分に対 して降伏応力を超えない応答状態であ

り,安全性検証を適切に行わなければならない。その際,免震部材に作用する風荷重変動

成分について,その最大振幅値を基に適切な方法により,等価な一定振幅の正弦波繰 り返

し荷重に変換 して,安全性の検証を行 うことができる。

血)ラ ンク c:

風荷重の変動成分に対 しても降伏応力を超える応答状態であり,安全性検証をより慎重・

詳細に行 う。免震層風応答のランクがランク Cの場合,よ り詳細な風荷重が評価 されてい

るので,それを考慮 して評価を行 う。また,風による繰 り返 し変形により力学特性が変化

する可能性がある部材については,そ の変化が十分小さい範囲か,免震建築物風応答評価

に考慮 した力学特性変化が適切かについても判定しなければならない。

なお,オイルダンパーなど流林系ダンパーにおいては併設 されている主要履歴系免震部

材のランクを準用するものとし,併設 される履歴系ダンパーがない場合はランク bも し

くイまcと する。

(3)免震部材に作用する風荷重を等価な一定振幅の正弦波繰返 し荷重に変換する際には,そ の

継続時間および変動荷重正弦波振幅を適切に評価 しなければならない。等価継続時間につ

いては建設地の気象条件による風速の経時変化などを吟味して設定し,風荷重変動成分の

等価荷重振幅については,当該免震部材の評価すべき項目に応 じて,累積疲労損傷度,エ

ネルギー吸収量,累積滑 り変形量などが等価になるよう,別途評価 された風荷重最大値に

低減係数を乗 じて設定する。

(6)ダ ンパー部材の亀裂・ひび吉1れや免震層に大きな残留変形などが生じるなど免震部材の性

能が低下する可能性が予測される場合,あ るいは,風 トリガーやス トッパーにおいて,当

該部材を初期の状態に戻す必要がある場合など,こ れ らに対する対処方法が当該建物の維

持管理計画等において明確にされていなければならない。
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3(付 3)暴風の継続時間

1,暴風の累積的作用の評価

免震部材は弾塑性の性質を活かしたダンパー等が用いられるため,一般的な建築物で実施 され

る部材の最大応力度による安全性照査に加えて,総エネルギー入力または累積疲労損傷度等の

暴風の累積的作用を的確に評価 し,安全性を検証する必要がある。このための風速の継続時間

に関する情報は十分に整理されているとは言い難く,本項では幾つかの文献を参考に,継続時

間の評価方法について解説する。

免震構造物に累積的に作用する風の影響 としては,

1)供用期間中の中弱風

2)年 1度程度の強風 (主 として居住性を評価する,再現期間 1年程度 )

3)稀に生じる暴風 (建築基準法第 87条第 2頂 ,再現期間 50年程度 )

4)極めて稀な暴風 (3の 1.25倍 の風速,再現期間 500年程度 )

等が考えられる。

1)については,過去 10年程度の最寄 りの気象官署の観測記録をフイブル分布等で近似する手

法が環境アセスメン トで風 r呆―境を評価する際に良く用いられ,参考にすることができる。2)に

ついては, 日本建築学会 「建築物荷重指針・同解説 2004」 (以下,荷重指針)等 に掲載されてい

る。また,3),4)については,建築基準法の当該部分によるほか,荷重指針等を参考にするこ

とができる。ただし,こ れ らの うち,供用期間中の累積作用を評価する上で必要な継続時間等

に関する情報を利用できるのは,1)のみであり,2)～ 4)に ついては,別途何 らかの方法でその

継続時間を評価 しなければならない。継続時間の評価については,以下に示す手法を使用する

ことができる。

2.等価継続時間の評価

一つの強風イベン トを対象に,そ の等価継続時間を評価する方法について解説する。

気象官署における観測記録等に基づ く 10分毎の平均風速の時間変化を有する強風イベン ト下

での総エネルギー入力や累積疲労損傷度を考える。等価継続時間は,その強風イベン トの(10

分間平均)最大風速が継続 した場合に,そ の強風イベン トによる総エネルギー入力や累積疲労損

傷 と等価になるような継続時間 為?と して次式により求める
1ち

娩?=β倣′/gy max10          (1)

ここで,身。筋′は強風 1イ ベン トの総エネルギー入力 (ま たは,累積疲労損傷),c〔 /1nax1 0は ,強風

1イ ベン トの最大風速(10分間平均風速)が 単位時間作用 した時のエネルギー入力 (ま たは,累

積疲労損傷)を表す。

身。筋′や g〔ァ1ュiax 10を 求めるには様々な方法が考えられ,特に限定する必要は無い。ここでは,便宜

的に構造物の代表高さにおける設計風速と応答の関係が近似的に べき関数で表わされる場合

が多いことを利用して,以下の様に見積もる。

荷重効果として,累積的な影響を考慮すべき総エネルギー入力,累積疲労損傷度を対象とする。

単位時間(例 えば 10分間)当 たりのエネルギー入力 cは ,運動エネルギーに比例し,運動エネル

ギーは速度応答の 2(=ァタ?』)乗 に比例する。また,速度応答は風速の 2～ 3(=刀7)乗 に比例すると見
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積もられる1ち

β =(,1〔ナ"β
〃V

(2)

ここで,7,?E=2,ηッ=2～ 3程度の値をとる。

一方,単位時間当たりの疲労損傷度 Dは ,SN曲線の両対数表現の勾配(=脇d)と 風速のべき(=ηか

乗に比例する応答変位の変動成分から,風速の陶dヵ′乗に比例すると見積もられる化

D=C2y″ d〃′
(3)

ここで,“d=3程度の疲労曲線で決まる値, 刀′=2～ 3程度の値をとる。

以下では,幾つかの気象官署における強風イベン トに対する等価継続時間の評価例を示す。

これ らの計算例から,最大風速の増加 と共に等価継続時間は短 くなる傾向にある。その値は概

ね 2～3時間程度である。ただし,神戸海洋気象台に見られるような例外的地点もあり,注意が

必要である。

表 1 東京管区気象台観測記録による等価継続時間の値

年月 日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分 )

強風イベ ン ト

“

刀=4.4 ,ηη=9.0

2001年 09月 11日 17.7 51 18 台風 0115号

2004年 12月 05日 17.5 57 20

1997年 05月 08日 15,4 117 31

2007年 09月 06 日 14.9 302 97 台風 0709号

2008年 02月 24日 14。 2 207 71
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ざ 120

60

0 5

０

　
　
０

６

　
　
０

0
10

こちὴ
ェ
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図 1 東京管区気象台における最大風速 賜明 と等価継続時間 娩?と の関係

表 2 神戸海洋気象台観測記録による等価糸匹続時間の値

1997～ 2008年東京管区気象台

η?,?部 .41

■

■ l

い

ア,?刀=9 ヽ
Ｌ

芍

ヽ
　
　
　
ヽ

０

　

」、
。

●
０

年月 日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分)
強風イベ ン ト

η?η=4.4
“
刀=9,0

2009年 10月 08日 25。 1 211 122 台風 0918号

2004年 10月 20日 17.7 239 116 台風 0423号

2001年 08月 21日 17.6 298 1 11 台風 0111号
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2003年 01月 28日 15.8 90 31

2002年 08月 19日 15.5 263 120

2006年 H月 07日 1 5 1 134 50

360
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_ 240
点~  180

礫
ぎ
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60

0
0 6 12    18

ち,体
(111/S)

24    30

図 2 神戸海洋気象台における最大風速 ち ,メ と等価継続時間 駐?と の関係

表 3 鹿児島地方気象台観測記録による等価継続時間の値

600

480

くミ 360

トギ 240

120

10 2格
/s)30

40
D協

,l

図 3 鹿児島地方気象台における最大風速 囁 ,xと 等価継続時間 娩Tと の関係

3.仮想台風による設計用風速時刻歴の生成

台風による暴風時の風速時刻歴を生成する手法について解説する。

風速の時間変化を検討するには,台風シミュレーションのみによる方法も考えられるが,複雑

な地形の影響などがある場合には,再現性の高いシミュレーションは困難である。以下では,

0
0

1997年～2009年

神戸海洋気象台 ■
風速上位6位

/,?ヵ=4.4

■
Ю

．

　
●

．

アタ?″=9.0

●
●

■

年月 日
最大風速

(m/S)

等価継続時間(分 )

強風イベ ン ト
ヵ?刀=4.4 ,,夕 胞=9.0

2004年 09月 29日 31.5 89 46 台風 0421号

1999年 09月 24日 30.8 109 53 台風 9918号

2005年 09月 05 日 28.2 135 50 台風 0514号

2006年 09月 17日 24.4 157 73 台風 0613号

2002年 08月 31日 18.4 510 296 台風 0215号

999～2008年 鹿児島地方気象台

】

Ｌ

ヽ
　
　
　
ヽ

ヽ

■

ヽ

０

7,?η=9,0

0｀｀
'''力

=4.4

ヽL

上位5位  ・
ヽ
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実観測記録をベースに台風モデルに基づくスケー リングを適用 した再現性の高い台風時の風速

を合成する手法を解説する。この手法は,照査対象地点における過去の台風時の風速観測記録

から要素記録を選択 し,その台風の気圧場パラメータが変化 した場合の仮想的な台風時の風速

を求める方法であると

設計対象地点最寄の気象官署等の顕著な台風の観測記録を要素記録 とする。さらに,その台

風の経路情報および気象台における地上気圧観浪上記録から,気圧場のパラメータ (中 心気圧低

下量,最大旋衡風速半径,移動速度等)を同定する。

想定する台風 (以 下,仮想台風)は要素記録の台風 (以 下,要素台風)と 同一の経路をたどる

ものとする。また,仮想台風の中心気圧,最大旋衡風速半径,移動速度等は,要素台風 と異な

る値をとることができるものとする。さらに,要素台風の風速を 暁_。ぅs,仮想台風の風速を とアdノ〃

とし,こ れらの風速は同心円状の気圧場に伴って発生する風速場(要素台風 暁_1ンフ'仮想台風 〔ナνフ)

が,大規模地形や地物の影響 娩ルを線形的に受けた結果であると仮定する。すなわちュ

y¢
_。ぅ。=[ァσ_ル ・βθηソ

。
(4)

(5)

が成 り立つものとする。

さらに,(4)式 の同心円状気圧場の傾度風は台風パラメータから台風モデルを用いて求められ ,

(4)式 ,(5)式に現れる大規模地形,地物等の影響伊ぁ)は 両式で同一と仮定する。(5)式は,次の

様に書き直される。

(6)

一方,風速の時間変化はいわゆる spectral gapよ り長い周期の変動は気圧場の移動で支配され

ると仮定 し,気圧場の位置,移動速度を代表長 さL,代表速度 yに とつて,要素記録の時間ス

ケールから次式で与えられる無次元時間τを介 して仮想台風の時間スケールに変換する。

τ=T/(L/[ア ) (7)

台風モデルとしては,気圧場には Schlocmer5)の モデル,風速場のモデルには Mengら ののモ

デル等を用いることができる。

以下に計算例を挙げる。

鹿児島地方気象台における過去の日最大風速順位 2位の風速を生 じさせた台風 9612号を要素

台風とする。同気象官署周辺は粗度区分 Ⅲ と判断され,測器高さ地上 45mに設計風速(標準状

態,粗度区分 Ⅱ,地上 10m)を 変換 した値 45.lm/sを 目標値 とする。社ial and e∬ orの結果,次 の

2通 りを設定する́ことが出来た。

a)中心気圧低下量 DPを 1.6倍

b)中心気圧低下量 DPを 1.5倍,移動速度 Cを 2,0倍

a),b)の仮想台風時の風速時刻歴を要素記録 と共に図 4に示す。ただし,最大風速発生時が一

致するように図示 している。解析に際 して,台風パラメータは,1時 間毎の同定値を線形的に

内挿 し,外挿する際は最も近い時刻の値を用いた。

a)で は,最大風速発生時の中心気圧低下量 DPは 85.OhPaで あ り,こ れは台風の中心気圧

P√928.hPa(=1013‐ 85)に 相当する。b)で は,最大風速発生時の中心気圧低下量 DPは 79.8hPa

Ъ =ら・ら

y期 =Ψψ/呪 ば 呪_。騰
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で(中 心気圧 933.2hPaに 相当),相当する移動速度 σは 18.4m/sと なった。
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a)中心気圧低下量 1.6倍             b)中 心気圧低下量 1.5倍 ,移動速度2.0倍

図 4 鹿児島気象台における要素記録(9612号 )と 仮想台風による風速時刻歴

4.シ ミュレー トされた仮想台風による風速時刻歴の等価継続時間の評価例

計算例 として,羽 田アメダス(AMeDAS)における仮想台風風速および観測記録に対する等価継

続時間を以下に示す。

東京都内における台風による強風の観測記録 として,2004年台風 22号の羽田アメダス観測地

点における 10分間平均風速時刻歴を用いる。同観測記録は,同観測地点における歴代 1位の最

大風速をもたらしている。

次に,設計での想定として,建築基準法設計風速 /0=34m/s,極稀に発生する暴風 42.5m/s(=1.25

×/0)の条件を設定する。パラメータチューニングの結果,中心気圧低下量 DP倍率=1.83,移

動速度 C倍率=0.5,最大旋衡風速半径 R″倍率=1,0倍 とした。この設定に当たっては,参考文

献 7に示 されるパラメータの感度解析結果を参照した。生成 された風向・風速時刻歴を図 5に

示す。

羽田アメグスにおける台風時の観測記録,ま た図 5の仮想台風による風速波形に対して、(1)

式から求めた等価継続時間を表 4に示す。同じ強風イベン トの風速時刻歴でも、累積荷重効果

を与える風速のべき指数
“
刀が大きいほど,等価継続時間が短く評価される。

“
ηは構造物が風

に対 して敏感な場合に大きな値をとることが予想されるため、一般的な構造物の
“
刀の値に対

して等価継続時間を評価 しておけば、より風に敏感な建物には安全な設定になることが期待さ

れる。
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中心気圧低下量15倍

移動速度20倍
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要素記録

式

IIaneda H=10m,Category Ⅱ
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図 5 気圧場パラメータの調整により生成された仮想台風時の風速時刻歴

地点 :羽 田アメダス,要素記録 :台風 0422,MA―ON

表 4 強風イベン トの等価継続時間

強風イベン ト

等価継続時間 (min。 )

(累積荷重効果を与える風速のべき指数
“
η)

傲η=の 1 徽η=り 1 徽771の

仮想台風による風速(図 5) 64. 49 40.

羽田アメグス T0422

最大風速 :29m/s(図 5の要素記録)

33 25 21

羽田アメグス T0709

最大風速 :27m/s
146. 83 54.

5,注意事項

① 最終的な安全性を検討する場合は,強風のみならず,他の荷重効果による累積的影響を

評価する必要がある。

② 継続時間の評価に当たつては,単二の強風イベントについて考慮することはもとより,

引き続き同じ免震部材を使用し続ける場合は,供用期間における累積的な影響も考慮す

る必要がある。その際には;後述する付4ま たは参考文献2),8)が 参考となる。

③ 風速と応答の関係が単純なべき関数で表わされない場合は,別途検討する必要がある。

後流渦による共振効果が顕著な場合,免震部材の特性が大きく変化する場合等がこれに

相当する。ただし,疲労損傷度は強風時の影響が非常に支配的であるので,設計風速で

考慮する風速範囲で仮定を満たしていることを確認すればよい。

④ 上記の評価手順の一部を,最新の研究による,さ らに高い予測精度の台風モデルや応答

予測モデルで置き換えることは可能である。

参考文献

1)松井 :強風イベン トの等価継続時間,吉江,風速と速度応答の関係,耐風設計部会資料,日

本免震構造協会,2010

2)松井,田 村,風応答による構造部材の累積疲労損傷特性 ,日 本建築学会大会,B‐ 1,pp.277‐278,

2008

3)松井,大熊,田村,経験的風況特性を用いた仮想台風による風速時刻歴の生成方法,日 本建

築学会大会,B‐ 1,pp.H5-116,2009

4)鈴木,竹中,近藤,飯場,大熊,松井,高層免震建築物の風応答時>1歴解析による検討(そ

の 3), 日本建築学会大会,2011(投稿中)

5)SchiOemer,R.恥 1(1954)Analysis and synthesis of huFiCane wind pattems over Lakc Okechobee,

Florida.Hydromet.Report No.31

6)Meng,Y,Matsui,M.and Hibi,K.(1997)A numcrical study ofthe wind tteld in a typhoon boundary

layer,Joumal ofヽVind Engincering and lndustrial AerodynaHics 67&68,437‐ 448
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7)Matsuiク M.,Ohkuma,T.and Tamura,Y(2010),Evaluation of time history of design wind specds

using typhoon lnodel and empirical wind characteristics,34th IA]3SE Symposiu■ l on large structures

and infrastructures for environmentally constrained and urbanized areas,Venice ltaly.

8)安井,大熊,吉江,鶴見,供用期間における暴風の累積作用時間の簡易評価方法 その 1.

～2., 日本建築学会関東支部研究発表会,2012
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4.(付 4)暴風の累積作用時間の簡易評価方法

1. はじめに

暴風の累積的な作用効果を評価する際にその対象 となる暴風としては、付 3において取 り上

げた 1つの強風イベン トの他に、ある期間における全暴風が考えられる。ここでは、照査の対

象期間とい う意味で照査期間と呼ぶこととする。また、後述するように、ここで対象とする暴

風は台風だけでなく台風以外を要因とする暴風も含み、その再現期間は 1年～500年 と広範囲

の強さをもつ風を含んでいる。その意味では暴風 と呼ぶ程には高い風速ではないものも含まれ

るが、ここでは、これら全てを含めて暴風と呼ぶこととする。

ここでは、文献 1)92),3)の 考え方を参考に提案 されている暴風の累積作用時間を簡易に評価す

る方法
4)を

示す。ただし、ここで評価 される風速は年最大級の風速のみであり、日常的な風の

作用時間は含まれない。照査期間が長い場合や免震部材の疲労特性によつては、日常的な風速

を含めた累積作用時間の評価が必要となる場合も考えられるので、留意が必要である。

2.簡易評価方法の概要

照査期間における暴風の累積作用時間の簡易評価方法は、以下の 2つの簡易評価方法により

なっている。なお、この簡易評価方法は、伊豆諸島,薩南諸島,大東諸島,先島諸島および小

笠原諸島を除く日本全国について適用できる。

① 照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法

② 暴風の風速の時間変化の簡易評価方法

2.1 照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法

照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法は、「建築物荷重指針・同解説(2004)日 本

建築学会」(以降、荷重指針 と呼ぶ)を用いるものである。手順は以下の通 りである。

① 照査期間Ⅳ年におけるデ番 目に大きな暴風の再現期間 r年の評価には、修正 Janscn&

Frank法および Hazenプ ロットに基づく経験的再現期間を用いる。ただし、 ,,夕 は年平

均暴風数である。
'1 冷=Ⅳ/0-0.5)  O=1,… ッⅣ)            い 4-1)

② 再現期間′年の最大風速峰 は荷重指針の基本風速 yO、 再現期間 500年 の風速 y500お

よび再現期間換算係数 ん′ψより算定する。

y′ =υO転ν                            (付 4-2)

た′ψ=0.63似y-1)ln r_2.9允 υ+3.9(付 牛3)

九υ=〔ナ500/〔アo                            (付 牛4)

これらの式で表わされる上位 Ⅳ個の再現期間は 2Ⅳ 年から約 1年に相当し、年平均の暴風数

脇が 1以上であれば、これらの式で表わされる再現期間は年平均の暴風数
“

に依存しない。し

たがって,照査期間Ⅳ年におけるデ番 目に大きな最大風速〔ナ河の経験的再現期間冷が式(付 4… 1)

によつて得 られるので、その結果を荷重指針による(付 4-2)～ (付 4-4)に 代入すれば、順次最大

風速が得 られることになる。

前述 したように、照査期間Ⅳ年における 1番 目に大きな最大風速の経験的再現期間は 2Ⅳ 年

に相当する。ことから、照査期間が 250年未満の場合には「極めて稀に発生する暴風」は含ま
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れないことになり、「極めて稀に発生する暴風」に姑する安全性の検証と累積疲労損傷度に対す

る安全性の検証に不整合が生 じる。 しかしながら、設計の観点からみた場合には、照査期間が

250年未満であっても、照査期間に発生する全暴風に加えて、少なくとも 1つの 「極めて稀に

発生する暴風」による累積疲労損傷度に対する安全性が担保 されなければならない。そこで、

ここで評価する累積作用時間は、照査期間が 250年未満の場合でも、照査期間N年に発生する

全暴風に加えて 1つの「極めて稀に発生する暴風」を加えた累積作用時間とする。

2.2 風速の時間変化の簡易評価方法

暴風の風速の時間変化の簡易評価方法は、台風シミュレーション結果から再現期間 1年～500

年の風速の時間変化を抽出し、台風の最大風速に対する風速比一時間の関係をモデル化 したも

のであり、以下のような手順による。

① 対象地点の緯度θ∬(° )をパラメータとし、時間変化を表わす係数を式(付 4‐ 5)よ り算

定する。

Cl=min← 0.532+0.0192θⅣ,0,217)                     (付 牛5)

C2=min← 0.444+0.0210θⅣ,0.375)                     (付 牛6)

② 係数 Cと お よび C2の場合には式 (付 牛7)で風速比 /[デ O)一 時間チ(h)の 関係 を評価す る。

勺O)=t+Clチ1/Exp修 2チ

070)                         (付 牛7)

③ 先に算定した各暴風の最大風速に式(付 牛9)あ るいは式(付 4-10)を 乗じて、10分毎の風

速を算定する。

東京における式(付 牛9)と 台風シミュレーション結果を比較して付図 4-1に示す。

r

０

　
　

０

　
　
０

　
　

０

〔ア

6 12

チ(h)

東京

18     24

付図 4-1 簡易評価法と台風シミュレーション結果による風速の時間変化の比較事例

3.算定例

以下の条件について、簡易評価方法による照査期間の累積作用時間の算定例を示す。

建設地点    :東 京 (緯度 :35.6° )

地表面粗度区分 :Ⅲ の平坦地  Zc=450 m   α=0.2

基本風速 yO  :38m/s    y500=43m/s

照査期間Ⅳ   :100年
建物高さ    :80m

式(付4-7)

!ヽf
■ _l

ンシミュ ―ショ風

3.1 照査期間の暴風の最大風速の算定例
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ここで評価する暴風は、照査期間Ⅳ年中における上位 Ⅳ個の暴風と 1つの再現期間 500年 の

暴風とする。

照査期間Ⅳ年中の建物頂部におけるデ番 目に大きな暴風の最大風速は、前述の式(付 牛1)～式

(付 牛4)と 、荷重指針における風速の鉛直分布係数どの基準高さ打における値β〃を考慮するこ

とで順次算定できる。

例えば、1番 目に大きな最大風速は、以下のように算定される。

埼=VO-0.5)
=100/t-0,5)

=200年

免υ=43/38           
た

'ψ

=0.63似 y~1)ln吟 _2.9免υ+3.9

=0.63× t,132-1)× ln(200)-2.9× 1.132+3.9
=1,132

=1.058

β打=1・7× l〃″ち)α

=1.7× 180/450)020

=1.203

〔ア声=こナ0た翻             〔ァ〃:=こナr,ど打

=38× 1.058                      =40.2× 1.203

=40,2湖s                       =48.4■ ys

照査期間の暴風の最大風速の算定結果を付表 4‐ 1に示す。

付表 4-1照査期間における暴風の最大風速

こ′

51,7

48.4

留 .2

42.3

41.0

40,0

39.3

38.6

38.1

37.6

37.2

97 28.4

98 28.4

99 28.3

100 28.3

3.2 暴風の風速の時間変化の算定例

暴風の時間変化を表わす式として(付 牛9)を用いる。検討地点の緯度より暴風の最大風速に対

する風速比は以下のように表わされる。

〔ナ500

2

3

4

7

5

6

8

9

10

r,(年 ) 々 〔ナ声 (lrys)

500.0 1,132 43.0

200.0 1.058 40.2

66,7 0。967 36.7

40.0 0。924 35。 1

28.6 0.896 34.1

22.2 0.875 33.3

18.2 0.859 32.6

15,4 0.845 32.1

13.3 0,833 31.7

11.8 0.823 31.3

10.5 0.814 30。 9

■0 0.621 23.6

1.0 0.621 23.6

■0 0,620 23.5

hO 0.619 23.5
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CI=min← 0.532+0.0192θⅣ,0.217)

=min← 0.532+0,0192× 35.6,0.217)

=0.152

C2=mh(-0.444+0.0210θ Ⅳ,0.375)

=min(-0.444+0.0210× 35.6,0.375)

=0.304

rこ/O)=O+σ lチ 1/ExplC2´
070)

=O+0.152r1/ExpO,304r070)

y〃
O)=とナ汀lttO)

前節付表 4-1に 対応 して風速の時間変化を算定した結果を付表 4-2に示す。

付表 4‐ 2 照査期間の暴風の時間変化

す(h)

23.833

14.6

13.6

12.5

lL9

lL6

lL3

11.1

10.9

10.7

10.6

10.5

97

98

99

100

3.3 暴風の累積作用時間および等価累積継続時間の算定例

風速のビンを lm/sと して、暴風の累積作用時間および等価累積継続時間を算定する。なお、

ここでは、照査期間における累積疲労損傷度 と等価 となる「極めて稀に発生する暴風」の等価

な継続時間を等価累積継続時間と呼ぶこととする。また、風速の中央値が yμ′で累積作用時間

T々 である場合の等価累積継続時間ろ?″ は、「極めて稀に発生する暴風」の建物頂部における風

速を y打
,/=500、 削刀=9と すると、以下のように算定できる。

T留
,そ=身 l[ブ財/y〃″=500)"〃

前節付表 4‐ 2に対応 して算定した暴風の累積作用時間および付 3に示した等価累積継続時

〔ア

2

3

[ア500

4

5

10

6

7

8

9

8.0

8.0

8.0

8.0

0 0.167 0.333 0.500 0.667 23.500 23.667
[′〃′

(111/S)

14.751.7 51,7 48.7 47.2 46.2 45.3 14.8

審 。1 43.2 42.4 13.9 13.748.4 48.4 45.5

44.2 44.2 41.6 40.3 39,4 38.7 12,7 12.6

42.3 42.3 39,7 38.6 37.7 37.0 12.1 12.0

1■7 1■741.0 41.0 38.5 37.4 36.6 35。9

40,0 37.6 36.5 35。 7 35。 1 11.5 1■440,0

39。 3 39,3 36.9 35.8 35.0 34.4 li3 1■2

38.6 38.6 36.3 35,3 34.5 33,9 11.1 1■0

34.0 33.4 10。 9 10.838.1 38.1 35。 8 34,8

37.6 37.6 35。 4 34.3 33.6 33.0 10.8 10。 7

37.2 37.2 35.0 34.0 33.2 32.6 10。 7 10.6

26.7 25,9 25.4 24.9 8.1 8.128.4 28,4

28.4 28.4 26,7 25,9 25.3 24.9 8.1 8.1

28.3 28,3 26.6 25.9 25.3 24.8 8.1 8.1

28.3 28.3 26.6 25.8 25.3 24.8 8.1 8.0
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間の算定結果を付表 4‐ 3に示す。なお、同表では、「極めて稀に発生する暴風」とそれ以外の

暴風に分けてそれぞれ算定した結果を示 している。

同表の最下段の合計に示すように、疲労損傷度の観点からみると「極めて稀に発生する暴風」

は、再現期間 500年の風速が約 1時間連続 して吹いた場合 と等価 とな り、「極めて稀に発生する

暴風」を除く照査期間 100年の全暴風は「極めて稀に発生する暴風」の約 3個分に相当するこ

とになる。

付表 4-3 暴風の累積作用時間と疲労損傷に関する等価累積継続時間

こア
,た

合計

(前S)
等価累積継続
日寺間(mh)

10.0

10,2

5.9

7.5

00

203.0
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4,0

49
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47
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45

5.4
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う
々

刀
付

41

40

2

l

合計

極めて稀に発生する

暴風

極めて稀に発生する

暴風以外の暴風

累積作用
日寺間(mill)

等価累積継続
時間(mり

累積作用

時間(min)

等価累積継続
日寺間(min)

累積作用
日寺間(mね)

10 10.0 0 0.0 10

0 0.0 0 0.0 0

0 0,0 0 0.0 0

10 5.9 0 0.0 10

0 0.0 10 4.9 10

10 4.0 0 0.0 10

10 3,3 0 0.0 10

20 5.4 10 2.7 30

10 2.2 20 4.4 30

20 3.6 10 1.8 30

30 4,4 40 5つ 70

20 2.4 30 3.5 50

30 2.8 50 4.7 80

0 0.0 0 0.0 0

0 0,0 0 0.0 0

56.3 1467
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5.(付 5)免震層の簡易風応答評価方法

1.は じめに

風外力には平均風力が存在 し、継続時間が長いといつた地震力 とは異なつた特性がある。こ

れ らの風外力の特性によつて、免震部材に無視 し得ない大きさでクリープ変形が生 じる場合が

あることが近年の研究によつて明らかになってきている
1)。

ここで示す簡易風応答評価方法は、このクリープ変形を考慮 した免震建物の簡易な風応答の

評価方法である。

2.ク リープ性を有する免震部材のクリープ特性
2),3)

クリープ性を有する免震部材のクリープ特性の実験事例を示す。

試験体は直径 φ500mmの鉛プラグ入 り積層ゴムで、その降伏荷重相当のせん断力 2Jは 66kN

である。実験は、面圧 σ=12 MPa一定とし、一定水平荷重(2=22,33,44kN)を 載荷 した後、正弦

波水平荷重(Z2=22,33,44kN、 周期 3秒)を連続 2時間に渡つて加振 したものである。実験より

得 ら れ た 水 平 変 位 ― せ ん 断 力 の 関 係 を
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付図 5-2に示す。なお、同図に示す履歴線の破線部分は一定荷重か らの最初の 1/4サイクル分

に相 当す る。また、同図にはゴムのみの剛性 を考慮 した場合の水平変位 一せん断力 2′ 関係 も併

せて示 している。
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付図 5‐ 2 鉛プラグ入 り積層ゴムの一定水平力+正弦波荷重に対する復元力特性
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同図に示すように、水平変位は時間の経過 と共にクリープ変形によって増加 している。載荷
荷重が降伏荷重相当値の 500/。 を超える場合の平均水平力に対する水平変形は、ゴム剛性のみを
考慮 した場合の釣 り合い点と概ね一致 している。

3.簡易風応答評価方法

免震シス冴ムは、以下の 4種類の免震部材の全てもしくは積層ゴムを含むそれ ら一部の組合
せで構成 されると仮定する。

・積層ゴム

・ クリープ性を有 しない弾塑性ダンパー(鋼棒ダンパー、摩擦ダンパー、滑 り支承など)

・ クリープ性を顕著に有する弾塑性ダンパー(鉛 ダンパーや鉛プラグ入 り積層ゴムの鉛プ
ラグ、錫プラグ入 り積層ゴムの錫プラグなど)

・流体系ダンパー(オィルダンパーなど)

ここにい う「クリ‐プ性を顕著に有する」 とは、そのダンパーが風荷重の平均成分に対 して
全く抵抗できないと仮定できることを意味 し、各種の免震部材は風荷重の平均成分および変動
成分に対する特性によって付表 5-4の ように分類できる。

付表 5‐ 4 各免震部材の風荷重に対する特性

免震部材の種類 平均成分 変動成分
積層ゴム

有効 有効

クリープ性のない弾塑性ダンパー 有効 有効

クリープ性の顕著な弾塑性ダンパー 無効 有効

流体系ダンパー
無効 有効

4.評価事例

ここでは、天然ゴム系積層ゴム、鋼棒ダンパーおよび鉛ダンパーの 3種から構成 される免震
システムについて取 り上げる。各部材のスケル トンカーブを付図 5‐ 3に示すように、積層ゴ
ムは弾性、鋼棒ダンパーと鉛ダンパーはバイ リニアである・とする。

娩言β慄 ∫ゝ て2L βL【lL

てR lS lL

2σ 2

助翫

/

積層ゴム 鋼棒ダンパー 鉛ダンパー

付図 5‐ 3 部材のスケル トンカーブ

風荷重は、平均荷重 2,″ と最大変動荷重 2′ を有 し、その最大荷重 2maxは 21nax=2″ +2′ であ

ズ  務 /  軌
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るとする。 さらに、免震層最大変位は、平均荷重 2″ による平均変位 /″ と最大変動荷重 2′ に

対する最大変動変位 χ′からなり、最大変位 /maxは /max=/p+χ′で評価できるものとする。

このような仮定により、平均荷重 2"と 最大変動荷重 2'に対する釣 り合い式は、各部材の状

態に応 じて 5組に分類され、それぞれ以下のように表わされる。この 5組の釣 り合い式をそれ

ぞれ解 くことで、最大変動変位 労′、平均変位 /″ および最大変位 /in露 =/ヵ +χ
′が得 られる。

(1)鉛ダンパーも鋼棒ダンパーも降伏を経験 していない状態

2′ =|(R+て ls tt Klと >′

2′″=征R+KIslズ
"

なので、

(付 5-1)

(付 5‐2)

χ
′
=

σ
′

(付 5-3)
て.+ては 十Klと

2"
てR+Ffls

(付 5‥4)

ただし、χ′<δ
)を
,/max=/"十 χ

′
<δパ

(2)最大変動荷重によつて鉛ダンパーも鋼棒ダンパーも降伏 しないが、鋼棒ダンパーは降伏

の経験がある状態

2′ =|(資 十Kls+Klと >′                       (付 5‐ 5)

2"+2′ =KR1/"十 χ9+2パ +κ 2Slχ
"+χ

′
一

鶉 )+KlLχ
′
        (付 5-6)

なので、

χ′=  2′                       (付 5‐ 7)
K賀 +KIs+KlL

ろ =        い 瑚

ただし、χ′<δ
,を '/max=/"十 χ′≧δパ

(3)最大変動荷重によって鉛ダンパーのみ降伏 し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がない状態

2'=lて父+(ls>′ +2ガ +K2を佳
′~ゼ税)                 (付 5-9)

2"+グ =はR+て lsX/μ +ガ)+2メ +K2Lは ~功
) (付 5‐ 10)

なので、

′ 2′ -2),上 十ЖЪttσ ),上

KR+て ls+K2L
(付 5‐ H)

/

χ

為=

ただし、χ′≧δ
)と
,/max=/"十 χ′<δパ
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(4)最大変動荷重によつて鉛ダンパーのみ降伏 し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がある状態

グ=|てR+K澪 >′ +σ元十(2Lは ~軌
) (付 5‐ 13)

2胸 +グ =【R1/"十 ガ)十 鏃
+(2Slχ

"十
χ
′
一
鶉 )+助 十K2L佳′~勒 ) い 5‐ 14)

なので、

た
て R+【 ld+K2と

/
2max-2),s-2)と +K2Sδ ),Is+K2Lδ ),上

~lκ
R+て 2S+κ 2Llχ

′

(付 5-16)
K父 十 κ 2S

ただし、χ:≧ δ
),と

,χ
′
<δ),s,/max=ズ"+χ

′≧δパ

(5)最大変動荷重によって鉛ダンパーおよび鋼棒ダンパーが降伏する状態

グ=【父/+2が キ【2d位
~鶉

)+2メ +K2を は~功
)

2ヵ 十グ =Ktt1/独 +χ
′
)+2パ 十て2SCF″ +χ

′
―

鶉 )+2ガ +K2を は
~れ

)

χ,=2′
-2,,s-2),と +K2SδノS tt K2Lδ メ

K父 十K2d+K2と

2max-2),s-2)l上 十K2Sδ +K2を δ ―|て資十K2S tt κ
2と >′

(4同
「5-20)

κR+k:2S

ただ し、 χ′≧δノを' 
χ′≧δノS

ここでは、以下の様な免震層の降伏せん断力係数が 0.03で 、鋼棒ダンパーと鉛ダンパーの降

伏せん断力の比が 1:1である免震建物についての計算例を示す。なお、この計算例は最大風荷

重が与えられた時にクリープを含めた最大変形を算定するもので、最大風荷重が免震層の降伏

せん断力の 3倍までの計算例を示す。なお、ガス ト影響係数 CDは荷重の大きさに関わらず一

定とし、その値を2と する。付図 5-3に免震層のスケル トンカーブを示す。

(付 5‐ 15)

(付 5‐ 17)

(付 5-18)

(付 5-19)

χ
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付図 5-4 検討対象建物の免震層のスケル トンカーブ

付図 5-5お よび付表 5-5に 最大せん断力 と免震層の変形の算定結果を示す。付表 5-51こ

示す太字の数値が各状態の条件を満たす算定値で、付図 5-5は この数値を図化 したものであ

る。同図は、荷重が与えられた時の変形を算定した結果を表示しているため、横軸に荷重を縦

軸に変形をとつている。なお、同図にはクリープを無視した場合の最大変形も併せて示 してお

り、この線は付図 5-4の免震層全体のスケル トンカーブを縦軸と横軸を交換したものと同じ

ものである。また、同図の右側の図は左イ貝lの 図の一部を拡大表示したものである。

この計算例では付表 5-5に示すように、条件(3)で ある「最大変動荷重によつて鉛ダンパー

のみ降伏 し、鋼棒ダンパーは降伏の経験がない状態」は出現していない。文献 2)に示すように、

鋼材ダンパーと鉛ダンパーの降伏せん断力が9:1であるような場合に条件(3)は 出現する。また、

図の最大変位とクリープを無視した最大変位の差がクリープ変位である。

積層ゴム

`岡

棒ダンパー
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７
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付図 5-5 最大せん断力に対する免震層の変形

本図は、荷重が与えられた時の変形を算定した結果を表示 しているため、

横軸に荷重を縦軸に変位をとっている。
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付表 5-5 免震層のせん断力 と変形の算定例

せん断力(kN)

σ

0

2,100
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2,700

3,000

3,150

3,450

3,750

4,350

/m ax

ユ
ω
Ю

*太
字の数値が各条件を満たす変形

(ア D
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ム「資十【2s
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6(付 6)免震層の風応答評価例

付 6.免震層の風応答評価例

1.検討建物概要

検討建物は,超高層集合住宅の基礎免震構造建物 とし,風荷重に対 して免震層がランク B

以下, となるように設計する方針 とする。

具体的には,告示による極めて稀な暴風時の風荷重の平均成分 と,荷重指針による再現期

間 500年 の風直交方向風荷重の最大値に対 して鋼棒ダンパーの降伏変形以内となるように

免震部材を設計する。

上部構造は,地震・鳳に対して弾性範囲内に留まるものとし,上部構造についてはここで

は検討を省略する。

1)建物諸元

・建築物用途   :住 宅

・構造種別    :RC造 (基礎免震構造 )

・建設地     :東 京都 23区内

・建物形状    :付 図 5,1参照

階高 :基準階 3.5m× 21層 , 1階 5m(22階建て),地下階なし

。上部構造の 1次固有周期 :Tul=1.6sec(=0,02H)

。重量 :各階 16400N/m2, 1階 20000N/m2  → Σw=245000kN

(中 柱=約 14000kN,外 柱 =約 8500にN,隅柱 =約 5000kN)

白

ヨ

・建物高さ

・建物の幅

β ・建物の奥行き
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打

付図 6.1 検討対象建物概要   付図 6.2 略床梁伏図 付図 6.3 免震部材配置

2)免震層諸元

・各部材の力学的特性

付表 6.1 天然ゴム系積層ゴムアイソレータ

水平剛性 (kN/cm) 15N/mm2相 当軸力 (kN)

NRB H00φ 14.1 14210

尊
尊

Ｈ
Ｈ

Ｈ
Ｈ

付表 6.2 鉛プラグ入 り積層ゴム
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切片荷重

Qd(kN)

1次剛性

(kNんm)

2次剛性

(kN/cm)

降伏変形

δy(Cm)

15N/mm2相

当軸力

(kN)

LRB900 φ

鉛プラグ径 200φ
250,4 182.07 14,01 1.49 9070

付表 6.3 免震ダンパー

・免震層の復元力特性

a)積層ゴム部分の弾性剛性 KI=351。 l kN/cm

b)鋼棒ダンパー

1次剛性   KsDl=1328 kN/cm

2次剛性   KsDl=23.OkNん m
降伏荷重   QySD=3712 kN

c)LRB鉛プラグ

1次剛性   KLDl=2689 kN/cm

2次 剛 性   KLDI=O kN/cm

降伏荷重   QyLD=4006 kN
d)免震層全体

1次剛性   Kl=4368 kN/cm
2次剛性   K2=1679 kN/cm
3次剛性   K3=374.l kN/cm

第 1折れ点荷重,変位 Ql=6508 kN,

第 2折れ点荷重,変位 Q2=8700 kN,

(T=1,50sec)

(T=5.14scc)

δ yl==1.49 cm

δ y2==2.80 cm

3)振動解析モデル諸元

付表 6.4 振動モデル諸元

降伏荷重

Qy(kN)

1次剛性

(kN/cm)

2次剛性

(kN/cm)

降伏変形

δy(Cm)

鋼棒 ダンパー

(SUD50× 8)

464 166 2.88 2.80

質点名 質点高さ (m) 質量 (kN・ sec2/cm) せん断ばね (kN/cm)

M10 76.19 22146 3485

M9 68.57 22146 6621

M8 60.95 22146 9409

M7 53.33 22146 11848

M6 45,71 22146 13939

M5 38,09 22146 15682

M4 30.47 22146 17076

M3 22,85 22146 18121

M2 1523 22146 18818

Ml 761 22146 19167

MB 000 23544 免震層による
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付図 6.5 上部構造のモー ド形付図 6.4 振動解析モデル

2.建設地点とその周辺の地表面状況

・建設地点は東京 23区内の平坦な地域とし,周 囲には中建物が数多く建ち並んでいる。

・地表面粗度区分はⅢとする。

3 .応答評価の方針

冒頭でも説明したとお り本算定例では,上部構造は地震・風に対 して弾性範囲内に留まるも

のとし検討を省略する。

(1)検討は,極めて稀な暴風時の風荷重に対 して行 う。

(2)風荷重の算定は,建築基準法を基本 とし,風直交方向など建築基準法では評価 されない荷

重については日本建築学会 「建築物荷重指針」
1)(以

下 「荷重指針」)1こ よる。

荷重指針の算定は再現期間を 500年 とし,風向係数 KD=1・ 0と する。

(3)免震層の風応答の評価は,風方向は免震部材のクリープ変形を考慮するため 「付 5.免震

層の簡易風応答評価方法」によつて評価する。風直交方向は,風荷重の平均成分がゼロで

あり,ク リープ変形を考慮する必要がないと考え,免震層の復元力特性 (ク リープ無視 )

上での力の釣合から評価する。

(5)風方向と風直交方向の風荷重の組み合わせは,荷重指針による。この場合,風方向の風荷

重も荷重指針による。

4.建築基準法による風荷重の算定

1)建築基準法による風荷重 (W)の 算定 : W=Cf・ q・ A
・告示基準風速  :VO =34m/s
・粗度区分    :Ⅲ  →Zb=5m,ZG=450m, α=0.20

∴ Er=1.7(H/ZG)α =1・ 7・ (80/450)020=1.203

Gf=2.1(H>40m)

３０

　

　

　

２０

　

　

　

１０
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よつて,E=Er2.Gf=3.041
・風力係数    iC<z)三 角柱の風上側風力係数―風下側風力係数より

=0,81(z(z)― (-0.4)

kZ(Z)=(Zbノ /H)2。  (z≦ zb),(Z/H)2α (z>zb)

2)荷重指針による風荷重の算定

・荷重指針基本風速    :U100 =38m/s,U500 =43m/s
・再現期間換算係数    :krw =1,13
・風向係数        :KD =1・ 0

。地表面粗度区分     :Ⅲ  →Zb=5m,ZG=450m, α=0.20

∴ 風速の鉛直分布係数 Er=1,7(H/ZG)α =1・ 7・ (80/450)020=1.203

・ 設 計 風 速     :UH =U100。 KD・ Er・ krw  =51.7m/s

・風力係数    :C<z)=角 柱の風上側風力係数―風下側風力係数より

=0.8kz(z)― (-0.5)(D/B≦ 1)

他(Z)=(Zb/H)2α   (z≦ zb)

=(z/H)2。   (zb<Z<0.8H),
=0.82α      (z≧ 0.8H)

・振動モー ド補正係数は,付図 6i5に示す免震層を含む建物の振動モー ドをμ=(z/H)β ,

β=0.4で近似 して算定した。

・構造減衰は,免震層を含めて,風方向・風直交方向・捩れのそれぞれ 20/0と した。

算定した免震層での層せん断力 QBを下表に示す。

付表 6.5免震層での風荷重算定結果

※「AIJ」 は荷重指針にもとづく再現期間 500年風荷重。

(風直交方向 )

平均成分 )

硼

‐００００

８０００
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枷

剛
0

2 4 6

付図 6.6 免震層の復元力特性

QB 最大値(kN) 平均 (kN) 変動 。最大 変動 rms(kN)

告示 (極稀 ) 6589 3138 3451

AIJ風方向 500年 6277 3374 2903 1248

AIJ風直交方向 500年 6217 0 1764

――……積層ゴム

―――免震層全体
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5.風荷重による風応答評価 (簡易評価法 )

風荷重に対する免震層の変形を求める。風方向は簡易応答予測手法 (付 5参照),風直交方向は

クリープ無視の免震層の復元力特性上での最大荷重との釣合から求める。

1)風方向

付 5の方法から,最大荷重 Qmax=6589kN(う ち,平均成分 =3138kN)イこ対 して ,

免震層の最大変形    δ max=2.66cm,(残 留変形 =1.15cm)
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ｏ
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熙
凹
腿
斌
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0    21000   
切盤層せん断fぱ鳥!   8,000   10,000

付図 6.7 簡易応答評価法による風方向風荷重に対する免震層の変形
注)本図は,荷重が与えられた時の変形を算定した結果を示しているため,横軸に荷

重,縦軸に変位をとっている。

2)風直交方向

Qmax=6217kN < 第 1折れ点荷重 Ql=6508 kN(δ  yl=1.49 cm)

よつて,免震層の最大変形   δ max =Qmax/Kl(免震層全体・1次剛性 )

=6217 kN/43681(N/cm

=三 1.44 cm

3)捩れ方向

荷重指針による免震層での捩れモーメン ト wMz=26760kN・ m
免震層の捩れ剛性 (すべて弾性時)   KR=88169000 kN・ m/rad

免震層の最大捩れ角   θ=0.00030 rad

捩れによる最外周積層ゴムの変位 Rδ ma文 =0.51cm

6.時刻歴風応答解析

・検討用の風力時刻歴波形は,荷重指針による風方向,風直交方向の変動風力のパワース

ペク トル密度をもとに,高 さ方向の空間相関を仮定して三角級数モデルを用いて作成し

た牝 付図 6.10に 変動風力のパワースペク トル密度を,付図 6.11に 1次モーダル風力の

時刻歴波形例を示す。

・時刻歴波形は 1ケースにつき約 800秒で 30ケース発生させ,先頭の 50秒に cOs関数に

よるテーパーをつけている。応答解析の評価は 100～700秒の 600秒 間を対象 とし,30ケ

― 最大変形(ク リープ考慮時)

一
平均変形(ク リープ考慮時)

―プを無視した最大変形―― ク
ゴ
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―スのアンサンブル平均により行った。

・平均風力に対するクリープは,平均成分ありの変動風力による時刻歴応答解析結果に,

「付 6.5節 風荷重による風応答評価 (簡易評価法 )」 で求めた免震層の残留変形を加え

ることで評価する。

・本節では,時刻歴風応答解析により,1)応答結果 と簡易評価法との比較,2)免震部材 (ダ

ンパー)の疲労評価の例示を行 う。

01
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Ｎ（〓
≡
口
・
ェ
σ
）＼
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∽
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0.001       0.01        01          1
f・ B/UH

付図 6.10 検討用変動風力のパワースペク トル密度 (1次モ‐グル風力 )
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付図 6.H 検討用変動風力波形例 (1次モーダル風力 )
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付図 6.12時刻歴風応答解析結果による免震層応答変形―層せん断力関係

付表 6.7免震層最大応答 (風方向はクリープ変形考慮後 )

免震層最大変形 δ max 免震層最大応答せん断力(kN)

風方向 2.63 6315

風直交方向 1,60 6522

7.ま とめ

指針の理解を補助するため,耐風設計の項 目についての例題を示 した。今後,ダンパーの疲

労評価例や,参考として地震応答解析の結果を追加する予定である。

参考文献

1)日 本建築学会 :建築物荷重指針・同解説(2004),2004年

2)大 熊武司他 :動的天秤テ―゙夕を利用した高層建物の時刻歴風応答解析 (そ の 1～ 4),日 本建築学会大会学術

講演梗概集,構造 I PR63‐70,1992.9

140



5.施工部会

1.JSSI免 震構造施工標準の改訂 (2013年版 )

施工部会では、免震構造の施工品質確保を目的とし、最新の情報に基づいて、」SSI免震構造

施工標準 (2013年版)の改訂に取 り組んでいる。昨年は、東北地方太平洋沖地震が発生 し、大

きな被害がもたらされたが、多くの免震建物では免震性能が発揮され、その安全性があらため

て確認されている。 しかしながら、免震層の大変形によりEXP.」 や耐火 目地等の細部において

不具合が報告されることとなった。今回、既存の免震建物が施工上の不具合に起因して問題が

発生したとい う事例は報告されておらず、現状では、最低限の設計性能を保障できる施工、品

質確保が実行 されているものと考えられる。免震構造の施工 (技術)方法は、試行錯誤を繰 り

返 しながら着実に進んでいるが、3回 目の改定で新たに盛 り込む内容はそれほど多くはなくな

つてきている。今回は、設計上で問題 とされているクリアランス、EXP.」 に関する記述を追加

するほか、最新情報に基づいて各章の見直しを行っているδその他、「免震工事施工計画書」「免

震工事品質管理表」の雛型を作成 してお り、今後、免震工事を手掛ける施工者の品質管理への

一助 となるよう、作業を進めている。

2.改訂の概要

現在、施工都会において、進めている改訂概要は以下の通 りである。

2章 品質管理

・免震工事施工計画書の作成ガイ ド (雛型 )、 QC工程管理表

3章 製作管理

・免震部材の品質管理・判定基準の修正

・エキスパンションジョイン トの製作管理、性能確認について追記

5章 仮設計画

・堺場の工夫等の紹介

6章 免震層の施工

・施工写真の刷新

・ベースプレー ト下部充填工法、充填性確認試験に関して追記
。エキスパンションジョイン トの施工について追記

8章 施工時検査

・解説文の修正、追記

9章 竣工時検査

・解説文の修正、追記

10章 施工上の留意点

・コンクリー ト躯体の収縮について追記

・ケガキ板の仕様
。中間階免震の免震スリット、耐火 目地について

。スベ リ支承の耐火被覆の認定について

その他、各章の文章、写真を見直して刷新を図る予定である。
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3.主な改訂内容 とポイン ト

1章

2章

3章

4章

8章

付録

立早
　
圭早
　
立早

５

　

６

　

７

□□□□□□□新築工事

免震工事施工計題,a

○ 施工計画書 (2章 )

・」SSI免震構造施工標準 2009年版 2.3節 には免震工事施工計画書 (以下、計画書と記す)の

構成例 とキーワー ドを示 しているが、経験の少ない施工者が現実に計画書を Oか ら作成するの

は容易ではない。そこで、計画書の構成をベースにした雛型を作成することとした。まだ、詳

細は議論中で、まったくの例題的なものとするより、工事毎に担当者が考えて記載するガイ ド

とすべき、とい う方向で進めている。以下に、目次構成 (案)を示す。

また、各工程において、ある程度具体的な管理項 目と検査・確認内容を把握 し、実施するた

めの免震工事のQC工程管理表も添付する予定である。

総 則

工事概要 (一般事項 )

施工管理体制

免震工事の品質管理

・クリアランスや、エキスパンションジョイン トの管理 目標の記述欄を設ける。

製作管理

受入 (製 品)検査

免震部施工計画

・特にメインとなる、各種免震部材の取 り付けに関する施工計画を記すもの。

基礎部の配筋、取 り付けボル トの締め付け、各部材の養生方法の記述欄。

安全衛生管理

免震工事QC工程管理表 (シー ト)

図 1免震工事施工計画書と免震工事 Qcェ程表

なお、本資料の配布方法は、」SSI施 工標準の別冊として講習会での配布を原則 とし、単独で

の配布は考えていない。

免霞工事OC工 程管理装
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O 製品検査・品質管理方法

製品検査における検査方法、判定基準を現実に即 したものとなるよう改定を予定 している。

取 り付けボル ト孔径の検査はテンプレー ト照合 とするなど。

表311積層ゴムアイッレータの品質管理 (例 )

機査頂日 襟査方嵐 機奎環度 14定 基準

，
科
柱
奎

(、ほS規格)

1的件に1回以

(ロ ツ鳴 に1口 I

li練 に構畿加はいとと 材剥の

再争lfI

に用朗材のコレンート 書質綸オ と機に1目 選ポないこと

踏や錦材41の ルヽシエト 害無検杢 イン●ット苺 ■嶺にねとがないこと

外

理
機
杢

目狼 全敬

構停

再製作

1白修

検
査

理品高さ
て劇定し、工点め平均輸

イ担僣
=型

豊4二、

査数
補七

〃,レ ジの傾き 直
帝酪£乾里酔島『

品 フフレジの外霞のOSヽ かつ
51H隊内

コム
",卜

侵 撤研恒±03ヽおヽつと4■H

フランジの,卜極 設二十億土強

フランジのすれ

B〔 付ポルト■ピッチ

猟付ポルト■経 定
徹計億士C曲

仕禅に僣選が魚いこと

図 2.積層ゴムアイツレータの品質管理 (検査)の改訂案

O クリアランス  (躯体の施工管理値、精度)について

クリアランスについては、既に維持管理基準 2010年版に詳細が記載されているが、施工標準

に施工時のクリアランス管理値 と精度をどのように表現するかは未定である。施工者は設計図

書に要求されている設計クリアランス (値)を確保 しなければならないが、施工誤差 0で躯体

を施工することは現実には不可能である。施工誤差だけでなく、竣工時までにクリアランスが

変動する要因としては、乾燥収縮や温度膨張、あるいは施工中に受ける地震や大風の影響があ

り、その評価、許容値を施工者だけで決めることは非常に難 しい。施工時の目標クリアランス

は設計クリアランスを必要最小限とし、いわゆる鉄筋の設計かぶ り厚 と同じく、施工誤差はプ

ラス側 (ク リアランスが大きめ)に管理するほうが現実的である。

施工誤差について言及すると、施工誤差なしで施工 しろとい う設計者・監理者もいるとのこ

となので、設計段階のクリアランス表記方法の明確化が望まれる。また、設計図書には、設計

クリアランスと、確保すべき最小クリアランスの両方を併記 したほうがよい。竣工時は、設計

クリアランス (評価書値)を確保するものとし、その後は、収縮の進行や、さまざまな外力要

因による変動が予想されることから、点検・検査時は、最小クリアランスを管理値 として検査

することになる。・クリアランスの変動要因に基づく施エクリアランスの設定については、設計

者 と施工者の協議によるべきであり、一般的に施工者単独で定められるものではない。

」SSI施 工標準としては、クリアランスの問題をこれまで以上に説明を加えて注意を促 し

て取 り上げる。 (8章施工時検査、 9章竣工時検査、 10章施工計画上の留意点等 )

Oエ キスパンション・ジョイン トについて

・JSSI施 工標準ではこれまでも、シミュレーション図の確認や変位追随性試験等の実施を、

推奨 し、性能確認試験成績書の提出を製作者に求め確認するよう記載 (3章、3.5)している。

また、中小地震でのエキスパンションジョイン ト (以 降、EXP.」 と示す)の不具合 として報告

された残留変形を紹介 し、非免震建物が無被害のなかで免震建物に不具合が生 じる可能性があ

143



ることを示 し、施工者にも施主への事前説明など、注意を喚起 していた。従来も EXP.J部 の残

留変形は設計上の問題であつて施工上の問題ではないので、設計者 とともに施主への説明を実

施 しておく重要性を記載する。

今回の東北地方太平洋沖地震における免震建物の EXP.」 の被害状況を受け、JSSI施 工標準の

改定にどのように盛 り込むかは検討中である。基本的には設計の問題 と思われるので、免震エ

キスパンション WGでの方針の決定を受けて、施工者 としての対応を表記することになるが、安

全に壊れるよう設計される、あるいは損傷が許容 される EXP.」 があつても良いのではないかと

い う意見もある。

写真 1.10mmの 隙間が残つた EXP.J可動板 ↑

写真 2.残留変形ではらんだ EXP.」 部

写真 3.可動板の残留変位、遊びのある

形状で段差なし

O仮設計画について

・施工中の免震建物の不具合は報告されていないが、免震層が動 くことに対する各現場の工夫

を紹介することができれば記載 したい。

写真 4.免震層上部のブラケットで

支持される外部足場



○免震部材の取 り付けについて

免震部材基礎部の配筋納まりは、免震ベースプレー トに取 り付 く袋ナットやアンカーの配置

によっては、非常に難 しいものになっている。梁主筋に干渉する場合もあり、施工図で確認す

るだけでなく複雑なものは、モックアップで仮組することも必要である。

写真 5.複雑に配筋が入 り組んだ免震基礎部   写真 6.直動転がり支承の長アンカー

○高流動コンクリー トによる免震ベースプレー ト下部充填工法について

'標準的なベースプレー ト下部充填工法 2例について、解説を見直している。

(グ ラウト充填工法 )

先行打設コンクリー トとベースプレー トの間隔 40mm～ 50mmを残すこと。(2009年版では 30mm

～となっているが、30mmで は うまくいかないことがある) コンクリー ト表面のレイタンス処

理、清掃処理の不十分により充填性が左右される。また、ベースプレー ト厚が薄い場合はプレ

ー ト中央の盛 り上が りに注意すること等を追記する。

(高流動コンクリー ト充填工法 )

コンクリー ト打設方法として、ホッパーを設置 してコンクリー ト重量により充填する静圧法

に加えて、打設孔に圧送管を直結 し、圧送圧により充填する加圧法を追加する。現状では使用

されるコンクリー トは、高流動コンクリー トが一般的になっていることから、高流動コンクリ

ー ト使用時の留意点を追記する。

写真 7.加圧法によるベースプレー ト下部コンクリー ト充填
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(充填工法の選択と計画フロー)

図 3.充填工法計画フロー

(ベースプレー ト下部充填工法選定のポイン ト)

①可搬時間・距離内で高流動コンクリー トを供給できるプラン トがあること。

②作業所に、高流動コンクリー トを管理できる技術者が在籍 しているか、その支援が得 られる

こと。        ―

上記に該当しない場合はグラウトエ法を採用されたい。なお、実績のない場合充填性確認試

験は必須である。

(高流勃コンクリー トの標準的な要求性能 )

充填用の高流動コンクリー トの標準的な仕様について記載する予定。

・水センメント比 35%以 下  :骨材分離、クラック防止、ブリージング抑止のための規定

・スランプフロー 6 0cm± 5 cm:充填性確保のための規定

・ 50cmフ ロータイム 3～ 8秒 :充填性確保、分離抵抗性のための規定

○コンクリー ト躯体の収縮について

免震層上部躯体の乾燥収縮による影響が大きな事例の紹介。要因は明確であるが、対策は容

易ではない。設計者にも協力を仰 ぐ。

写真 8.免震層上部躯体の乾燥収縮による変形の事例
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○中間階免震の免震スリット、耐火 目地について

大変形を受けた中間階免震の免震スリット部の

破損例が報告されているので、施工上の注意とし

て盛 り込むことができるものについては追記する。

写真 9.耐火 目地部の破損

○スベ リ支承の耐火被覆の認定について

スベ リ支承の耐火被覆の認定取得準備中とのことなので、認定内容がわかり次第、本書に記

載する予定。

○各種ダンパーの取替えについて (幹事会での要望 )

軸力を受けている積層ゴムやスベ リ支承の交換は記載があるが、ダンパーの交換については、

ボル トオン、オフ作業につきるので特に問題は無いと思われるため、現在のところ、記載はな

い。鉛グラパー以外あま り事例がないので、免震部材部会の報告により、交換の判断基準等を

記載するとともに、今後検討 していきたい。

○その他  「
球体転がリアイツレータ (SBB、 免制震テ

゛
ィメヾイス社製)の生産中止に伴い、該当部材に関する

記載を削除する。

4。  おわリイこ

本書は、」SSIの推奨する「健全なる免震建築の普及」に向けて、施正面からの品質確保を目

的としており、今回の改訂も決して十分な内容とは言えず、今後とも現場の実際の問題を取り

上げ、少しずつ充実させていきたいと考えている。

なお、本文は、まだ原稿編集中であり、刊行時は本報告と内容に相違があることが予想され

ますので、ご了承お願いいたします。
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6.防耐火部会

免震建築物の耐火性能評価と防耐火部会の活動

1 防耐火部会の役割と活動

防耐火部会は、免震建築物の耐火性能評価方法の確立を目的として 2005年 に前身の耐火被覆

WGの活動内容を拡張して部会 として発足した。防耐火部会の役割は、①免震建築物の耐火設

計法の構築と、②免震建築物の防耐火関連の問題解決の 2つである。

①については、健全な免震建築物の発展に寄与することを目的とし、「免震建築物の耐火設計

ガイ ドブック1)」 を作成・改定し、免震建築物に求められる耐火安全性のレベルに応 じた耐火

性能を付与するための考え方や耐火設計概念とその手法を示 している。ガイ ドブックは、今年

度 4月 に初版を刊行 し、講習会を開催 して公開した。

②については、免震建築物に求められる耐火性能を理解 した上で、免震装置の耐火被覆の認

定基準の提案など、具体的かつ直近の課題の解決を実行 している。これまで、天然ゴム系積層

ゴム (プ ラグ入 り積層ゴムを含む)と 高減衰系積層ゴムに関する耐火構造の認定基準を明らかに

し、それを試験機関に提案 した。これらはいずれも受け入れ られ、鉄筋コンクリー ト部材の一

部に耐火被覆を施 した状態での耐火構造の認定取得が可能 となった (2006年 )。 滑 り支承につい

ては、その耐火性能を明らかにし、耐火構造の認定基準を作成 し、現在行政に提案中である。

ころがり支承については、滑 り支承について目処が立ち次第、検討を開始する予定である。本

部会では、新 しく構造認定を受けた装置に対する耐火構造の追加認定手続きについても検討を

開始 した。

また、減衰装置として使用 されているオイルダンパーについては、構成する材料・装置のメ

カニズムの両面から、実大実験も実施 してその耐火性能を解明している。
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2 免震建築物の耐火設計の現状

表 1に免震装置の耐火性能評価基準の現状を示す。当部会の活動成果により、天然ゴム系積

層ゴム (プ ラグ入 り積層ゴムを含む)と 高減衰系積層ゴムからなる免震装置は、 「耐火被覆を施

した免震装置を含むコンクリー ト柱」としての耐火構造の認定が取得されるようになり、丁兄在

では、複数の製品が販売されるようになった。結果 として、耐火安全性の高い免震建築物が特

別な設計ルー トを採用せずに簡易な設計手続きで計画することができるようになつた。 しかし

ながら、ここ数年で多用されつつある滑 り支承については、滑 り材の高温特性が明らかにされ

ていないことと、許認可上の体制が整っていないことから、未だ耐火構造の認定を取得するま

でには至っていない。従つて、滑 り支承を、中間階免震建物の免震層に使用する場合など、耐

火構造であることが要求される部位に使用する場合は、建物毎に性能評価機関の評定を受けて

大臣認定を取得する耐火ルー トC手続きが現在でも必要となつている。

表 1 免震装置の耐火性能評価基準の現状

装置の種類
材料の高温

特性試験

部材の高温

性能試験

耐火性能

評価基準の状態

行政ヘ

の提案
認定状況

積
層
ゴ

ム

天然ゴム系積層ゴム

(プ ラグ入 り積層 ゴムを含む )

実施済 基準作成完了 提案済 認定品有

高減衰系積層ゴム 実施済 実施済 基準作成完了 提案済 認定品有

す
^ミ

り
系

弾性すべ り支承 実施済 実施済 基準作成完了 提案中

剛すべり支承 実施済 実施済 基準作成完了 提案中

転が り支承 未着手 未着手

3 免震装置の耐火性能について

表 2に建築物の耐火性能評価方法の概念(前々回報告集 つ)を示す。免震装置に限らず、建築

構造部材の耐火性能評価は、設定 した目標に対 して、合理的な火災外力を想定した上で建築物

の挙動を評価 して行われる。ここで、免震装置の場合は、最終的な架構による耐火性能評価に

至る前に、装置の構成材料の高温特性が明らかにされていない点が鉄骨造や鉄筋コンクリー ト

造などの通常の構造部材 と異なる。従つて、当部会では、対象 とする免震装置の耐火性能評価

にあたつて、まず、それぞれの部材を構成する材料の高温特性を実験的に明らかにすることに

より、部材 レベル と架構 レベルの耐火性能評価に進む方法を採用 した。

天然ゴム系積層ゴムの構成材料は、鋼板やボル トなどの鋼材 と天然ゴム、そして、それ らの

荷重を受けるコンクリー トである。これらの内、天然ゴム以外の材料の高温特性については概

ね明らかになつているため、残る天然ゴムの 150℃ までの高温特性を実験的に明らかにした。

ここで、実験は、天然ゴムがその製作過程によつて特性が異なるため、現在我が国で認定され

ている装置全てを対象 として行つた。

また、高減衰系積層ゴムについても同様に全ての高減衰ゴムの特性を実験的に明らかにした。

滑 り支承で使用 している滑 り材についてもゴムと同様に 150℃ までの高温特性を実験的に日月

らかにした。
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表2 建築物の耐火性能評価方法の概念

評価方法とその考え方
評価項目

架構安定性 部材耐力 材料強度

架構

レベル

架構の安定性

を直接評価・担保

火災時に

架構が崩壊
しないこと

建築物の耐火性能を

損なわないならば、一

部の部材の耐力低

下・喪失は許容する

部材

レベル

部材の火災時耐力を評価

↓

架構の安定性を担保

か

全部材が、火災時に長

期許容応力度相当の荷
重を受けた状態で耐カ

を保持する

部材耐力を損なわない

ならば、一部の材の強

度低下・喪失は許容す

る

材料

レベル

材料の高温強度を評価
↓
部材の火災時耐力を担保
↓

架構の安定性を担保

全部材の全材料に対し

て火災時に長期許容応

力度相当の荷重を受け

た状態で一定の強度を

保持すること

桑 匙
~‐

H弓罵 イ

ヤ
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温度(℃ )

天然ゴムの高温時軸剛性低下率
(JSIK6254に よる)

(試験は (財)化学物質評価研究機構において実施)
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図 1に、実施 した天然ゴムの高温時軸剛性低下率の概要、図 2に高減衰ゴムの高温時軸剛性

低下率の概要を示す。天然ゴムは 150℃ まで大きな剛性低下が生 じない。従つて、材料 として

の耐火構造の認定に関する許容 しうるゴム温度を 150℃ とした。

高減衰ゴムの場合は、天然ゴムと異なり比較的低温で剛性が低下するため、材料 レベルでの

耐火性能評価はできないと判断し、部材 レベルでの評価方法を採用 した。具体的には、実際の

高減衰系免震装置に耐火被覆を施 し、軸方向に長期許容応力度が発生する軸力をかけた状態で

加熱 してゴム表面温度が 150℃ になった状態でもその荷重を支持できることを確認 して上で、

許容 しうるゴム温度を天然ゴム系と同じ 150℃ に設定した。実験に供 した試験体は、実際の装

置の耐火性能を証明できるように、熱容量等に対 して安全側 となるような寸法等 とした。

図 3にすべ り材の高温時軸ひずみ差変化を示す。すべ り支承の構成材料は、天然ゴム系積層

ゴムの構成材料に加えて、PTFE系、又はポリアミド系等のすべ り材がある。すべ り材の高温

特性については高温特性実験を完了し、現在その評価方法の検討中であるが、概ね高減衰ゴム

と同様な傾向であることを確認 している。従って、現在の見通 しとしては、部材 レベルの耐火

性能評価を行 う必要があると考えている。

4 免震建築物の耐火設計ガイ ドブック

想定される火災に対 して、建築物の防耐火性能の評価方法についての耐火設計ガイ ドブック

を作成 し、今年度 4月 に初版を刊行 し、講習会を開催 して公開した。

免・制震装置は、従来の天然ゴムを用いた積層ゴムに加え、様々な材料や構成を保有するも

のが増えている。今後もその傾向は続 くと考えられる。また、建築物に対する要求性能も徐々

に変化 しつつあり、建築基準法もそれに応 じて改正が繰 り返されている。 しかしながら、免震

建築物の防耐火性能に対する包括的な設計手法は未だ存在 しない。

このような状況を踏まえ、当部会では、当面の状況下で順法、かつ、工学的評価を可能 とす

る免震建築物の耐火設計ガイ ドブックを作成することとした。

このガイ ドブックは、装置の構成材料の高温特性、装置の耐火性能評価 と建築物の耐火性能

評価の 3つから構成する。装置の耐火性能は、構成材料の高温特性、および、都材の高温時耐

力および火災後の再使用も含めて整理する。建築物の耐火性能については、性能の評価方法を、

材料 レベル、部材 レベル、架構 レベルの 3つのレベルに分けて展開する。

5 今後の活動

本部会は確実に免震建築物の普及に寄与している。 しか しながら、一部の免震装置の耐火構

造 としての使用は可能 となったが、全ての環境が整っているわけではない。例えば、すべ り系

装置、鉄骨造の一部に装置がある場合、制震装置、オイルダンパーの考え方等、まだ多 くの課

題が残 されている。防耐火部会では、今後の活動として以下の項 目を考えている。

今年度完了する項 目として、

。すべ り系装置の耐火性能評価方法の作成

今年度から開始する項 目として、

・転がり系装置の耐火性能評価方法の作成

・オイルダンパーの高温特性の提示
1)第 4回技術報告会梗概集,(社 )日 本免震構造協会 2006.11.2

2)第 5国技術報告会梗概集,(社 )日 本免震構造協会 2009112
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7.免凝部材部会 アイソレータ小委員会

第6回技術委員会報告会

アイツレータ小委員会報告

水平2方向加力時の免震部材の特性と検証法WG
高減衰ゴム系積層ゴム支慧SWG

高減衰ゴムの水平2方向加力問題に関する検討

20120516

竹中工務店 山本雅史

はじめに
IIIIIIIIIIIII

水平2方向加力問題 :

高滅衰積層ゴム※を水平2方向加力すると、
水平1方向加力に比べ、

1.同 じ水平変形量を与えても局部的に大きなひずみを生じ、
早期に限界を迎える →積層ゴムの限界性能の再β平価

2.復元力特性が異なる、変形直交方向に無視できない復
死力が発生する  →建物応答および免風層への影響

※天然ゴム系積層ゴムや鍛プラグ入り薇旧ゴムでは環書ではない

経 緯

竹中工商店がカリフォルニア大学サンディエゴ機(UCSD)で
実施した案大実験(0 700X l体 :プリヂストンXO.6)で本現
象を確隠

再実験(1700X2体 )でほぼ同等の結果が再硯され、同時
に積層ゴム襄面にねじれ変形が確盟された

その後、プリテストンで検討を盤擦するとともに、

2008年 09月 ～2009年 05月

プリヂストンが」FEテクプリサーチにおいて縮小試験体 (0225および
0158)に よる実験を計3回実施し、限界特性を確盟
2方向加力を与えた場合、ねじれ変形が発生し、それに伴う局椰的
なせん断ひずみの増分が早翔の破断要因であることが確隠された

2009年 07月  検討結果を「水平2方向加力時の高減褒ゴム系積旧ゴム支

2008年 02月

経緯(つづき)

水平2方向加力時の復元力特性が建物応答および免臓層
に与える形彗を引害続き検討

検討結果を「水平2方向加力時の高滅妻ゴム系積層ゴム吏
承の性状について 一応答特性―」にまとめ、HPで公開

2010年 06月 ～2011年 04月

車洋ゴムがコベルコ科研において.縮小H験体 (0290お よび
0240)による実験を実施し、限界特性を確隠

2011年    プリヂストン既存X06、 E04の大巨隠定 (再)取得
プリヂストン新規X06Rの 大臣隠定取得
東岸ゴム既存G035、 G039、 G062の大臣認定 (再)取得

2012年    プリヂストン新親X04Rの大臣隠定取得

」SS1/整 GEn]牲術 奉 日会 報 告 会 持 綱ヽ 報 告 `誉 20120516

IIIIIIIIIIIII

2010年 07月

phase O
(ことのはじまり)

UCSDでの実験概要

Ｙ
方

向
奏
世

ｍ

畑力衰位EE

H験機E(餞的耐c Rttonee
Mb面編耐 9n E漁節 oe)
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結 果

」ss1/第 6回技術委員会報告会技術報告会 20120516

IIIIIIIIIIIII

VIDEO
(10:00頃副離 )

剥離の様子

※荷重支持能力は維持している

JsS1/整 6日桂術奉 目会魏告会社術報告会 20120516

け

ねじれの付加

」ss1/箋 6口桂術奉 目会報告会技術報告会 20120516

+X方向から ―X方向から

各支承の荷重変形

o1300

高漑衰ゴムの復元カ
特性は2方向加力の

嗣
帥
。
靱
枷
¨
如

0700

WG/SWGの 発足

水平三方向加力時の免誕部材の特性と検証法WG
主査:高山 孝夫 (福岡大学 )

高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG
主査 :北村 春幸 (東京理科大学 )

JsS1/室 6[n]注術奉目会麹告会社術報告会 20120516

phase l
(2方向加力を考慮した積層ゴムの限界特性の検討 )

」SS1/第 6回 技術委員会報告会技術報告会 20120516
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実験1(結果 )

」SS1/第 6回転術を目会報告会社術報告会 20120516

● HRBのみ大きくねじれ変形が生じ、限界ひずみが低下する

● 限界ひずみの低下はねしれによるせん断ひずみで説明できる

喜帝_|_|三

実験2(結果 )

」SS1/第 6回技術委員会幸風告会技術幸限告会 20120516

●加力速度の増加と共に限界ひずみは増加する
●繰題し回数と共にねじれひずみは増加するが、1 0cycね 程度で一定値となる

限界ひずみの加力速度依存性

H験体:縮小HRB

繰り返し加力によるねじれによる
最大せん断ひずみの理化

実験3(結果1)

-1-1甲

」SSt/第 0回技術委員会報告会技術尊風告会 20120516

●ねじれによるひずみはS2に反比

例する
。1方向加力では限界ひずみはS2

に大きく依存するが、2方向加カ
ではその依存性が小さい

IIIIII上 回

おじれによ
るせん断0

S2

実験3(結果2)

●ねじれによるひずみに与えるoの
影響は小さい

。1方向加力では限界ひずみはo
に大きく依存するが、2方向加カ
ではその依存性が小さい

σ

ねじれによる最大せん断ひずみ

ねじれのメカニズム

イ

け2

限界ひずみの算出法

STEP l  ″μを,600以上の実大H験体の実験結果に基づき評価する

と緯露癬輌羅筵猛係を近似

ねじれ翼形による
せん断ひずみはS2 (2)/jヨ翌

“

ざネ憲ys2

/3 (1

」SS1/第 6回技術委員会報告会技術報告会 20120510

STEP 2

STEP 3
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phasel まとめ

■ HRBは水平2方向加力により限界ひずみが低下する

■この原因はねじれ変形による局部的なせん断ひずみの増加
で説明できる

■水平2方向加力が塵屈に与える影響はない

(むしろ座屈しにくくなる)

■水平2方向加力時の限界ひずみの算出法を提案した

時の再減衰ゴム系積層ゴム支漱の性状について 一限界特性―」
眸観は下記e照

「水平2方向加カ

(2方向加力を考慮した応答特性の検討 )

phase 2

履歴特性

(b)精日1ロカ (長

“

方向)  lC】 相円加力 (短崎方向)

JSS1/銃 6口構 術 奉 日会 郵 告 会 措 術 報 告会 20120516

ひずみ0近傍で

8

こ
ニ

3

こ
掘

ループ面積が増加

e

(a),方 向加カ

履歴モデル(水平1方向 )

詳細に近似するモデル    2方 向モデル

Jss1/壌 6同措 術 峯 目姿 類 告 奈 特 術 報 告 余 20120516

？≦
側
筆

宮
工
側
煙

一三
側
蕉

IIIIIIIIIiIII

戸 か
,7=

400%ひずみまで

山

270%ひずみまで 400%ひずみまで

変位 [mm]

設計で通常使われ
るモデル

履歴モデル(水平2方向 )

2方向モデル(4タイプ)

.1方向復元カモデルのMSStヒ

.山本モデル

Jss1/笛 6国 構 術 碁 目会 章罷告 会 桂 術 報 告 会 201つ 0516

IIIIIIIIlilil

2方向特性の再現(情円加力)

膨 sI高厖
密工
刷
悼
轟
嶼

『一‐一中一峙蜘

４
　

　

　

】
一

〓主
剛筆
轟
］

『（一一一‐‐］幹‐峙蜘

４
　

　

　

】
一

樫 o

:iど喜
冨
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検討用建物モデル

S造 14階建て十基盛免服 の建協モデル

高減要積層ゴム(XO.6)を 25基配置
。 φ700,,900,Ⅲ 1200(ゴム厚さ200mm)

三方向地震動(告示極稀 )を入力
.分配パラメータ0=0.10卜 ,̈90 deg

。 入カエネルギーがほぼ一定

uSS1/第 6回 技術委員会報告会技術毒風告会 20120516

65,200

43,200

50F00X入力

建家の最大応答

村一を韓幹‥―」一担

望昌
Ｒ
瑾
奎や
］
ネ
噛

蛋

翡4つのモデルの建はそれほど大きくない

応答が大きくなるパラメータ0=0° ,90° → 1方向入力

昌
4

P

‐一ミトＨ能

賓
霊
盤四
凛
＊娯
］
雑
騒
引

免震部材の最大応答

―●― 山本モデル        
ー

山本モデル (‖SS)

2≦

巫昌:

変位応答は1方向入力時が最大になるにもかかわらず積旧ゴム
に発生する最大せん断応力度は2方向入力時の方が大きい

一‐‐一一一‐一一担

宿
ｎ
卓
黙
ネ
哨
醒醒
球

蕃

翡

一ｄ
畠
製
ミ
慢
塩
ｔや賓
辟

phase2まとめ

XO.6タイプの高滅衰ゴム系積層ゴム

積層ゴムのせん断ひずみが約200%となる入カレベル
構入カエネルギーを等価にする2方向入力

■ 建物の応答値について:

2方向入力では各方向の最大値発生時刻が異なるため、1方向入
力時の応答の方が大きい。MSSによるモデル化が応答値に与える彫
悟は少ない。

■ 積層ゴムについて:

2方向入力によりねしれ応力度が加わり、1方向入力時よりも厳し
くなる場合がある。MSSによるモデル化はこの影害をやや過小評価
するため、評価の際は1コl程度の余裕を見込むことが望ましい。

眸細は下FEem:
「水平2方向加力時の高滅衰ゴム系積旧ゴム支承の性状について

という条件下で;

}

一応答特性―」

」SS1/蛍 6FHl常衛 碁 目余 郵 告 余 持 喬 鷺掃告 余 つ0120S16

IIIIIIIIIIIII

phase 3
(フォロー)

東洋ゴム製品の実験

3タイプの実施

GO.35

GO。 39

GO。 62
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¬

加力状況

GO.62、 S2=3、 Y=300%(長軸 )

履歴曲線

GO.35、 5、 112情 円加力

シ

歩″ ´ ~

興軸方向 "戸
長触方向

髭

短軸方向

(b)2方 向加力

‖IIIIIIIII‖   I¨

(a)1方 向加力

■ 高ひずみ領域で差が大きい

■ GO.39も 同様の傾向

履歴曲線

員軸方向の

孵
1回 目

=5、 1:2惰 円加力GO.62、

〃 _

1回目
π

短軸方向

(a)1方 向加力 (b)2方 向加カ

ねじれによるひずみの推定

phaselで示した考え方に基づき整理できることを確認

」SSi/第 o回技術委員会報告会技術報告会 20120516

▼
下

ツ

GO.35 GO,39 GO.62

部材認定について

圧縮限界線国の変更

1方向加力時の限界ひずみ

面圧

ひずみ

■ 2方向加力により限界ひずみが低減される場合がある

■座属への影響は見られない

認定伊J(プリヂストンXO.6R)

2:1情円加力による水平2方向
加力H験に基づき定めた基準値

超 麹
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認定側(東洋ゴムGO.35)

脇

求平2方向加力時の限
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8.免震部材部会 ダンパー小委員会

第 1章 はじめに

免震部材を構成する減衰材 (ダンパー)に関する技術報告ついては、これまでに、第 4回技術報

告会では、免震部材製造者が保有している各種ダンパーに関する試験データを収集・整理して、こ

れらの試験デユタの分析・評価からダンパーの限界性能、基本性能、各種依存Jl生 を明らかにすると

ともに、ダンパーの性能比較や設計上の取り扱い、施工・維持管理の留意点等について取り纏めた

内容について報告した。

また、これらの成果は「ダンパー小委員会活動報告書」としてJSSI会員専用ページに出IB公開

(h中.|1螂亀ssioOttp/mcmbcrshdex.htm1 2007年 7月 23日 掲載)している。

第 5回技術報告会では、近年の巨大地震の発生に伴い、発生すると予想される長周期地震動に対

して、免震層が従来の地震動応答に比較して多くの繰 り返し変形を受けた場合に、懸念される免震

都材のエネルギー吸収性能に重きをおいた、ダンパーの現状と課題について報告している。

その後、ダンパー小委員会の下連の活動の成果として、アインレータ小委員会と同様な活動目標

をもつて計画した、「免震構造π部材の基本から設計・施工まで一」 (オーム社 2010。 12発刊)に
おいてダンパーに関する原稿執筆を行い、実務者を対象として、多様なダンパー (鋼材ダンパー・

鉛ダンパー・摩擦ダンパー・オイルダンパー・粘性ダンパー・粘弾l生ダンパー)における基礎知識

と最新の知見を可能な範囲で紹介した。

また、これらの活動と平行して、現在まで①ダンパーにおける新たな知見 (長周期地震動、2方

向の影響評価等)の継続的な調査・検討、②応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会への協

力、③防耐火部会 オイルダンパー耐火性能WGへの協力などの活動を行ってきている。

特に2011年 3月 H日 の東北地方太平洋沖地震では、ダンパーにおいても、予想されていた事象

の有無はあるにせよ、変状が報告されており、免震部材における新たな課題も提起された。

以上から本報告では、①東北地方太平洋沖地震における鋼材ダンパーおよび鉛ダンパーの被災後

の現状と今後の課題、②南海トラフ沿いを震源とした長周期地震動 (三連動)における各ダンパー

のエネルギー吸収性能評価、③「免震構造一部材の基本から設計・施工まで一」のダンパーの掲載

概要について紹介する。
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第 2章 東北地方太平洋沖地震におけるゲンパーの状況

20H年 3月 11日 に発生した年東北地方太平洋沖地震では、東北 。関東地域のみならず震源から

700km離れた大阪においても震度が小さいものの超高層建築物などが長周期地震により揺れており、

広範囲に免震部材が振幅の大小はあるものの、長時間の繰返し振幅を受けているものと考えられる。

JSSIのアンケー ト調査等によれば、基本的には各免震部材は、免震効果として十分有効に機能した

と云えるが、震災後の免震層の点検において、鋼材ダンパーの塗装の剥落 。ボル トの回転、鉛ダン

パーの亀裂等の現象が多くの建物でみられていることから、これらに関する技術的所見および保有

性能等について以下に記述する。

21鋼材ダンパー (U型およびループ型)

2.1.1被災後に確認された現象

鋼材ダンパーに関して被災後に確認された主な現象は下記の3項目である。

① ダンパーロッドの残留変形 (写真 2.1.1)

② ダンパー取付ボル トの回転 (写真 2.1.2)

③ 塗装の剥離 (写真 2.1.2)

写真 2.1.1ダンパーロッドの残留変形 写真 2.1.2ボル トの回転および塗装剥離

2.12技術的所見

(1)ダンパーロッドの残留変形

鋼材ダンパーは鋼材が塑性変形することにより、地震時にダンパーとして機能を発揮する。ダン

パーロッドの残留変形はダンパーが地震時にエネルギーを吸収したためである。写真 2.1,3は、鋼材

ダンパーヒチD55× 8の性能確認試験における振幅±lcmか ら±85cmの漸増カロカ (図 2.1.1)終了後の様

子であるが、同様の残留変形が確認できる。

守

〃 房 う巧 菊

/// / /

′
//

|

| |

|

| | | | ||| /ノ

と ユ 堅 垂 多ろ 穿生

E

図2.1.1漸増載荷試験の荷重―変位関係

刊62

写真 2.1.3漸増載荷終了後



(2)ボル トの回転

ダンパーロッドを固定するボル トは、せん瞬ボル トとして設計しており、ボル トまわりのクリア

ランスによるガタ付きやループダンパーの端部回転により、ボル トが回転したと判断される。なお、

ボル トの回転対策については、ねじ部に接着材を塗布することによリボル トを回転しにくくする方

法が確立されており、今後の出荷案件に対して有効と考えられる。

(3)塗装の剥離

ダンパーロッド部分の剥離は、地震時にダンパーとして機能を発揮し、鋼材が塑性変形を繰返し

たことによるものと判断される。また、ボル ト周辺部の剥離は、ダンパーの繰返し変形に伴ってボ

ル トの回転やダンパーロッドとベースプレー トのズレが発生したことによるものと判断される。な

お、塗装対策については、現行仕様よりも変形追従性の良い新塗装が確立されており、補修塗装お

よび今後の出荷案件に適用できる。

21,3保有性能に対する影響

(1)ダンパーロッドの残留変形

鋼材ダンパーは塑性化してエネルギー吸収を行 うとダンパーロンドに変形が残るが、残留変形が

確認された後も安定した履歴ループのエネルギー吸収性能を維持することが実験において確認され

ている。したがつて、鋼材ダンパーは必要に応じて疲労損傷度の確認を行 うことにより継続使用が

可能である

(2)ボル トの回転

せん断ボル トとしての機能を発揮出来るかぎりにおいては、急激なエネルギー吸収性能の低下は

ないと考えられるが、ボル トの回転が確認された場合は、初期状態に戻すために回転しているボル

トは締め直す必要がある。U型ダンパーのボル トの回転量を変えて加力試験を行つた結果を表2.1.1

に示す。回転量が60°以下では大地震時の性能に与える影響は少ないためその緊急性は低いが、1次

剛性が低下しているため、しかるべき時期において締め直す必要がある。

表 2.1.1ボル トの締付け状況をパラメータとした性能確認試験結果

(3)破断までの残存性能

ダンパーがエネルギー吸収をしたことによる疲労損傷度の確認が必要な場合は、ダンパーの疲労

曲線とMher則 を用いた検討法等により評価可能である。また、ダンパーロッド部に疲労による亀

裂が確認される場合には、残存性能が少なくなっていると判断されるため、速やかに交換が必要で

ある。

加力諸元 規定変位におけるエネルギー吸収量

形式名
試験体
No

加力

方向

繰返し加

力振幅 ボルト締付け

状態

実験

結果

ハ・イリニア

モテ“ル 実験結果のハ`イリニ7
モテ

°
,レ に対する比

(mm) (kN―m) (kN―m)

NSUD50x4
(規定変位

30cm)

H23-06-1 A

旦
=750

通常トルク管理 252 248 1,01

H23-06-2 A ゆるみ1回 転 236 248 095

H23-06-3 A ゆるみ60度回転 243 248 098

H23-06-4 A 」=300 ゆるみ60度 回転 243 248 098
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2.1.4維持管理に対する考え方

被災した免震建物の鋼材ダンパーに対しては、一次判定として免震建物点検技術者による維持管

理点検を行 う。

一次判定において管理値を超えた場合には、二次判定において設計者が主体となり、保有・残存

性能を確認しその交換の要否を検討する。 (図 2.1.2)

一次判定

′ ヽ

点検技術者による

目視点検

異常あり

必要な対応
キ

後継続使用

■ボルト増し締め等

管理値を越えた場合

二次判定

′

設計者が主体とな

り建築主と協議に

より対応を定める

点検技術者による

目視・計測点検

常なし異

以管理値

ヽ ′

ヽ

♂

:

1

図2.1.2鋼材ダンパーの維持管理フロー

(1)鋼材ダンパーの維持管理 (一次判定)

被災した免震建物、鋼材ダンパーの保有 。残存性能を確認するために、応急点検あるいは詳細′点

検を実施する。目視による応急点検で異常が認められない場合は、建物の免震 l生能が十分に維持さ

れているものと考えられる。

日視により異常が認められる場合には、詳細点検にて寸法計測を含めた点検を実施する必要があ

る。今回の震災のように被災範囲が広域に及ぶ場合には、詳細点検に設計者・施工者・メーカーが

同行することは容易ではない。そこで、設計者がダンパーの保有・残存性能を確認・推定できるよ

うに、維持′点検技術者が′点検すべきヶ点検細則を表 2.1.2に整理した。

表中の形状の変化に対する管理値は、図 2.1.3に示すように鋼材ダンパーの形状変化率と疲労損傷

度のデータから設定している。

なお、建物の設計クライテリアや免震層の減衰性能に対する鋼材ダンパーの分担割合などによつ

て、設計者の判断により管理値を設定することも可能である。また、表 2.1.2に示す管理値について

は当面の推奨値であり、今後の知見により変更されることもあり得る。

継続使用応急点検

詳細点検

保有・残存

性能の推定

交換要否

検討
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表 2.1.2鋼材ダンパーの詳細点検細則

点検項目 調査方法僣 所) 管理値 備考

U
型
鋼
材
ダ
ン
ノく

十

鋼
棒
ダ
ン
ノく

I

ボル トの回転 マーキングのずれを目視確認

盗効

マーキングのずれ (ボ

ル トの回転)あ り

箇所を報告書に記載

する

表面亀裂発生状

況

塗装剥離部を中心に、亀裂有無

を目視確認(全効

亀裂有り 亀裂を撮影 し、報告

書に添付する。(亀裂

の生 じたダンパー

は、原則 1セ ット全

数を交換する)

形状の変化 U型鋼材ダンパーロッドの高

さ寸法測定 (全数)

H H

変形最大寸法 (H´ )

/根元寸法 (H:設計

寸法)≦ 1.1

管理値を超えた場合

の処置は、設計者の

判断による (二次判

定)

鋼棒ダンパー先端位置の高さ

寸法測定 (全数)

新日鉄エンデイ )ンク
゛
製 :

巴コ琳
°
レーション製

Zu

ZL

高さ変化z=0.51Z(l一 Z』

新 日鉄エンデニアリンク
S製

:

高さ変化量 (δ y)/
内法高さ (H:設計寸

法)≦ 0.1

巴コーホ
°
レーション製 :

(高 さ変化

z=10■lm以下 :管理値

は参考値とし、累積損

傷とともに評価する)

ベースプ レー ト

と基礎の接合部

状況

目視及び計測 (全数)

(報告後設計者の判断

による)

変状がある場合は、

寸法を計測し、該当

部の写真を添付

免震層の変形

(U型鋼材 ダン

パー・鋼棒ダンパ

ー累積損傷確認

用)

免震層内けがき計の変位記録

を写真撮影または模写する。

けがき計が設置されていない

場合は、エキスパンションジョ

イント等可動部の痕跡により、

最大変位を確認する。
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U型ダンパーの疲労損傷度と形状変化率    鋼棒ダンパーの疲労損傷度と形状変化率

累積損傷度 0.1程度             累積損傷度 0。5程度 (φ 90)

図2.1.3鋼材ダンパーの疲労損傷度と形状変化率

(2)管理値を超えた場合の対応 (二次判定)

二次判定では、免震層の変位履歴から鋼材ダンパーの疲労損傷度を算定し、継続使用の可否を検

討する。鋼材ダンパーの疲労損傷度算定手法として、①Mher貝けによる検討法、②エネルギー吸収

率による検討法、③最大変位から簡易的に推定する方法が提案されており、ここではMher則 によ

る検討法を紹介する。

変位履歴が判る場合は、変動振幅毎の繰返し数に計数し、疲労曲線から各振幅毎の疲労損傷度を

算出し、その総和を累積損傷度とするMher則 を用いる方法がある。

Mh∝則は、鋼材の低サイクル疲労評価法として一般的に用いられている手法で、式(2.1,1)に より

評価される。

D=Σ ●,/A1/′ )ヽ                                  (2.1.1)
D:累 積損傷度

猾 :溶絹 の振幅の繰り返し数

彰 :眉絹 の破断回数(振幅から疲労曲線を適用して計算)

図 2.1.4は実際に被災した免震建物 (I病院 :宮城県石巻市)の罫書き変位記録である。この建物

のダンパーを回収し、Mher則により検討した結果を表 2.1.3、 2.1.4に示す。

3体の試験体の 0°方向の破断回数は平均で 74回であり式 (2.1.2)の疲労曲線から求めた無損傷状

態のダンパーの破断回数 80回 と比較すると、疲労損傷度は 70/0と 推定される。これは、罫書き変位

記録から算定した疲労損傷度 50/0と 良い対応を示している。

00  01  02  03  04  05  06  07  08  09  10  11  12

≡
年
一
∵

〓ヽ，
一
■
一
・

晒
―

ガ=(35ハ
「

015+3620 Ⅳr'~080)、 r=でデ/ね
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含】ヒ(+Y)

1 P6 7
P9

2

P7'

100

ユ南(一Y)

図2.1.4免震層軌跡(罫書)

σl P8
P2

pl

西(―

仰 ‐200‐300 P5

11

10  200

P13

匡⇒

4

表2.1.3罫書き記録の計数結果

*1:式 (21,2)|こより算出した振幅δ tiにおけるI皮断までの繰返し回数

表2.1.4 ダンパー疲労損傷度検討結果 (I病院)

2.1.5今後の課題

(1)長周期地震動に対して

継続時間の長い長周期地震については、今後の発生が予見されている東海・東南海・南海地震に

対して、従来考えられていた地震動の入カエネルギーよりも大きなエネルギーを設定して対策を講

じる動きが始まると想定される。

ｒぅ

西側ピーク値 東側ピーク値
て

',[lmml
/,[%] Ⅳ/,(*1)  D′

Pi 狛 Yi Pi 洒 Yi

1 Pl ‐170 36 P8 253 68 424 127 80.2 0.012

2 P3 ‐105 90 P13 158 -56 301 90 131.7 0.008

3 P2 ‐122 62 Pll 160 15 286 85 142.0 0007

4 P4 ‐107 14 P10 155 0 262 78 161.4 0006

5 P5 ‐93 16 P12 125 7 218 65 2140 0,005

6 R80上と仮定 P9 100 92 216 64 2175 0,005

7 P14 84 58 182 54 284.8 0.004

8 R80上と仮定 P7 22 87 170 51 319。 2 0.003

9 R80上 と仮定 P6 17 87 169 50 322.6 0.003

ガつ,=   0052

振幅±213■m(/=127°/o)に

おける破断までの繰返し回

数

累積損傷度D 備考

無損傷状態の初期

値
80

式 (2.1.2)の 疲労曲線より

算出

Mher則による震災

後の推定残存値
76 50/0

罫書変位記録 (図 2.1,3)よ

り算出

加振試験結果 74 70/O
震災後に建物から取り出し

た試験体 3体の平均値
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0∂ N′ 彰

鋼材ダンパーは繰返し加振においてエネルギー吸収性能が変化する (図 2.1.5)。 糸迷続時間の長い

地震動に対しては、繰返し回数とエネルギー吸収量の低下の関係を考慮した設計が求められる。対

応法としては、設計時にエネルギー吸収性能を低減する方法や繰返し回数によリエネルギー吸収量

を変化させる方法が考えられる。

繰 り返 し回数

図2.1.5繰返し加力に伴 うエネルギー吸収性能の変化

lNSkチD50×4 振幅±60011114 A方向)

(2)ボアレトの回転に対して

今回のボル ト回転の発生状況を鑑み、以下の対応を行 う。

a)ボル ト回転現象の通知

員元納入鋼材ダンパーが健全な状態に維持管理されるために、地震時のボル ト回転溌生とその後の

再締め付けが必要なことを発信する。

b)ボル ト回転対策 (員元納入案件)

上述の通知に加え、既納入木安件に対しては地震によるボル ト回転が発生しにくくなるような対策

を検討する。

c)ボァレト回転対策 (今後の出荷案件)

今後の出荷案件に対しては、ねじ部に接着材 (二液常温硬化型エポキシ系構造用接着剤)を塗布

する (写真 2.1.4)こ とによリボル トを回転しにくくする対策が確立されている (表 2.1.5)。 接着剤

を塗布 したダンパーを交換する際のボル ト取り外しについても、加熱により接着剤を軟化させる方

法や大 トルクにより緩ませる方法により可能であることを検証している。

表 2.1.5接着剤を塗布 したダンパーのボル ト回転状況

サイズ 加振振幅 ボル ト回転発生サイクアレ

【チD50×8

(対象 2本 )

±5cl■×100サイクル、
±10cl11× 30サイクル、
±15cm・ 20cm× 1サイクル

最終サイクルまでボル ト

回転溌生無し

LΠ)50× 4 ±lcm～±75cm× 1サイクル、

以後±75cmを破断まで

漸増±75cmのサイクルで

ボル ト回転溌生

LアD50× 4 同上 漸増±60cmのサイクルで

ボル ト回転溌生

【チD50×4

(接着剤無)

同上 漸増±10cmのサイクルで

ボル ト回転溌生

［
Ｅ

Ｅ

　

Ｚ

エ

ギ

堅

さ

―

牛

ミ

ヽ

Ｈ

ミ

ヽ

ヽ

卒

一

写真 2.1.4接着剤塗布状況
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(3)塗装の剥離に対して

ボル ト回転現象と同様、必要に応じて塗装の補修が必要である旨を通知する。

現行仕様よりも変形追従性の良い新塗装が確立されており、補修塗装および今後の出荷案件に適

用される。ヒチD40(限界変形 55cln)において現行仕様の塗料と変形追従性を改良した塗料を施工し

比較を行った例を示す。表 2.1.61こ 示す載荷プログラムにて載荷を行つたダンパーの試験終了後の様

子を写真 2.1.5に示す。現行仕様の塗装は漸増載荷の振幅±50clinの サイクルで塗装に浮き/しわが

確認されその後まもなく剥離したのに対し、新塗装はダンパーロッド破断直前に塗装の一部はく離

が確認された程度でありそれ以前は繰返し載荷においても浮き/しわも確認されなかった。なお、

この実験は塗装後 2週間経過したダンパーに対して行った結果であるため、経年変化による塗膜硬

化の影響については今後の課題である。

表 2.1,6載荷プログラム

試験 漸増載荷試験
繰り返し

試験

振幅lnm) ■10 ■30 ±50 ±100 ±200 ±300 ■400 ±500 ±550 ■550

サイクノ鞍 1 1 1 1 l

いずれかの

ダンパーロ

ッドが1破 1断

するまで

写真 2.1.5 試験終了後の様子

現塗料

新塗料

新塗料

現塗料
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2.2鉛ダンパー

2.2.1被災後に確認された現象

被災後の鉛ダンパーに発生している現象は、ダンパー本体の亀裂である。JSSIの 2009年 12月 末

までの集積データにおいて鉛ダンパーを使用している免震建物は、全国で 13%程度といわれており、

6,000台以上の出荷実績がある。このうち、半数強が今回の地震で震度 5以上を経験したと思われる

関東 。東北地方に出荷されており、2011年 12月 時点における地震後、亀裂に関する情報は約 30件

ある。代表的なものを写真 2.2.1～ 2.2.3に示す。なお、写真 2.2.3は、今回の地震前に亀裂が発生し

ており、地震により進展・顕在化したものである。

写真 2.2.1

確認(深 さ

関東の建物で

約 3■m)
写真 2.2.2東北地方の建物

で確認(深 さ :約 7■m)
写真 2.2.3関東の建物で確認

(深 さ 震災後約 301xll■ )

2.22技術的所見

(1)亀裂の発生状況

1)亀裂深さの分類

亀裂の形状は変形量によって異なる傾向がある。±4001rimを超えるような大変形では表面の一部

が伸ばされて開日したような状態となり、変形が繰返されると、温度上昇を伴 うため形状変化を伴

う。変形量が小さい場合は温度上昇が小さいため形状変化は少なく、亀裂のみが進展して見える特

徴がある。写真 2.2.4～22.61こ各実験時の振幅毎の亀裂の状態の一例を示す。

写真 2.2.4振幅毎の亀裂一例 写真 2.2.5振幅毎の亀裂一例(振

(振幅 400■m、 3サイク,レ後)   幅 100■m、 200111n各 3回後)

写真2.2.6振幅毎の亀裂一

例(振幅 5]II■■、9000回時)

2)亀裂発生の位置

亀裂は鉛ダンパーの可とう部に、断面と同心円状に発生するケースが最も多い。しかし、他にも

中央部分や縦方向に発生しているもの確認されており、建物の応答等によつて発生位置は様々なケ

ースがあると思われる。
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(2)亀裂の発生原因

微小振幅の繰返しで発生する亀裂の破面には、疲労

破面の特徴である縞状の模様 (ス トライエエション)

が確認されていることから (写真 2.2,7)、 原因は、鉛

ダンパーの条件下における繰返し変形による鉛の金属

疲労と考えられる。

写真 2.2.7 疲労破面に見られるス

トライエーション
2.2.3保有性能に対する影響

(1)亀裂と破断

図 2.2.1に様々な振幅で行った鉛ダンパーの疲労試験結果を示す。従来、鉛ダンパーは地震を想定

した比較的大きな振幅での疲労試験を行なっていたが、近年、微小振幅領域での研究がなされ報告

されている。

1000

100

01

10 100      1,000     10,000    100,000   1,000,000  10,000,000

繰返し回数

図2.2.1鉛ダンパーの疲労試験結果

(2)降伏荷重比

亀裂が発生した鉛ダンパーの性能は、亀裂を同心円状の形状と想定し、かつ円周の 1/3を欠損面

積とみなした場合の面積比率で予測することができることから、降伏荷重比 ryは、全断面積に対す

る欠損面積を除いた断面積の比率として(2.2.1)式で求めることができる。

既
往
の
研
究
範
囲
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＝
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“
)R:鉛 ダンパー半径

α:面積比
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δ=2269 Nd 0545円 |
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(3)エネルギー吸収性能評価

1)Mher則 による検討法

鋼材ダンパーと同様にMher則を用いて、 (2.2.2)式により亀裂発生を考慮した累積損傷度を評価

することができる。また、その際、破断回数ハげテは(2.2.3)式による。

D=Σ寺≦1               92つ
D:累積疲労損傷度

4:′番目の振幅の繰り返し数

Ⅳ加:デ番目の振幅の破断回数 (式 (2.2.3)よ り計算する。)

Ⅳ′=1,38× 106δ
183                (2.2.3)

σ:片振幅(陶阿)

2)エネルギー残存率

亀裂が発生した鉛ダンパーの、新規品に対するエネルギー量(以下、エネルギー残存率)は 1-Dと

考えることができることから、(2.2.4)式で評価できる。

(2,2.4)

3)亀裂が発生した鉛ダンパーの残存性能の予測

亀裂深さと降伏荷重比・エネルギー残存率の関係を図 2.2.2に示す。亀裂が発生した鉛ダンパーの

亀裂深さ(比 )か ら降伏荷重比、およびエネルギー残存率を推定することが可能である。

式(221)
ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ
ヽ

式 (224)

――― 降伏荷重比

― ― エネルギー残存率

聖生=1_D=1_≒ =1-:11-ち )

梓
伴
燦
―
昨
ミ
ヽ
日
・聟
側
憚
≦
註

0 01        02        03        04

亀裂深さ比(最大亀裂深さ/ダンパー半径 )

05

図 2.2.2亀裂深さ比と降伏荷重比、エネルギー残存率の関係
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2.2.4 維持管理に対する考え方

(1)鉛 ダンパーの維持管理(一次判定)

被災した免震建物の鉛ダンパーは、鋼材ダンパーと同様、2段階の判定を行 う。その際、一次判

定においては、亀裂深さの他、振幅レベルが大きい場合には、形状変化の影響が大きくなることが

あるため、形状に対しての管理基準値も設定している。

表 2.2.1に鉛ダンパーの点検細則の抜粋を示す。

表 2.2.1鉛ダンパーの詳細点検細則

点検項目 調査方法(箇所) 管理値 備考

表面亀裂深さ クラックテスター等によ

る測定(全数)

最大深 さが下記値以下

U180型  :10mm以 下

U2426型  :15mm以 下

管理値を超えた場合の処

置は、設計者の判断によ

る

(二次判定)

表面亀裂長さ±2 スケール等による測定

(全効

ダンパー毎に最大値を報

告書に記載する

表面亀裂幅 クランクスケ~ル等によ

る測定(全効 同上

表面亀裂発生状況 目視確認 (全数)、 亀裂部

をチョーク等でマーキン

グ及び写真撮影

D口〉 ← B

↑

亀裂を生じたダンパーに

ついて4方向から全体写

真を撮影し、かつ深さ管

理値を超える全ての亀裂

及び最大亀裂深さ部位に

ついてクローズアップ写

真を撮影し、報告書に添

付

可とう部の軸径の

変化

可とう部 (フ ランジ外面

から 180mmの位置)に

て直交する2方向の軸径

を測定 (全数)

皿

皿

直交する 2方向の平均値

が下記値以下

U180型:200mm以下

U2426型 :280mm以下

管理値を超えた場合の処

置は、設計者の判断によ

る

(二次判定)

ベースプレー トと

基礎の接合部状況

目視及び計測 (全数)

(報告後設計者の判断によ

る)

変状がある場合は、寸法

を計測し、該当部の写真

を添付
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(2)管理値を超えた場合の対応(二次判定)

一次判定において管理値を超える異常が確認された場合、より詳細な検討である二次判定を行 う。

二次判定では、一次判定同様に詳細点検で測定した鉛ダンパーの亀裂の深さにより、「2.2.3保有性

能に対する影響」に示す方法により残存性能を推定し、継続使用の可否を検討する。

また、鋼材ダンパー同様に累積疲労損傷度を推定し、継続使用の可否を検討する方法も可能であ

る。ここでは、その検討例として Eホテル (宮城県大崎市)における建物の応答予涙I値からの疲労

損傷度算定を紹介する。

【エネルギー吸収性能の事例検討】

東北地方太平洋沖地震の際、震央から50kinほ ど離れた宮城県大崎市に建つ免震建物 (Eホテル)

では、震度 6強の揺れに見舞われた。免震シス>ムには積層ゴムのほか、鉛ダンパ‐と釦棒ダンパ

ーが使われているが、鉛ダンパーについては、今回の震災を含め過去の地震の累積によつて可撓部

の塑性化が大きくなつたため取り替えを行つた。ここでは、エネルギー吸収性能の事例として、回

収された鉛ダンパーの地震時応答の推定と残存サ陛能確認試験の結果について報告する。

図 2.2.3は実際に被災した免震建物 (Eホ テル :宮城県大崎市)から回収した、鉛ダンパーの繰返

し加力試験結果の一例である。実験結果と建設地近傍の観測記録に基づくシミュレーション解析か

らMhcr則 によりD値を推定したものを表 2.2.2に示す。また、各試験における累積変形量と降伏

耐力の関係を纏めたものを図 2.2.4に、写真 2.2.8に力日振前後の鉛ダンパーの写真の一例を示す。

地震時の D値は0,23程度、今回の試験でのD値が 0.7程度となることから、回収された鉛ダンパ

ーの残存性能は新規品と比べても相当残つていたと推定される。ただし、ダンパーの形状変化が大

きいものは、耐力が低めになること、およびエネルギー吸収能力 (履歴面積)の減少率は新規品に

比べて大きくなっている。

表 2.2.2 Mher則 におけるD値の推定

試験体
加 振

方 向

振幅

(mm)

実験時の

サイクル数

実験時
D値

等価サイクル数

(累積変形 20m)
地震時
D値

D値
総和

No。4

P

50 500 0.466 100.0 0.0932 0.559

No.2 100 200 0.662 50.0 0.1656 0,828

No。 1 150 100 0.696 33.3 0.2319 0。 927

No.8 150 100 0.696 33.3 0。2319 0,927

No.6

0

50 400 0.373 100.0 0.0932 0.466

No.5 100 200 0.662 50,0 0.1656 0.828

No.3 150 130 0.904 33.3 0.2319 1.136

No.7 150 80 0.556 33.8 0.2319 0.788
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2.2.5今後の課題

(1)亀裂対策

微小振幅の繰返しによる亀裂に関して、亀裂を抑制する対策を検討中であるが、ここでは、その対

策例として、鉛ダンパー取付け部の振動を絶縁する検証実験を紹介する。

【鉛ダンパー取付け部の振勃絶縁法に関する検証実験】

振動絶縁の方法は、写真2.2.9に示すようにU180型鉛ダン

パーの固定ボル トを lM30)の軸部を切削し、軸径を251xun

として、±4-程度までの振動を鉛ダンパーに伝達させな

い場合と、さらに、切削したボル ト軸部にゴムシー ト (厚

さ2側阻)を巻いた場合について実験を行つている。試験結

果の一例として、図2.2.5に ゴムシー トを巻いた場合の大振

幅加振時の履歴曲線 (O方向)を示す。

写真 2.2.9図 上部の固定用ボル ト
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図 2.2.5大振幅時の履歴曲線 (0方向加振)

(2)微小振幅繰返しによる亀裂発生の検討

微小振幅の繰返しによる亀裂について風応答を主原因とした場合の、免震層の特性に応じた亀裂

深さおよび繰返し耐久性についてのシミュレーション解析および評価方法に関する情報収集。

(3)鉛ダンパー取付け部の損傷

その他、鉛ダンパーについは、神奈川県内 (震度

4)の免震建物で、亀裂発生以外に写真.2.2.10の よう

に鉛ダンパー (U180型 )の取付け部においてコンク

リー トが破損している状況が報告されている。原因

は、ベースプレー トに曲げモーメントが働いてスタ

ッドボル トに引張力が作用し、コンクリー トの付着

破壊またはコンクリマ ト破壊が生じたものと考えら

れるが、同様の現象は、2005年福岡県西方沖地震の

被害報告でも指摘されている。

カ
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第 3章 長周期地震動における各種ダンパーのエネルギー吸収性能評価

31は じめに

長周期地震動による免震建物の応答性状に関して、平成 23年度建築基準整備補助金事業「42超

高層建築物等への長周期地震動の影響に関する検討」の建物WG免震SWG(日 本免震構造協会)

において検討されている。そこでは、作成した長周期地震動を用いて様々な免震建物の応答値を求

め、免震建物の安全サ陛の検討を行っている。

本小委員会では、免震SWGで行われたモデル建物の角罪析結果の免震部材のエネルギー吸収に関

するデータを入手し、免震部材の健ハ毛ザ陛の検討を行った。以下にその概略を示す。

3.2検討用入力地震動

検討に用いた地震動はすべて、東海 。東南海 。南海地震の 3連動地震による地震動である。基準

整備事業 42において作成された長周期地震動のうち、大阪平野の地震動として大阪市比花の地震動

を、濃尾平野の地震動として愛知県津島市の地震動を、関東平野の地震動として東京都新宿の地震

動を用いた。また、断層近傍の地震動として静岡県浜松市の地震動も用いた。平成 21年度の検討で

は此花、名古屋、津島、新宿の4地点で行ったが、名古屋は津島と地震動の特性は近く、レベル的

には津島の方が大きかったことから、名古屋は対象から外し代わつて非常に地震動のレベルの大き

い浜松を採用した。また、各地点において、平成 21年度と同様に、平均 (AV)と 平均十標準偏差 (SD)

の地震動の検討を行った。

表 3.1に地震動の一覧表を示す。図 3,1に加速度波形、図 3.2～3.5に これらの地震動の擬似速度

応答スペクトルpSv(hO,05)及びエネルギースペクトル 詭(110,10)を 示す。ここにおいて、此花、津

島、新宿に関しては、破線で平成 21年度に検討した地震動によるスペクトルも示 している。この地

震動は、此花が南海地震による地震動であり、津島と新宿は東海・東南海連動地震の地震動である。

なお、今回作成された地震動は、回帰式の作成にあたり下記のような改良が力日えられている。ま

た、東海 。東南海の断層モデルも前回のものと異なっている。

.“l.12項 を付け加え頭打ちを考慮できるようにした。

・東 (太平洋プレー ト)と西 (フ ィリピン海プレー ト)の地震動の違いを考慮した。

・東北地方太平洋沖地震の本震は震源がまだ特定できていないので、経験式には考慮されていな

いが、余震は考慮されている。

表3.1検討用入力地震動一覧

略称 封象地震・評価地点など
加速度

C14/S2

速度

c111/s

継続時間

S

OSKH02 AV 東海 。東南海地震・南海地震 此花 平均 98.5 38.1 740.0

OSKH02-SD 東海・東南海地震・南海地震 此花 平均+標準偏差 147.2 45.0 740.0

AIC003‐AV 東海 。東南海地震・南海地震 津島 平均 199,4 26.8 740.0

AIC003‐SD 東海 。東南海地震・南海地震 津島 平均+標準偏差 380.4 42.6 740.0

KGIN‐AV 東海・東南海地震・南海地震 新宿 平均 42.1 2■ 6 740.0

KGIN―SD 東海・東南海地震 ,南海地震 新宿 平均+標準偏差 77.2 31.0 740,0

SZ0024-AV 東海・東南海地震・南海地震 浜松 平均 576.8 40.1 740.0

SZ0024‐ SD 東海 。東南海地震 。南海地震 浜松 平均キ標準偏差 10694 37.8 7400
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図 3.1検言寸用入力地震動の時刻歴波形
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600
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10

同 期[s]              周 期 [s]

凶 3.4 新宿 の擬似速度応答スペ ク トル(110.05)及 びエネル ギースペ ク トァレ(ll=o。 1)

５。０

４。０

３０。

２００

１。０

［ぐ
Ｅ
己
褪
照
壕
計
―
午
ミ
ヽ
Ｈ

200

90

［ぐ
Ｅ
己
飾
慢
超
姻
さ
撃

300

300

300

10１
期

１
期

図 3.2 "ヒ花の擬似速度応答スペクトル(110.05)及 びエネルギースペク トル(110.1)
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図 3.5 浜松の擬似速度応答スペクトル(hO.05)及 びエネルギースペク トル(110.り

3.3検討用建物

平成 21年度の検討では、設計時期・建物高さ。免震システムなどがバランスよく網羅されるよ

うに選定した 40棟のモデル建物で行った。ここにおいて、設計時期は第一期 (1994年以前)、 第二

期 (1995年～1999年 )、 第二期 (2000年以降)の 3期に分類し、建物高さは低層 (20m未満)、 中

高層 (20m～ 60m未満)、 超高層 (60m以上)の 3つに分類している。

今回の検討においては、この40棟のなかから22棟を選定し解析を行った。表 3.2にモデル建物

ジストを示す。ここにおいて、着色されている建物について免震部材のエネルギー吸収の検討も行

つており、本小委員会ではそのデータを用いて検討を行った。

表 3.2モデル建物リスト

- 3rendo SZ0024-AV3rendo S20024-SD

Jキμ

一／
ヽ

＼

＼

記号 分類
軒高

(m)
設計年 構造種別 免震システム 固有周期(s)

基礎固定 200%ひずみ時
A‐ 1 低層第 1世代 134 1987 RC LRB+]ヽlR 041 1.77

A‐3 中高層第 3世代 34.6 2003 RC IIDR+ふ lR 0.73 3.25

B‐3 イ氏層第 3世代 13.I 2000 RC NR+SL+OD 0.217 3.36

B-4 超高層第 3世代 120,9 2006 RC NR+SL+OD 316 6.19

C‐2 中高層第 1世代 361 1994 SRC,S LRB 082 299

C“ 超高層第 3世代 88.5 2008 RC LRB+卜lR 2`27 4.93

D‐2 中高層第 3世代 29.9 2007 RC LRB+さ lR 0.863 3.45

D-4 超高層第3世代 144.0 2006 RC LRB+CLBttOD 345 6.43

E-1 中高層第 2世代 30.6 1996 RC LRB+NR 079 3.4

E‐2 中高層第2世代 26.1 1996 RC N学鉛〕鋼棒D 0.68 2.56

E‐3 超高層第 3世代 67.4 2004 RC LRBttCLB 178 524

IⅢ4 中高層第 3世代 340 2004 RC LRB 087 3.87

Fも 中高層第 3世代 3■0 2006 S 小lR+SL 1.81 4.3

F-4 超高層第 3世代 140.0 2006 RC 小lR+SL 349 5.55

Gぃ3 中高層第 2世代 287 1997 CFT+S NR+OD 132 4027

G4 中高層第 3世代 24.2 2001 S NR+OD 1.039 3573

H‐ 1 低層第 1世代 l■ 9 1990 RC 卜lR卜鉛 D 027 223

II‐ 4 超高層第 3世代 60,4 2002 S 岨 将浴DユθttD 182 402

I‐ 1 中高層第 2世代 3■ 3 1996 RC IIDR 1.1 4.27

I‐2 中高層第 3世代 41.2 2000 RC NR+SL十 ,合 D+鋼 D 1.57 5,09

卜 1 中高層第2世代 44.3 1999 RC ふlR+CLB導岡D十()D 0.5 3,04

J‐3 中高層第2世代 292 1998 RC LRB+SL 0095 275
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3.4鋼材ダンパTのエネルギー吸収性能

(1)目 的

継続時間の長い長周期地震動を受けた免震建物に設置されている鋼材ダンパーの疲労損傷度につ

いて検討を行 う。

(2)検討対象

検討対象の建物および入力地震動は、免震 SWGにおいて検討を行った応答解析の時刻歴応答変

位を基に、鋼材ダンパーが使用されている建物 3棟 (U型ダンパー :2棟、鋼棒ダンパー1棟)につ

いて検討を行つた。各建物ごとに、4サ″T卜×2レベル=8ケースの入力地震動を検討 しており、そ

の中で最も応答変位が大きいサイ トの応答について、平均 (AV)および平均+標準偏差 (SD)の 2

レベルを検討対象とした。

建物および入力地震動の概要を表 3.31こ、時刻歴応答変位波形を図 3.6～ 3.Hに示す。

表 3.3 検討対象の建物と入力地震動

経過時間(sec)

図 3.6 時刻歴応答変位 (J‐ 1:OSIく1102-AV)
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図 3.7 時刻歴応答変位 (J‐ liOSI(I102-SD)
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建 勿 」-1 H-4 E-2

分 網 中高層 世 代 超高層 千三世代 中高層 第二世代
律證訛 千葉 県ラミ更津市 長野県長野市 戸川区

地震動 OSKH02-AV OSKH02-SD OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD
免震層の最大変位(m) 0293 0.533 0.208 0341 017 03

免震層の総変位呈E離(m) 18.51 3584 11.6 226 1346 2666
免震層の最大速度(m/s) 044 085 0_44 052 044 08

ダンパー UD45 X 4 UD45× 4 70 φ R285(L)

I
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図 3.9時刻歴応答変位 (H‐4:OSKH02‐SD)

図 3,10 時刻歴応答変位 (E-21SZ0024-AV)
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図3.11 時刻歴応答変位 (E-2:SZ0024-SD)

(3)検討方法

疲労損傷度の算定方法は、時刻歴応答変位をレインフロー法により振幅毎の繰り返し数に計数し、

疲労曲線から各振幅毎の疲労損傷度を算出してその総和を累積損傷度とする Mher則 を用いた。U
型ダンパーの疲労曲線を(3.1)式および図3.12に 、鋼棒ダンパーの疲労曲線を(3.2)式および図3.13に

示す。

/ι=(35Ⅳr'015+3620ハ″
~080)、

/=δ /力                            (3.1)
ここにhはダンパー高さ (【アD45は h284ィ Fllll)、 δは変位振幅、

“

は全変位振幅 δtを hで除

して無次元化 した値、Nfは破断までの繰り返し回数

1品

~WHイ

i

i!|‖

‖|II
「 期
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図 3.12U型ダンパーの疲労曲線 (【チD45× 4)

y=36010X・ 2062

ここに yは破断までの繰 り返 し回数、Xは変位振幅 (片振幅 cm)

000
（回
）
筆
回
箋
督

(3.2)

図 3.13鋼棒ダンパーの疲労曲線 (70 φ R285(L))

(4)検討結果

鋼材ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表 3.4に まとめる。また、各時刻歴応答変位波形におけ

る振幅毎の計数結果と疲労損傷度算定を表 3.5に示す。

鋼材ダンパーの疲労損傷度 (D値)は平均 lAVlに対して 0,040～ 0.144、 平均+標準偏差 (SD)

に対して 0.176～ 0。481と なっている。

表 3.4疲労損傷度検討結果

▲ 接線方向
◆ 中心方向
O A方 向
□ B方向

接線方向 :y=49450X・ 09。

中心方向 : OX‐
2観

建 物 」-1 H-4 E-2

分 麺 中高層 第二世代 超 三世代 中 層 第二世代

律詮地 千莫 具ラミ更津市 東京都江戸川区

舶雷重,l OSKH02-AV OSKH02-SD OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD
れ雷層の昂 大蒼位 (m) 0293 0_583 0208 0_341 0_17 03

官H雷層の総亦仕 足F離(m) 1851 3584 116 226 13_46 2666
免震層の最大速度(m/s) 044 0_85 044 0_52 044 0_8

ダンパー UD45× 4 UD45 X 4 70め R285(L)

D値 0144 0481 0063 0229 0_040 0_176
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表 3.5振幅毎の計数結果と疲労損傷度

頻 度 疲労摂偶 顔 療 疲労損傷 頻 度 疲労損傷

中 的
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3.5鉛ゲンパーのエネルギー吸収性能

(1)目 白勺

継続時間の長い長周期地震動を受けた免震建物に設置されている鉛ダンパーの疲労損傷度および

温度上昇を検討する。

(2)検討対象

検討対象は、表 3.21こ牙tす H‐4(OSKH02‐ AV、 OSKH02‐ SD)、 E‐2(SZ0024‐ AV、 SZ0024‐ SD)

とする。

(3)全振幅頻度分布

上記地震動の変位応答波形の全振幅頻度分布(lcm>Jみ )を図 3.14に示す。いずれのケースも全

振幅区間 5cm程度までの頻度が多い。

1000

900

800

700

600

螢  500

400

300

200

100

0 10     20 30      40      50

全振幅変位中央値(cm)

60 70     80

図 3.14全振幅頻度分布

(4)鉛ダンパーの破断時繰 り返し回数

鉛ダンパーの一定振幅連続加振時の片振幅と破断時繰り返し回数の関係より、全振幅と破断時繰

返し回数の関係を図 3.15に示す。これによると、鉛ダンパーの破断時繰 り返し回数はダンパー種類

に関わらず式(3.3)で表現できる。

Nd=1.38× 106δ
~188=1.38×

106(△ /2)~183. . 。
(3.3)

Nd:破断時繰り返し回数、 δ:片振幅(mm)、 △:全振幅(mm)

D

レ

≫

）

◇

184



10,000,000

1,000,000

100,000

こξ  10,000
⊃

起   1,ooo

100

10

く |

Nd=138X106(△ /2)183＼
¬

＼ /
＼

＼
＼ a

10 100

全振幅 (mm)

1,000 10,000

図 3.15鉛ダンパーの振幅と破断時繰り返し回数の関係

(5)疲 労損傷の検討

各振幅における頻度、式(3.3)か ら求められる破断時繰り返し回数、および疲労損傷度を表 3.6に

示す。なお、レインフロー法では半周期で 1回 とカウントしているため、各振幅における疲労損傷

度 Diは次のように求めた。

Di=五 /2Ni

Di:各振幅における疲労損傷度

五 :頻度データから求めた繰 り返 し回数

Ni:疲労曲線から求めた破断までの繰 り返 し回数。

(3.4)

鉛ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表 3.7にまとめる。

地震動が平均(AV)の場合、疲労損傷度 (D値)は 0,04～0.05、 降伏荷重比は0,97であり、平均+
標準偏差(SD)の場合では、疲労損傷度は 0.17～0,18、 降伏荷重比は 0.88～0,89と なっている。

表 3.7長周期地震動に対する鉛ダンパーの疲労損傷度検討のまとめ

H-4 E-2
超高 層

長野 県 東京都江戸川区
OSKH02-AV OSKH02-SD SZ0024-AV SZ0024-SD

免震層 の最 大 コ L(m) 0.208 0.341 0.17 0.3

免震層の総変 `

とュ 瞳(m) 11.6 226 13.46 26.66

免震層の最大i :(im/s) 0.44 052 0.44 0.8

ガン′ヽ 一 U2426 U180
0.044 0.181 0.047 0.167

降伏荷 重上L l-2D/3※
1) 0.971 0.879 0.969 0.889
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H-4
OSKH02-AV OSKH02-SD SZ00 4-AV SZO( 4-SD全振嘱

区間中央値
rcm)

疲労回数

(同Ⅲ
頻度
(同 Ⅲ

疲労損傷 頻度
(Fl)

疲 労損 l易 頻度
(同Ⅲ

疲労複暢 頻度

`同

う
疲労複傷

456 874 000145 948 000367 751 000291
15 34565 61 131 000379 55 000159 189 000547
25 35て 8 15 000111 18 o oolaa ,9 000,14
35 7330 9 000123 10 000136 13 000177 12 000164
45 4.628 7 000151 5 000103 4 000086 7 000151
55 3.206 6 000187 1 000031 2 000062 4 000125
65 2361 4 000169 2 000085 7 000296 6 000254
75 1817 2 000110 3 000165 5 000275
85 1445 2 000138 3 000208 4 000277 3 000208
95 1179 2 0001 2 000170 4 000339
105 982 1 000102 4 000407
115 831 1 1 1 000120 3 000361 2 000241
125 714 2 3 000420
135 620 1 000161 1 000161
145 544 1 000184
155 481 1 000208 3 000623 1 000208
166 429 1 1 000238 1 0002a3
75 885 1 000259 1 000,59 1 000,59
185 a4R 1 ク 000574 1 000287
195 316 2 000632 1 000316
205 239 1 000347 1 00034フ

215 264 1 000378 1 000378
225 243 1 000411 1 000411
235 225
245 208 2 000960
255 194 1 000517
265 180 1 000554 1 000554
275 169 1 000593 2 001186
285 158 1 000638
295 148
305 139 000717
315 131 1 000761 000761

00081 000805
1 000851

a45 111

a55 106

365 100
375 96 1 0010464
385 91

395 87 1 001151
405 83

415 79 1 001260
425 76

435 73

445 70

455 67

465 64 2 008102
475 62 1 0016128
485 60 1 0016755
495 57

505 55
515 53 1 00187
525 52

535 5C

545 43

555 4フ

565 45

575 44

586 42

595 41 1 00,4356
605 40

615 89

625 38

86

a5

655 a4

665 33

675 33

685 32

695 31

705 30

715 29
7ク S 29 1 003497

表 3.6累積疲労損傷度

D=  018102D=  004397

可86

D=  004694 DE  016



(6)温度上昇検討

各ケースにおける免震層の総変位距離、成収エネルギー量、上昇温度を表 3.81こ示す。

なお、上昇温度は以下のように算出した。

ZT=q/mc=QdX δ t/mc (3.5)

イこ
、

δ

Ｑｄ

ｍ

t :免震層の総変位距離、ZT:上昇温度、q:吸収エネルギー量、

鉛ダンパーの降伏荷重

鉛鋳造体重量 (U183410kg、 U2423740kg)、 c:鉛の比熱 (129」/(kg・ K))

吸収エネルギーが全て熱に変換された場合でも、最大約 52℃温度上昇する程度である。外気温を

仮に30℃ としても鉛の融′点327℃に比べて遥かに低い温度に収まり、鉛が融解することはない。実

際には本体からの放熱等により上昇温度はさらに小さい値になると思われる。

表 3.8温度上昇

項 目 H-4 E-2

AV SD AV SD

免震層の総変位距離δt(m) 1 1 6 22.6 13.46 26.66

降伏荷重 Qd(kN) 220 220 90 90

吸収エネルギー q(kN`m) 2,552 4,972 1,211 2,399

鉛重量 m(kg) 740 740 410 410

上昇温度 ZT(℃ ) 26.7 52.1 22.9 45.4

3.6オイルダンパーのエネルギー吸収性能

(1)目 占勺

オイルダンパーは、温度上昇や繰 り返し回数によつて、エネルギー吸収性能は変化しないことは

知られている。しかし、単位時間当たりの入力熱量がオイルダンパーの熱容量を超え、外壁温度が

上昇していくと作動油の滲み出しが生じるという知見があるので、 限界状態としては、温度上昇に

よる油漏れが想定される。また、時刻歴応答で入カエネルギーを算出し、温度上昇予測式を用いて

外壁温度が許容値以下に入ることを確認することが可能である。この時、設計限界温度は,タ ンク

室の油量には余裕があるので直ちに減衰低下は生じないため、現状は余裕を見て外壁温度 80℃ (メ

ーカーの一例)を許容値としている。

以上から長周期地震動におけるオイアレダンパーのエネルギー吸収性能評価は、オイアレダンパーの

温度上昇について検討する。

(2)検討対象

検討対象は、表 3.2に示す J‐ 1(OSK〔102‐AV・ SD、 A[C003‐AVesD、 KGINAV・ SD、 SZ0024‐ AV・

SD)と する。
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(3)検討方法

風および地震応答における温度上昇のシミュレーション解析は、以下の方法により推定が可能で

ある。なお、温度測定を対象とするオイアレダンパーの温度は表面温度とし、その温度分布は常に一

様とする。

微小時間 ゴτに対象物の温度が ♂ιだけ上がったとすると,この時間内の発熱量 9・ ♂τから放熱

量 y(ι _か 。F・ どτを差引いた残りが、【F歩 なる温度上昇に預かつた発熱量と考えられることか

ら、次式が成 り立つ。

働 =2τ一yo_ち lFプτ (3.6)

オイルダンパーの減衰力を FdlkNl、 入力速度を
'lm/s]と

すると、微小時間 がτに生じる減衰エネ

ァレギー島 ll【N・ m](=[kJl)は

▼′=弓力・プτ

となる.減衰エネルギー島がすべて熱エネルギーに変換されるものとすると、発熱量 9は次式と

なる。

も =2プτ  … … … … … …・… … … … … ●.働

すなわちオイルダンパーの温度 とは、式(3.7)、 (3.8)を用いて式(3,6)の微分方程式を逐次数値積

分することで温度上昇の時刻歴が得られることになる。あるいは、式(3.0を初期条件 τ貿久ι――歩」iと

して微分方程式を解くと、温度 ιl′ま次式が得られる。 (定常振幅における温度上昇)

将村√檻や ,lCXpl÷〕 … … …準⊃
ここで、

ι:温度 [℃]あ :周 囲温度腱 ]身:初期温度腱 ] И体積lmtt Д 表面積[mtt β:密度 [kg/m3〕

砂 :比熱lkJ/(kg。 ℃)]σ :熱容量 =y/ク σ″[kJ/℃] [ア :熱伝達係数 lk」 /(m2.h.℃ )]

【:放熱係数 =[〆珂kJ/(h・ ℃)1 9:発熱量[kJ/hl τ:経過時間lhl

(4)検討結果

オイァレダンパーの温度上昇の検言寸結果を表 3.9にまとめる。また、図 3.16、 3.17に各検討ケース

における温度上昇とエネルギー吸収性能比較を示す。

オイァレダンパーの温度上昇では、地震動として平均(AV)を用いた場合 25.8～56.8℃であるが、平

均+標準偏差(SD)を用いた場合 35,6～ 104.8℃ となり設計限界温度 80℃を超えている。なお、1000KN

ダンパーの温度上昇実大試験では、総摺動距離 ■4m、 総入カエネルギー量 65798KN・ mの加力

試験で最大表面温度は 106℃ となっているが、実際は余裕度があるため実験ではオイル漏れ等は発

生していない。

(3,7)
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表 3.9長周期地震動に★、すするオイルダンパーの温度上昇検討のまとめ

建物 J‐ 1

分類 中高層 第二世代

建設地 千葉県木更津市

地震動 OSKH02 AIC003 KGIN SZ0024

AV SD AV SD AV SD AV SD

免震層最大変位(m) 0.298 0.583 0.145 0.292 0.058 0.098 0.268 0,382

〃総変位距離(m) 18.52 35.84 14。 73 24.74 6.87 12.26 19.66 31.63

〃最大速度(m/s) 0.44 0。 85 0。 31 0.66 0.12 0。 22 0.49 0.84

温度上昇検討

ダンパー BDS1201600‐ B‐ 1(最大減衰力 1000kN)

総 エネルキ
゛―吸 収

(kNm)
22337 53175 15852 31157 3631 9792 23129 42885

ダンパー温度SC)

(周囲温度 20℃ )

55。 5 104.8 45。 2 69,7 25.8 35.6 56.8 88.4
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図 3.16各検討ケースにおける温度上昇比較

100     200     300      400      500     600     700     800

時間(sec)

図 3.17各検討ケースにおけるエネルギー吸収性能比較
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第 4章  「免震構造一部材の基本から設計 日施工まで一」の掲載概要

実務者を対象として、2010.12に オーム社より発刊した標記書籍の「第 3章ダンパー」に関する、

掲載概要を以下に示す。

表 4.1 ダンパーの掲載概要

章 節 掲載内容

3.1 ダンパー

の概要と特徴

3.1.1履歴系ダンパー

(鋼材・鉛)

3.1,2流体系ダンパー

(オイル・粘性)

3.1。3粘弾性ダンパー

3.1.4基本性能

・ダンパーの分類 (履歴系ダンパー、流体系

ダンパー、粘弾性系ダンパー)

・各ダンパーの装置概要、減衰機能
。各ダンパー基本性能と応答特 l生 (等価減衰

と等価周期の相関関係、等価周期の振幅の

関係)

3.2履歴系ダン

パ
ヽ
一

3.2.1鋼材ダンパー ・U型ダンパー、鋼棒ダンパーの基本原理・

基本性能 (各種依存性含む)、 設計上の取り

扱い、交換に対する考え方

3.2.2鉛ダンパー ・U180、 U2426型鉛ダンパーの基本原理・基

本性能 (各種依存性含む)、 設計上の取り扱
い、交換に対する考え方

3.2.3摩擦ダンパー ・ディスクダンパー (摩擦皿ばね支承)の基

本原理・基本性能 (各種依存′
l生含む)、 設計

上の取り扱い

3.3流体系ダン

パ
‐ 一

3.3.1流体系ダンパーの分類 ・流体系ダンパーの分類

(筒型、壁型、平面型)

・流体の流れと減衰抵抗力の機構

3.3,2抵抗力発生の基本原理 ・オリフィスの流れによる圧力損失
・チョーク形絞りの流れによる圧力損失
・平板間すき間の流れによる圧力損失
・環状すき間の流れによる圧力損失
・抵抗力発生原理のまとめ
・流体系ダンパーの力学モデル

3.3.3流体系ダンパーの基本性能

(1)オイルダンパー

(2)フルード粘性ダンパー

(3)増幅機構付減衰装置

(4)壁型 。平面型粘性ダンパー

(5)シ ジンダー型粘J性ダンパー

各流体系ダンパーの基本原理 (構成)・ 基本

性能・力学 l角牢析)モデル

3.4粘弾性ダン

ノく‐一

3.4,1基本構造・基本性能

3.4.2設計上の取り扱い

基本構造・基本性能 (各種依存性を含む)、

限界性能、設計上の取り扱い

3.5ダ ンパーの而+火
1性 オイァレダンパーの火災時の留意点

3.6ダンパーの

耐久性

3.6.1経年変化

3.6.2繰返し耐久性

・各ダンパーの経年変化の考え方
・繰返し耐久性評価 (一覧表)

3.7風 に対する特J陛 ・クリープ特!性の考慮の有無
・風荷重を想定した繰返し加力実験結果
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第 5章 まとめ

東北地方太平洋沖地震では、鋼材ダンパーおよび鉛ダンパーに変状がみられ、既存の知見および

新たな試験や解析検討により、各免震部材の保有性能や残存性能評価法、維持管理の管理基準値∩

を提案している。また、本報告では紹介していないが、鉛プラグ入り積層ゴムについても、同様な

現象が懸念される可能性があることから、多数回繰返し実験を行い、さらに、高減衰積層ゴムにつ

いても従来の実験データから理論的検討を行っている。

なお、詳細については、応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会ダンパーWG報告書を参

照されたい。

しかし、これらの方法や基準値は、各章に記載の検討課題の他、2方向加力による影響など、未

だ幾つかの課題を残しているため、本小委員会において、今後更に検証を進めていく予定である。

また、南海 トラフ沿いを震源 とした長周期地震動 (三連動)における各ダンパーのエネルギー吸

収性能評価を行い、◆岡材ダンパーや鉛ダンパーの疲労損傷度およびオイルダンパーの温度上昇につ

いて検討した。

検討対象建物の実際の建設地と地震波とは、必ずしも一致していないが、免震層の設計によって

は、標準偏差 lσ を考慮した場合で、鋼材ダンパーの疲労損傷度 (D値)は 0.5程度、鉛ダンパーで

0.2程度となり、オイルダンパーの温度上昇も 80℃を超える場合がある。したがつて、本震だけで

なく余震などを考慮すれば、更に厳しい条件になることも予想されることから、長周期地震動の影

響がある地域については、設計時にダンパーのエネルギー吸収性能 (疲労損傷度や温度上昇など)

を考慮した評価予測が重要と考えられる。

その他、防耐火部会 オイルダンパー耐火性能 WGでは、免震・制振用オイアレダンパーが火災時

にどのような性状を示すかのシナリオを予測し、検証することによつて、消防隊の消火活動に対し

ても大きな障害にならないことを確認することが重要であることから、現在、これらの実験・解析

検討が進められている。

参考文献

1)日 本免震構造協会 :応答制御建築物調査委員会 免震構造設計部会ダンパーWG報告書、2012.1
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9.応答制御部会 パッシブ制振評価小委員会

粘性 ダンパー Eオイル ダンパーの動的特性 と同定法

1は じめに

粘性系ダンパーは、小から大の振幅まで、建物の振動エネルギーを吸収でき、よって、交通振

動、風揺れ、微震から激震までの地震動に対 し、有効な制振部材であると言える
1〉0。 粘性ダンパ

ーは高粘度流体に生じる粘性力、オイルダンパーは低粘度流体の内圧力、粘弾性ダンパーは高分

子ゴムに生じる粘性力により、それぞれ減衰効果を発揮 している。

これらと鋼材ダンパーの 4種 (各 12本)を入れ替えて実大 5層制振建物の震動台実験 (以 下、建

物実験)が E―ディフェンスで行われ、ダンパーの実挙動を示す貴重な記録が多数得 られた
5〉 7)。

後日、東京工業大学にて、計 48本のダンパーの実験 (以 下、装置実験)を行い、ダンパー挙動を

より詳細に検討 した。装置実験では、0。 1～ 1511zの 8種の振動数、O.5～36■mの 7種の振幅の正弦

波載荷と、建物実験で鷹取注 (15,50,1000/0)を入力したときのダンパーの応答変形時刻歴を入力波と

したランダム波載荷を実施した。

本報告では、粘性ダンパー 。オイルダンパーの装置実験結果に言及する。両ダンパーは比較的

簡易な解析モデルで模擬されているが、そのパラメータ値やモデル自体の妥当性を、本実験結果

により詳細に検討する。それぞれ 12本の内の 1本の結果を示す。これは、建物実験では 1階の

Y3構面に設置されたものである
5‐71。

2粘性ダンパT
2.1装置実験の計測概要

粘性ダンパーで計測を行ったのは建物実験と同様のダンパー全体変形
",、

ダンパース トローク

",″

、支持材の歪に加え、支持材の挙動を把握するための載荷側、反カブロック側それぞれのスプ

ライスプレ▼ 卜の変形 クbl,クう4、 シリンダーの変形 クぅ2、 鋼管ブレースの変形 夕ぅ3で ある。さらに、

建物実験で確認 された接合部の遊び(以 下、ガタと呼ぶ)の挙動を把握するため、載荷側、反カブ

ロック側それぞれの、クレビスとピン接合部の変形 クじ1,"じ 4、 シリンダーと鋼管ブレースの接続部

分の変形 クθ2、 鋼管ブレースとピン接合部の変形 クc3も 計測した。

クレビス

ピ シリンダー 鋼管ブレース ピン

クぅと クθl ク

"
2〃う2 ι′¢2 クじ4 ιどう4

(載荷側)ク
レビス

(反カブロック側)

図 2.1粘性ダンパー計測概要

2.2粘性ダンパーの付加系モデル概要

粘性ダンパーは粘性係数 め の粘性要素、内部剛性め の弾性バネの直列(MaxwCll体 )で表 し、さ

ιチ,

クう3
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らに、支持材バネ為 と、建物実験、装置実験の双方で確認されたガタを表す要素を繋げた付加系

によつて表現する。ここで、図 2.2に示す各記号はそれぞれ、ク戸粘性要素変形、ク″三ダンパース

トローク、クぅ=支持材変形、ク戸付加系変形、ニデガタの長さである。

また、従来から、粘性ダンパーのダンパーカ Fど は、粘性要素の変形速度♭どの指数乗(0≦α≦1)に

比例すると考えられ、式(2.la,b)の ように速度依存として表されている。

F′ =Cど |力どlα

 o Sgn(♭ ′) クИ=クプ+F′ /Kど (2.la,b)

しかし、今回の詳細な装置実験から、中小の振幅においては、速度依存というよりも振幅と振

動数それぞれへの依存と考えられることを後述する。

闇 劫 ォ″

―
 ホ 占

Cぁ α 為

クめF′
→

",
図 2.2 付力日系モデル

23正弦波載荷の実験結果と同定方法

正弦波載荷実験から粘 l生ダンパーの特性値(め ,α,K′)を同定する方法を説明する。

これまで笠井研究室では、上述の特陛値を求める際には、まず、硫α,れを仮定して、実験から得ら

れたダンパーストロークの変形速度ち,攣から粘性要素の変形速度ち,9.Pを 求め(式 (2.1,b))、 式(2.1,a)

にち,?メpを代入して求まる理論ダンパーカ駒励?。りと実験ダンパーカ亀?χフの差の全載荷ステンプ終

了までの二乗和が最小となるような働,ら 乃を求めていた3上 しかし、この方法は理解が容易で

ある反面、手順が煩雑で、また、同定結果のばらつきが大きい欠点があった。

そこで今回は、従来の煩雑な同定法を改善し、過去に文献 2で提案されている簡略な理論式を使

うことで、精度良く簡易に粘性ダンパーの特性値を同定できる方法を説明する。なお、以後 「0」

が付くものは最大値を意味する。

文献 2の式(2)よ り定常状態での最大ダンパーカは次式で表される。

F′0=C′ (ω
"′

0)α (2.2)

このときのク洲とク
"0の

関係は、文献 2に式(17)と して提案されており、同式に基づき次式のよ

うに表せる。

紆キ+((升
)/【
′
)陀I斃

また、文献 2の式(5)に、1サイクルあたりのエネルギー吸収量ら の関係が提案されている。

【ぅ

"′

(2.3)
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為 =4g~α
24α

 ttω
αク川I (2.4)

ここで、具体例を示 しながら、これらの式を用いた同定の手順を示す。

手順 1:

正弦波載加で得 られたダプーク″関係 (図 2.3)か ら、■′0,クど0,ク"6均を得る。今回は l Hz、 目標ク″0=12

mmの FJ―ク
"関

係(次節図 2.5中 段の右端)か ら、3サイクルの正弦波載荷のうち 2サイクル ロの各

最大値、島。=517*軋 ク洲=11.3 mtt ιJ′″0=11,8mm、 エネルギー乃 =19,964 kN・ mmを得た。

Fがタプ関係(粘性要素)

Fが
"″

関係(Maxwell体 )

図 2.3粘性ダンパーの粘性要素とMaxwell体の履歴曲線

手順 2:

式(2.2),(2.3),(2.4)を それぞれ α,為,動について解き、次式を得る。同式に手順 1で求めた筑

クプ0,"胸6み を順次代入することで浅,銑 れ の同定値が得られる。

ク″,

α一れ沖g(愛芳)=下舌bg(濃揆緒)

留0.656

働 =て
競抒

f百易寺名戸〒=31.6糾 /(“陶/d)α
66

=235えハ「/“
“

この二つの手順のみで同定は完了である。この同定法から得られた特性値を用いて解析した結

果を次節で示す。

2.4特性値の同定結果

0,1,0.5,1,2,3 Hzの 5種の振動数、7種の振幅の組合せでの正弦波載荷による粘性ダンパーの特

性値の同定結果(以下、同定値)は図2.4に示す通 りであるもまた、その同定値を用いて、実験のダ

ンパース トロークク″を入力としたときの角卒析と実験との比較は図2.5に示す通 りである。

図 2.5か らわかるように、今回の新 しい同定法による同定値での解析 と実験はよく一致する。

また図2.4か ら、粘性ダンパーの特性値((,ど ,α,κど)が規格値で示されるような一定値ではなく、振

動数と振幅のそれぞれに依存する傾向が見られる。特に特筆すべき特性は、αが小振幅ほど 1に

ゴ0

為

′′′′‘刺劇悧判

′

195



近く、すなわち楕円形の履歴を描くことである。また、αは振幅の増加 とともに小さくなり、矩

形の履歴となることが図 2.4、 図2.5のそれぞれからわかる。 しかし、大振幅時にも依然として規

格値より大きな値を取ることは注視すべき結果である。また、の は振幅に比例 して大きくなる傾

向が見られるが、その単位が振幅に対 して同じく変化するαに依存 したにN/(mttS)α で表されるこ

とから、注意が必要である。また、規格値では∞とされる内部剛性 為 が、実際にはオイルダンパ

―の内部剛性よりも小さな値を示すこともわかつた。
…◇・・・ 0。 l HZ・・・と・・・0.5 Hz・・・◆・・・ ■O Hz

・̈ o・・・ 2.O IIz・中■●●●3.O IIz

時 (kN/(m∬ s)α ) α 為 (1(N/mm)

規格値:98 kN/rmm/s世
38

規格値 :0,38 規格値 :∞

70

60

50

40

30

20

10

0

〕◆

12

1

08

06

04

02

0

●

お
冷

´ρ
・

お了
・́

孝
を!

◇

・◇

クぉ

(mm)

クμ

(mm)

(mln)

(kN)

4

H ιV′0 ιιど(l

(mm)

10 20 30 0 10 20 40

図 2.4装置実験から同定した め,α,為 とク測の関係

1.511m 3,Omm 6.Omm

0.5 Hz 200
F′ (にN)

400
Fど (kN)

600 F,(kN)

20 30 40

-2 2     -4

-400

400
F′ (kN)

-600

600

12.Omm
800

F′ (kN)

Fど (kN)

F′ (kN)

4

4

2

(mm)

ク胸

(mm)

2    -4

ι′′″

(mm)

ιザ″

(mm)

伊′″

(mm)

ιJ′〃

(mm)(mm)
-200

1,O Hz デ7ど
(kN)

-400

400200

-2 2    -4 4 2

-200

2.O Hz
Γ′

6 
ιJァンl ~

(mm)
実験

解析

図 2.5正弦波載荷におけるF′―
"“

関係の実験と解析の比較
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2.5鷹取波載荷への適用

先ほど示 した 5種の振動数の同定値を 1,2,3 Hzの 3種に限定することで、各特性値と粘性要素

最大振幅
"刑

の関係において図2.6の グレーで示す近似線を見出した。そこで、ランダム波である

鷹取波載荷の粘性要素最大変形を近似的に、正弦波載荷での最大振幅 拐測と同様に扱 うこととし、

鷹取波載荷に適用する(図 2,7の□
)。 その設定された特性値を設定値と呼び、表 2,1に示す。

図2.2の Maxwell体に、鷹取波載荷でのダンパース トロークタ
"を

入力し、規格値、同定値のそ

れぞれで解析を行つた。その同定値による解析と実験の履歴の比較を図 2.7の上段に示す。同図

から、鷹取波載荷においても同定値の精度が高く、良く一致することがわかる。 しかし、図 2.7

の下段に示す規格値による解析が描 く履歴は上段の履歴とは程遠く、特に小振幅ほど過大にエネ

ルギー吸収を評価 してしまう危険があることがわかる。また、その傾向は表 2.2の F」0,ぁの実験

結果に対する各解析値の比から明らかである。
１

う
々

３

◆
　
０
　
■

Ｚ

　

Ｚ

　

Ｚ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

―
近似線

□ 設定値

〔】′(kN/(mm/S)α ) 為 (kN/mm)

●
コ

0 5

◆

(1■m)

α

12

1

08

06

04

02

0

70

60

50

40

30

20

10

0

◆

ιJプ0クと′0

◆

◆
●

クど0

(mm)(lrun)

10      15      20      25      0       5      10      15      20     25 0 10      15     20     25

図2.6特性値(cЪ α,て′)の近似と鷹取波載荷での特性値の設定

表 2,1 鷹取波載荷に適用 した設定値と規格値

鷹
取

波

設定値

(テ ど (χ Xξど 〔テプ α X〔 ど

15% 16.5 0.88

230 98 0.38 ∞500/0 22.6 0.69

1000/0 32.2 0.60

※単位は 動 は kN/(側耐s)α ,ス勃は kN/mmである。

表 2.2 ダンパース トローク
""(図

2.2)を入力した場合の

設定値、規格値による各解析と実験結果の比

鷹
取
波

解析(設定値)

/実験結果
解析(規格値)

/実験結果

F′ 0 ど ′ F′ 0 fプ

15% 1.03 0.96 2.15 3.81

500/0 0.97 0.98 1.27 1.88

1000/0 1.02 1.02 1.11 1.46
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鷹取波15%1    謄取波50%| 鷹取渡 lo00/。
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750 Fど (kdN)
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ク,,1

(mm)

一中口実験

――…解析

角卒つ晴

r設定値)

解析

(規格値)

-4 -2
-1

300
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600 Fど (kN)

400

4  -8
ク′″

(mm) -400

-600

600

4
ιι
"
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-20
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(にN) 乃 (kN)
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図 2.7鷹取波載荷における′7′ ―ク
"関

係の実験と設定値による解析の比較(上段)と

規格値による解析の′7′ ―
"″

関係(下段)

2.6ガタの影響

装置実験から、粘性ダンパーのガタは、クレビスとピン接合部の変形 ″て,1,VιJで生じていること

がわかった。また、その長さは 0.6 mm程度であった。図 2.8(a)か らわかるように、付力日系変形

に対する粘性要素変形の比、すなわち実効変形比 ク測/ク,0は、ガタがなくとも小振幅ほど低下する

(図 中破線)。 さらに、ガタがあることによつて、実効変形比はよリー層低下する(図 中実線)。 その

結果、ダンパーのエネルギー吸収量島 は低下し、ダンパーの減衰効果が低減してしまう(図 2.8(b),

(c))。 なお、以上は正弦波載荷 1.O Hzの場合である。

ダンパーが効果的に機能するためには粘性要素変形が重要である。 しかし、粘性要素変形は特

に小振幅ほどガタの影響を受け、その存在のために、小振幅にも効くという粘性ダンパーの魅力

が低減 してしまう。このようにできる限リガタが生じにくい接合部の設計を行 うことは肝要であ

る。

(a)クど0/ク ,0 (b)
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0.6 1000

0,4
100

0.2
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図 2,8正弦波載荷での (a)実効変形比、(b)エネルギー吸収量の実験と理論値
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3オイルダンパー

3.1装置実験の計測概要

オイルダンパーで計測を行つたのは建物実験と同様のダンパー全体変形 ク,,ダンパース トロー

クク″,支持材の歪に加え、支持材の挙動を把握するためのスプライスプレー トの変形 クbl,"ぅ4,シ

リンダーの変形
"ぅ
2,鋼管ブレースの変形 クぅ3で ある。さらに、接合部の遊び(以 下、ガタと呼ぶ)

の挙動を把握するため、載荷側、反カブロック側それぞれの、クレビスとピン接合部の変形 クθl,クθ2

も計測 した。

クα

球面軸受け シリンダー   鋼管ブレース 球面軸受け

クθェ クう2

(載荷側)  クレビス クレビス (反カブロック側 )

図 3.1装置実験計測図

3.2オイルダンパーの付加系モデル概要

以後の報告で基本となるオイルダンパーの付力日系モデルを説明する。

従来通 り、オイルダンパーを粘性係数 め の粘性要素、内部剛性 る の弾性バネの直列(Maxwell

体)で表 し、さらに、支持材バネ為 と建物実験・装置実験ともに確認されたガタを表す要素を繁

げた付力日系によつて表現する。オイルダンパーの場合、ガタの大きさは最大でも約 0。 l mmで あり

粘性ダンパーの 1/6程度の大きさである。よつて、オイルダンパーのガタは、無視できるほど非

常に小さいため、付加系モデルはガタ部を除いたものを採用する。ここで、粘性要素変形をク′、

2次粘性比をPで表す。オイルダンパーの履歴を図 3.3(a),(b)に示すが、Kど の存在ゆえに傾いた履

歴 となり、ク測は Fど=0と なる時のク
",れ

は′P′ が最大となる点の割線剛性となる。Fど は粘性要素

変形速度ちによって決まり、式(3.1)で表される。ここでヅリーフ速度をカゥとする。また、ク
"は

式(3.2)で 表 され る。

F′ =q″′ (リ リーフ前), F′ =(テゴち+PC修′―ち)(リ ジーフ後)   (3.la.b)

Kど
(3.2)

ル 単

l屹、hell仰

Cぁα K″

"と

ェ,F′

ち =ク′+Fプ /

″
占期｛

為
→

クブ

クα

図 3.2付力日系モデル
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33正弦波載荷の結果と同定方法

オイルダンパーの特性値(め,為 P,力沙のうち、後述するように、P,ち は規格値を用いることと

し、正弦波載荷からてデが,Kど値を同定する。以下にその方法を説明する。

ところで、これまで笠井研究室ではオイルダンパーの特性値 (アプ,P,れの同定のため、まずそれらの

値を実験から得られたダンパーストロークの変形速度ち,等(式 (3.2))か ら粘性要素の変形速度ち,て,ァフ

を求め、式(3,la)に ら,¢す、フを代入して求まる理論ダンパーカ比肋?。りと実験ダンパーカ亀 9メフの差の

全載荷ストローク終了までの二乗和が最小となるようなO,P,乃を求めていた3ち この方法は理

解が容易である反面、手順が煩雑で同定結果のばらつきが大きい欠点があった。

今回は、簡略な理論式から精度良く簡易にオイルダンパーの特性値を同定できる方法を具体例

とともに示す。

手順 1:

正弦波載力日で得 られた F′―ク
"関係(図 3.3(a))か ら、■んι′rrO,ク″oを得る。今回は l Hz、 目標 ク″0=6mm

の′7′―ク″関係(次節図 3.5)か ら、3サイクルの正弦波載荷のうち2サイクルロの各最大値、F」0部6鍬ヽ

ク測 =5,92咄 クヵO=5,96皿 4を 求 め た 。 な お 、 こ の 載 荷 例 で は ら =37.2側 耐 sで あ る た め 、 オ イ ル ダ

ンパーはリリーフしていない。

F♂
(b)

F′

(a)

ι′″ ク胞

―
 Fが

"′
関係(粘性要素)

一
 Fがク

"関
係(Maxwell体 )

図 3.3オイルダンパーの (a)履歴曲線 (リ ジーフ前 )、 (b)履歴曲線 (リ リーフ時)

手順 2:

式(3.la),(3.2)をそれぞれ め,Kど について解き次式を得る。同式に手順 1で求めたダ」0,"`JO,"ヵ Oを

代入することで 唸 ぅ の同定値が得られる。

Fど
0

469
C♂ (リ リーフ前)

ωクプ0  2π
。1.0・ 5。 92

て
c′ ω   _ 12.6・ 2π・1.0

=680ん′V/“胸

lι
′′,,0/ク′0)2__1 (5。

96/5。92)2_1

ここで、ω=円振動数である。なお、リリーフ時は式(3.lb)か ら、も =島0/(カゥ+P(板 ,"′ 0-カゥ))

として求める。なお、後述のようにP,ち は規格値p=0.067,栃 =64側耐sを用いることとする。

=坐ユー12.6納「/(胞η/ざ)

ど
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3.4特性値の同定結果

図 3.4に cぁ てどの同定結果(以 下、同定値)と ,70(=ωク那)の関係を示す。また、その同定値を用い

て、実験のダンパース トローク
"″

を入力としたときの解析と実験との比較は図 3.5に示す通りで

ある。なお、リリーフ時は F′ の変化が小さくム:プ を評価しにくいため、解析の際は、ジリーフ前

後で Kど は一定であるとし、リリーフ前の平均値をリリーフ時の為 とした。図 3.4よ り、動は低

速度で振幅に比例して大きくなる傾向があるが、約 2 kine以上の速度では規格値に近い一定の値

を示す傾向が見られるも【どは低振動数ではめ と同様に低速度で振幅に比例して大きくなる傾向が

あるが、高振動数では規格値よりも大きい一定の値を示す傾向が見られた。

…◇・・・0.l Hz・・。と・・・ 0.5 Hz・・・◆・・・■O Hz

…●。‐2.O Hz・・。■・・o3.O Hz

働(kN/oコm/S)) る (kN/mm)

規格値 12.5 kN/(mttS) 規格値 300 kN/―
1200

1000

800

600

400

200

0

●

H
◆WⅢ ⅢJL日・・・‐=◆●‐、、ヽ Wヽ―◆・‐・‐■

0 100 200 300 0 100 200 300

図 3.4装置実験から求めた 動,れ とクぉの関係
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3.5鷹取波載荷への適用

先に示 した 5種の振動数の同定値を 1,2,3 Hzの 3種に限定することで、各特性値と粘性要素最

大振幅 ク刑の関係において図 3.5の灰色で示す近似線を見出した。粘性ダンパーと対比して、勤

は、振動数や速度に関わらずほぼ一定であるため、ランダム波 (鷹取波応答)にも、正弦波載荷

から同定した値をそのまま適用する(図 3.5の □)。 それを設定値と呼び、表 3.1に示す。

なお、例外として、小振幅の正弦波ではやや低い値を示 してお り (図 3.4,図 3.5)、 150/0鷹取波

でのランダム応答を再現する場合、勤値は 10%低い値を用いれば良かった。

表 3.1鷹取波載荷に適用した
設定値と規格値

('ど (kN/(側■/S))

規格値 12.5kN/(制打s)

て,(kN/mm)

規格値 300 kN/mm

１

２

３

◆
　
０
　
■

Ｚ

　

Ｚ

　

Ｚ

Ｈ

Ｈ

Ｈ

―
近似線

回 設定値

14

12

10

8

6

4

2

0

1000

800

600

400

200

0

●◆ 0

リリーフ速度

◆

ud0

(mm/s)

リリーフ速度
ud0

(mm/s)

0 40 80 120 160 40 80 120     1600

図 3.5特性値(め,Kど)の近似と鷹取波載荷での特性値の設定

実験で得た傷″を入力とし、図 3.2の Maxwell体部分のみでの角卒析を行 う。表 3.11こ示 した設定

値に加え、規格値でも解析を行い、併せて実験結果と比較する。図 3.6に示すそれらの比較から、

規格値での解析に対し同定値での解析精度が高いことがわかる。また、表 3.2に 示す ′7ゴθ,ぁ の設

定値に対する解析値の比から、設定値での解析の方がより正解値に近いことも確認できる。これ

は、れ が規格値の 2倍以上の値であることが原因であり、規格値が下限値を推奨しているためで

あると考えられるが、正確な解析の観点からは、好ましくないと言える。

鷹
取
波

C′ 」ht「と, Cプ 【 ど

15% 11.5

667 12.5 30050% 12.6

100% 12.6

鷹
取
波

解析(設定値)

/実験結果

解析(規格値)

/実験結果

Fど 0 E′ Fゴ 0 ど ゴ

96 1.044 1.015 1.066

50% 1.010 1.037 0.936 0.926

100% 1.002 1.012 0.992 0.923
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図 3.6鷹取波載荷における島―ク″関係の実験と設定値による解析の比較(上段)と

規格値による解析の Fど _ク

"関
係(下段)

3.6ダ ンパー性能の検証

図 3,7に 正弦波載荷 1.O Hzの場合の、付加系変形に対する粘性要素変形の比(実効変形比)、
F,0,あ

の数値計算と実験値の比較を示す。図 3.7(のより、ジリーフ速度(64 mm/s)以上または低速度領域

で実効変形比が増加する傾向が確認できる。また、今回は割愛 したが、低振動数ほど実効変形比

が高くなることも確認済みである。さらに、図 3,7(b),(C)よ り、リジーフ速度(64m14/S)以上で′7,0,ぁ

が相対的に増加 しにくい傾向も評価できた。
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図 3.7正弦波入力での (a)実効変形比、(b)最大ダンパーカ、

(c)履歴エネルギー吸収量の数値計算、実験値の比較
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4付加系の振動数 H振幅依存とその影響

粘性要素と弾性要素が直列に結合された付加系において、弾性要素の変形が著しい場合、付力日

系全体として振動数依存性が現れてくるり。取付け部材を初め、ダンパーの力を建物基礎まで伝

達する全ての部材が直列に繁がる弾性要素と考えられるため、振動数依存は当然起こる。また、

今回検討 した粘性ダンパーは、粘性要素自体も振動数依存 していた。

複数の振動モー ドに支配される高層建築に対し、各モー ドでのダンパーの減衰効果を明らかに

することが、今後とくに非構造材の耐震設計面で重要になると思われる勒‐13ち このため、ダンパ

ー・付加系の振動数依存の把握が必要になるであろう。また、これに加え、多くの速度依存型ダ

ンパーは振幅依存するため、大小の揺れに応 じて減衰効果を把握する必要もある。

ここでは、前節のように正確に同定した 2種のダンパーの F′ぃク,関係を用い、図2.2,図 3.2そ

れぞれに示 した付加系としての振動数・振幅依存を考察する。例えば 20階建て高層建物を想定し、

固有振動数 (周期)は、192,3次 の順に O.5 Hz(2.Os),1.5 Hz(0.67s),2.5 Hz(0.40s)と 考え、最大

振幅 3mm,24 mmの 付力日系変形が生じるときのダブー妍α関係を粘性、オイルダンパーのそれぞれで

描く(図 4.2,図 4.3)。 ここで、粘性ダンパーのα=0.38,('√98 kN/(皿粗/S)°,為=230 kN/― とし,オイ

ルダンパーの ('戸 12.2 kN/(mm/S),為 =667 kN/mm,p=0.067,リ リーフ速度 64 mm/sと した。また、

両者 とも支持材剛性為 は、∞ と240kN/― の 2種とする。

図 4.2,図 4.3か ら、両ダンパーともに小振幅の高次振動ほど、支持材が軟らかい場合の履歴が、

支持材が剛の場合の履歴に比べ小さくなる。このような小振幅、高次振動では、支持材が軟らか

いほど、高振動数ほど大きくなるダンパーカにより変形 してしまい、同じ付力日系変形を与えても、

その履歴面積は小さくなる。これから、取付け部材や他の支持材を硬 くすることが肝要であり、

特に振動数の高い高次モー ドでそれが重要と言える。 1次モー ドの低振動数で、両ダンパーとも

に有利にエネルギーを吸収できる点も重要である。

1次固有振動数(0.5Hz) 2次固有振動数(1.5Hz) 3次固有振動数(2.5Hz)
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・
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3
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3

ιど,
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‐500

‐1000
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3
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1000
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1000

―
 てぅ=240kN/―
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図 4.2粘性ダンパー付加系の冬固有振動数 日振幅での履歴曲線
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1次固有振動数(0.5 Hz) 2次固有振動数(1.5 Hz) 3次固有振動数(2.5 HzⅢ

3mm 1000 島 (kN) 1000 Fど (kN) 1000 島 (1(N)

‐3 3
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3 3
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(1■m)
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500000
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-1000

―
 為 =240kN/mm

――  為 =∞

図 4.2オイルダンパー付加系の各固有振動数 日振幅での履歴曲線

5おわりに

粘性ダンパー・オイルダンパーの実大実験結果を用いて、両ダンパーの動的特性とその同定法

を考察した。両者とも非線形もしくはバイジニアの粘性要素と、弾性 (バネ)要素の直列結合か

らなるMaxwell体で表される。以下にまとめる。

粘性ダンパーの場合、粘性要素の粘性係数はダンパーサイズのわりに高く、高効率の制振部材

と判断できる。ただし、粘性係数は一定ではなく振動数に依存し、特に小振幅でその傾向が著し

く、ダンパーカが粘性要素速度の指数乗に比例する非線形粘性というよりは、線形粘弾性の特性

を示した。同様な傾向が他の高粘度流体からも認められている
Hち

また、弾性要素の剛性は、メ

ーカー規格では無限大であるが、実際は大きくなく、現実的な値を用いないとダンパーカ、エネ

ルギー吸収、剛性などを過大評価する不正確な解析となるため注意すべきである。提示した同定

法は、これらの値を簡便に精度よく求めることができた。その基盤となつた理論りにより、動的

特性、ダンパーカ、エネルギー吸収量、ガタの影響などを精度よく評価できた。

オイァレダンパーの場合、粘性要素の粘性係数は振動数や速度に関わらずほぼ一定であり、規格

値にほぼ合致していた。弾性要素の剛性は、メーカー規格値の約 2倍であつた。規格値は安全側

を意図したものであろうが、それが常に安全側かは不明であり、また、制振により可能となる性

能設計には正確な応答予測が肝要であるため、実際の値の平均を規格値とする方が良いと思われ

る。小振幅での結果は、過去の実験結果
Ю)よ り安定し、ピンのガタも無視できるほど小さかつた。

本論で提示した同定法は、ダンパーの特性値を簡便に精度よく求めることができ、その理論によ

れば、動的特性、ダンパーカ、エネルギー吸収量などを精度よく予測できる。

ク,

‐12

‐500
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10.応答制御部会 制振部材品質基準小委員会

制振部材取付け部の設計における留意点

1.は じめに

制振構造を設計する上で、制振ダンパーに関する構造計画も重要であるが、主架構への制振部材の取

付け部に関する設計ディテールも重要となる。制振ダンパーそのものは規格品として工場で製作されて

建設現場に納入されるが、その取付け部は通常の建築構造部材 と同様に建物毎にそのディテールは異な

り、現場において組み立てられる。このため、品質管理上の問題点は取付け部に集中しやすい。

制振構造の歴史は浅いため、具体的な地震時被害事例は少ないようであり、また公開もされていない

が、部分的には発生していることも現実であることから、類似のディテールを有する耐震構造の過去の

地震時被害事例写真 (パ ッシブ制振構造設計・施エマニュアル第 2章 1節)を示すことにより、最悪の

場合の被害イメージをより具体的に把握できるように配慮している。

2.設計上の留意事項一覧

制振部材取付け部の設計に際して、各部で留意すべき項目を表形式で以下に示す。

(1)制振ダンパーの減衰抵抗力

表-1,1 制振ダンパーの減衰抵抗力に関する設計上の留意ザ点

図‐1,1 減衰抵抗力の概念図

項  目 制振ダンパーの減衰抵抗力

オイルダンパー 限界速度時の減衰抵抗力

粘性ダンパー 各種依存性を考慮した限界減衰抵抗力

粘弾性ダンパー 各種依存性を考慮した限界減衰抵抗力

鋼材ダンパー 歪硬化を考慮 した最大耐力

摩擦ダンパー 静止摩擦を考慮 した最大摩擦抵抗力

オイルダンパー 粘性ダンパー 粘弾性ダンパー 鋼材ダンパー 摩擦ダンパー

減衰抵抗力

島
F」

速度

Vdi    Vd mttVd

Fdi

減衰抵抗力

bg(Fd)

速度

F

0
V

減衰抵抗力
Fd

Kd'ud max

変位

mぎd

ダンパー抵抗力

Fd

Fd

uy   ud m低 鴫

Fdy

ダンパー抵抗力

Fd

Fd

変位

udy    ud mぶud

Fdy
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(2)制振構造の設計応力

表‐1.2 制振構造の設計応力に関する設計上の留意点

図■.2 制振構造の設計応力

項 目 制振構造の設計応力 〔図 卜2〕

主架構の設計応力 ①制振構造の場合、減衰力項から算出される速度依存型ダンパー

の減衰抵抗力は、復元力頂から算出される主架構設計応力と位相

差があるため、同時性がないことに留意する

②主架構の最大負担層せん断力は、地震応答解析結果の最大層せ

ん断力から制振ダンパーの最大負担層せん断力を差し引いたも

のとは必ずしも一致しないため、分離して考慮する必要がある

③制振ダンパーが速度依存型の場合、主架構の設計応力として、

制振ダンパー負担層せん断力分を別途考慮し、主架構負担層せん

断力による応力と組み合わせる必要がある

④制振ダンパー負担層せん断力は、主架構下層への応力伝達を考

慮する必要がある

⑤制振ダンパー軸線が主架構軸線と偏心する場合は、その影響を

考慮する

主架構

最大層せん断力2′

速度依存型制振部材
最大層せん断力ら

全体

最大層せん断力2T

l i回 1 1
1 :回 f i
I Iロユ I
: I□ 1 :
! I□I :

□
□

illlIPTHEllll

illlIPrHEllll

illll浴 二LLLを
illi“ ン「彗二illl
illllをTHillll

illiIPTHillll

illllをTSillll

速度依存型 :位相差

最大応答発生に時間差

2T≦ 2デ十ら

キ窃

2T

義粂繹諄葵権乞
断力:身

設計せん断力 :ら
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(3)主架構の柱―梁部材

表■.3 主架構の柱‐梁部材に関する設計上の留意点

項 目 主架構の柱‐梁部材 〔図 1-3〕

取付け部材の配置

〔写真-2,1〕

偏心の生 じないディ>―ルとする 〔図 卜3(1)〕

偏心がある場合は、偏心による付加応力を考慮する必要がある

大梁取付け部の応

力伝達

〔写真-2.2〕

①シアリンク K形配置等で制振ダンパー反力が大梁に伝達され

る場合は、大梁設計応力に軸力を考慮する 〔図 卜3(2)〕

②S造大梁下フランジの横方向変形を拘束する 〔図 1ぃ 3(3)〕

③シアリンク K形配置等で制振ダンパー反力が S造大梁中央部

に伝達される場合は、軸力およびせん断力の応力伝達機構の検討

とともに、ウェブパネルの軸力およびせん断力による座屈安定性

の検討が必要 〔図 卜3(2)〕

S造主架構板要素

の安定性

〔写真-2.3〕

板要素の局部変形 (箱形断面の PL面外曲げ変形、開断面の突出

PLの面外変形)を生じないようなディテールが必要 〔図 1-4(1)〕

S造主架構板要素

の応力伝達

GPLか ら伝達される応力に対し、同一構面の柱―梁板要素の応力

を許容応力度以下に留める必要がある

RC造主架構 制振ダンパー取付け部からの局部的な応力 (支圧応力、アンカー

ボル ト引張力、せん断力、捩れ応力等)に対し、主架構応力と組

み合わせても損傷を生じないようにする 〔図 1-4(3)〕

構面外の応力 直交方向地震力に伴う制振ダンパーの面外方向反力を考慮する

〔図 卜4(2)〕

既存主架構の場合 ①既存主架構に制振ダンパーを取付ける場合に、やむを得ず偏心

を生じる場合は、偏心に伴 う付力日応力や制振ダンパー取付け部の

剛性低下等の影響を考慮して、制振効果や主架構応力を評価する

②制振ダンパー取付け部からの伝達応力により既存主架構部材

の板要素に局部変形を生じないようなディテールとし、原則とし

て許容応力度以下に留める

③直交方向地震力に伴う制振ダンパーの面外方向反力を、既存主

架構に対して考慮する
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写真 2-1～ 2‐3 筋違取付け部の被害事例

写真2‐ 1筋違軸心の偏心 写真2‐2大梁ウェブの座屈 写真2‐3大梁の面外変形

図-1.3 主架構の柱‐梁部材

(1)部材軸心の偏心 (2)大梁に申由力発生 (3)梁やG.PLの面外変形

偏心の回避
同

大梁■‐

振部材

竿 制振

部材
偏
心
の
回
避

G.PL

せん断力

大梁設計応力に軸力考慮
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許容応力・板座屈の検討

小梁
大梁

小梁

F,PL
G
F.PL

制振部材

大梁下フランジおよび

取付けG,PLの

面外方向安定性確保

図-1.4 主架構の柱―梁部材板要素

(1)柱・梁板要素の面外変形 (2)制振部材の面外変形 (3)RC架 構への取付け部

小梁
大梁

小 梁

大梁WPLの
面外安定性

iPL

柱F,PLの

面外安定性

柱 振部榜

ダイ フラム大 梁

小梁
大梁

小梁

S
F,PL

制振部材

F.PL
面外変形

柱 振都オヽオ

ダイ フラム

面外応力の伝達要素確保

柱―梁の面外,捩れ応力検討
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＝
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引
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(4)主架構の水平構面

表-1.4 主架構の水平構面に関する設計上の留意〕点

写真 2‐5,2-6 筋違付き大梁床水平構面の被害事例

写真2-5,2‐ 6床版のせん断破壊

図-1.5 床水平構面

項 目 主架構の水平構面 〔図 1-5〕

床面吹き抜け部 床面吹き抜け部等がある場合は、制振ダンパー反力を含めた水平

力の伝達に関する検討が必要 〔図 卜5(1)〕

床スラブの応力伝

達性能

〔写真-2.5,2.6〕

①床スラブにより水平力を伝達させる場合は、コンクリー トのせ

ん断ひび害1れ強度Tcrを超えないように配慮する 〔図 卜5(2)〕

②せん断ひび割れ強度を超える場合は、床スラブの面内せん断剛

性を低下させて、応力伝達性状を検討する必要がある

床スラブ周辺部材

への応力伝達性能

①床スラブを支持する付帯小梁 。大梁には付加曲げモーメント

(両端固定 :△M=Qs*LH/2、 片側端固定 :△M=Qs*LH)に よる軸力

(Ns=△M/Ls)が発生するため、軸力を考慮する 〔図 1-5(3)〕

②付帯梁と床スラブの応力伝達部 (ス タッドボル ト等)の応力を

許容応力度以下に留める

③床スラブの付帯梁上での主筋定着部のディテール (上端筋の付

帯梁への応力伝達、下端筋の定着等)に配慮する

既存主架構の場合 既存主架構の床水平構面に関しても、上記と同様な検討を行 う

(1)床構面吹き抜けの場合 (2)床板の面内せん断力 (3)床板付帯梁の応力

Qi

Q卜
1

制振架構には他の架構から
水平力が集中

→床構面で水平力伝達
(剛性 。強度の確保)

床 板 平力

|

τ
avデ Qs/(t Ls)

ンクリー トひび割れ後
大きく剛性劣化

せ
ん
断
応
力
度 せん断

ヨ

γcr γy 変形角

―N N

片端固定:Ns=Qs LH/Ls

Qs/ス タンド

床片反
ゾ 楚響

筋の

床版から付帯梁への

応力伝達
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(5)制振部材取付け接合部

表■.5 制振部材取付け接合部に関する設計上の留意点

項  目 取付け接合部 〔図-1.6〕

設計方針 ①制振ダンパー限界減衰抵抗力に対して、取付け部を)塑性化させ

ない 〔図-1.6(1)〕

②取付け部では偏心を避け、座屈や面外変形を生じることなく応

力伝達が十分可能なディテールとする

③有効断面性能を考慮した設計を行う

④直交方向地震時の制振ダンパー面外方向反力・変形を考慮する

⑤制振ダンパーの将来の取替えを考慮したディテールとする

ボル ト接合部

〔写真-2,7〕

①引張ボル トではテコ反力を考慮する 〔図-1.6(3)〕

②ボル ト長さが長い場合は、ボル ト伸びを考慮した検討が必要

溶接接合部 各部の溶接線と干渉せず、確実に施工できる溶接計画が必要

RC造主架構への

取付け部

取付け部応力を主架構 RC部材に十分に伝達できるディテールと

する (支圧力、アンカーボル ト引張力、せん断力、捩れ応力等)

GPL応力伝達

〔写真…2.8〕

①柱ぃ梁への応力伝達が十分可能なディテールとする 〔図-1.6(1)〕

②十宇型 GPLの場合、直交 PLの応力を面内 GPLあるいは柱‐

梁への応力伝達が十分可能なディテールとする

③CPLと 柱‐梁接合部との溶接接合では、柱‐梁仕口部の溶接線と

干渉しない溶接計画が必要

GPL面外安定性

〔写真-2.4〕

設計応力に対し座屈や面外変形を生じないディテールとする〔図

-1.6(2)〕

既存主架構の場合 ①既存大梁に制振ダンパーが取付く場合は、梁断面全体としての

応力度の検討に加えて、ウェブパネルに加わる軸力十せん断力に

対する局部座屈の検討が必要である

②制振ダンパーが既存主架構の軸心と偏心して取付く場合は、取

付け部では偏心に伴う付加応力の影響を考慮し、応力伝達が可能

なディテールとする必要がある

③既存大梁端部のフランジやウェブ接合部において、制振ダンパ

ー反力を考慮した応力に対し、原則として塑性化させないディテ

ールとし、場合によっては補強をイ子う

④既存部材に新設の取付け部材や補強部材を溶接接合する場合

は、既存溶接線に干渉しない溶接計画とするとともに、既存溶接

部に損傷がないかを確認する必要がある

⑤既存部材に溶接接合する場合は、溶接部に存在する
'、

元存の耐火

被覆や防錆塗装を撤去し、不純物を巻き込まないように清掃を行

う
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写真 2‐4,2-7,2-8 各種接合部の被害事例

写真2‐4取付けG.PLの面外変形 写真2‐7ボル ト接合部局部変形 写真2‐8ピンG.PL溶接の破断

図-1.6 取付け都詳細

(1)板要素間の応力伝達 (2)板要素の面外安定性 (3)号 |'長 対ヾル ト穆そ、針吉ト

年
振部材

ボル ト子L欠損等を考慮
十宇PLの溶接強度確保
G.PLの溶接強度確保
柱―梁の溶接線を回避
PL要素FH写 の応力伝達の検討

制振部材

面外変形
|

F.PL

扶 祭 ‐

ダイヤフラム
F.PL
G.PL

柱

板単独での曲げ変形を回避

定着PL
G,PL 制振都材

引張ボル ト

引張ボル ト接合の場合 :

ボル トにテコ反力発生

定着PLの面外応力検討
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(6)屋上階設置 TMD等の地震時対策

表-1.6 屋上階設置 TMD等の地震時対策に関する設計上の留意点

写真 2-10～2-12 屋上階設置 TMD等の被害事例

写真2‐ 10ガイ ドローラの損傷 写真2‐Hス トッパーの脱線 写真2‐ 12連結ブレースの破断

鍵
か
を

ｋ

嗚

狩

3.ま とめ

制振構造のように振動エネルギー消散部材によって構造安全性を確保する構造物は、使用実績の歴史

が浅いこともあつて、大地震時における制振効果を広範囲にわたって検証した事例は少ない。このため、

類似の取付けディテールを有する耐震構造の過去の被害事例を参照することにより、制振部材取付け部

の設計上の留意点をまとめた。

以  上

項  目 屋上階設置 TMD等

TMD等の地震力

〔写真-2.9～ 2.11〕

①屋上階等に設置されるTMD等では、建物重量に比べて装置重

量比が非常に小さいため、地震時水平力が大きく増幅されること

から、十分な設計用水平力を考慮する必要がある (慣用値の水平

震度 1.0を大きく上回る可能性が高い)

②地震時にTMD装置等を停止させる機構を有する場合、ス トッ

パー部の破壊や装置脱落等を防止する必要がある

③バンフア~タ イプのス トッパーの場合、動的な繰り返し変形に

対するス トッパー機能の検討が必要である (一般に、バンフア~

タイプでは一方向の単調荷重に対し機能を設定)
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